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序     文 
 

エジプト日本科学技術大学（Egypt-Japan University of Scienece and Technology：E-JUST）は、日本

政府からの支援を受け、2010 年 2 月エジプト・アラブ共和国アレキサンドリア県近郊のニュー・ボ

ルグ・エル・アラブ市に工学系大学院として設立されました。背景にはエジプトの国立大学において

授業料の無償化に起因する学生の急増と、これに伴う高等教育のマスプロ化による教育の質の低下の

深刻化があり、2005 年 8 月エジプト政府は、これまでの国立・私立大学とは全く異なる日本型の工

学教育の特徴を生かした「少人数、大学院・研究中心、実践的かつ国際水準の教育機会の提供」をコ

ンセプトとする E-JUST の設立支援を日本政府に要請しました。外務省と JICA による数次の現地調

査及びエジプト関係者の日本国内での協議を踏まえ、2008 年 6 月外務省がエジプト政府からの要請

を採択、同年 10 月より JICA は E-JUST 設立支援のための技術協力プロジェクトを開始しました。 

2011 年 1 月に起こったアラブの春による日本人関係者全員の一時国外退避をはじめ、これまで

いくつかの困難な局面に直面したこともありましたが、2012 年 2 月にはじめて 11 名の工学修士

学生を輩出してから 2018 年 5 月までに、E-JUST は 89 名の工学修士、117 名の工学博士をエジプ

ト国内に送り出しています。さらに、2015 年 2 月からは工学系大学院においてアフリカ諸国から

の留学生の受入事業を開始し、2018 年 5 月までに合計 20 名の留学生の受入れを行っているなど、

E-JUST は今、2009 年 2 月にエジプト・日本両政府が締結した「エジプト・日本科学技術大学の

設置に関する日本国政府とエジプト・アラブ共和国政府との間の協定」に謳われている「アラブ、

アフリカ地域の高等教育及び科学技術の拠点」として、大きく飛躍しようとしています。 

JICA は 2014 年 2 月より「エジプト日本科学技術大学（E-JUST）プロジェクトフェーズ 2」を

実施しており、フェーズ 1 に引き続き、E-JUST の研究能力や大学運営能力の向上、産学連携の更

なる発展に取り組んでいます。さらにこの間、E-JUST は 2017 年 9 月に工学部 8 学科と文系学部

である国際ビジネス・人文学部 2 学科を立ち上げるなど、更なる拡大を遂げています。この両学

部開設に際し、JICA も同技術協力プロジェクトのなかで、カリキュラム策定支援やリベラルアー

ツ教育導入支援、エジプトの国公立大学のなかで初となった独自入試の実施支援等、E-JUST の学

部開設をサポートしてきました。同学部開設が実現した今般、中間レビュー調査団を派遣し、エ

ジプト・アラブ共和国側と合同で本プロジェクト目標や成果の達成状況を確認するとともに、プ

ロジェクトの残り期間の課題及び今後の方向性について確認する機会をもちました。本報告書は

この中間レビューの結果をまとめたものであり、今後のプロジェクトの展開に向けて、更には類

似のプロジェクトの参考として活用されることを期待するものです。 

最後に、E-JUST の今日の発展を支えてくださった国内支援委員会委員の皆様、特に工学系大学

院へ長年にわたりご協力をいただいている専攻幹事大学（早稲田大学、九州大学、東京工業大学、

京都大学）関係者の皆様、国際ビジネス・人文学部設立準備段階からご協力をいただいておりま

す筑波大学、早稲田大学、立命館アジア太平洋大学、広島大学関係者の皆様、学部入試業務の指

導にあたっていただいた立命館大学関係者の皆様に深く感謝申し上げます。そして何より、大変

ご多忙の中今回の調査に参団いただいた東京工業大学関口秀俊副学長、京都大学大学院工学研究

科田畑修教授に、心から御礼申し上げます。 

 

2018 年 6 月 

 

独立行政法人国際協力機構 

人間開発部長 熊谷 晃子 
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出所：Google -地図データ（2008 年） 

 

注 1）アレキサンドリアから E-JUST サイトまでの距離は約 60km 

注 2）アレキサンドリアから E-JUST サイト（ニュー・ボルグ・エル・アラブ）までの所要時間（陸路）で

1.5 時間、カイロから E-JUST サイトまでは 3.5 時間 
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中間レビュー結果要約表 
 

１．案件の概要 

国名：エジプト・アラブ共和国 案件名：エジプト日本科学技術大学（E-JUST）

プロジェクトフェーズ 2 

分野：高等教育 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：人間開発部 

高等教育・社会保障グループ 

高等・技術教育チーム 

協力金額（評価時点）：19 億 9,000 万円 

（2016 年度末時点） 

協力期間：（R/D）2014 年 2 月 1 日～ 

2019 年 1 月 31 日 

先方関係機関：E-JUST、高等教育省 

他の関連協力：技術協力プロジェクト「エジ

プト日本科学技術大学設立プロジェクト」、

無償資金協力「太陽光を活用したクリーンエ

ネルギー導入計画」、無償資金協力「第一・

二次エジプト日本科学技術大学教育・研究機

材調達計画」 

日本側協力機関：早稲田大学、九州大学、東京

工業大学、京都大学、筑波大学、立命館アジア

太平洋大学、広島大学、立命館大学、北海道大

学、東北大学、慶応義塾大学、東京大学、名古

屋大学、京都工芸繊維大学、大阪大学 

１－１ 協力の背景と概要 

エジプト・アラブ共和国（以下、「エジプト」と記す）は、近年国立大学における授業料の

無償化により学生数が増加しており、これに伴い教員 1 人当たりの学生数も増加、教育の質の

低下が深刻化している。エジプト国内の大学における講義は全般的に座学による理論中心で、

実践的、先端的な教育を行う大学は限定的であり、研究面においても機材の不足等により、総

じて大学の研究能力は高くない。そのため理工系分野の優秀な学生は海外留学し、そのまま海

外で就職することが多く、優秀な人材の頭脳流出は当該国の大きな課題となっている。 

これらの課題に対応するため、エジプト政府は、「2022 年までの経済・社会開発計画に関す

る戦略的枠組み」において、高等教育の戦略の 1 つとして、エジプトの地位を高めることをめ

ざし科学と知識を国際的な水準を高めること、及び「持続可能な開発戦略-エジプト・ビジョン

2030」のなかでは、教育の指標の 1 つとして世界トップ 500 大学のなかに、少なくともエジプ

トから 1 大学が入ることが言及されるなど、国内大学の科学技術水準の向上に力を入れている。

これら高等教育セクターの課題に対応するため、2005 年にエジプト政府は、同国内の既存大

学とは異なる日本型工学教育の特徴を生かした「少人数、大学院・研究中心、実践的かつ国際

水準の教育提供」をコンセプトとした「エジプト日本科学技術大学（Egypt-Japan University of 

Science and Technology：E-JUST）」の設立支援をわが国に要請した。また、2009 年にエジプト

政府及び日本政府は「エジプト・日本科学技術大学の設置に関する日本政府とエジプト・アラ

ブ共和国政府との間の協定（以下、「二国間協定」と記す）」を締結し、このなかで両国政府が

E-JUST の設置及び運営を行っていくことに合意している。これらに基づき、JICA は技術協力

プロジェクト「エジプト日本科学技術大学設立プロジェクト」（2008～2014 年）を通じ、E-JUST

の工学系大学院設立支援を行い、同大学院は 2010 年に開設された。また 2014 年からは、技術

協力プロジェクト「エジプト日本科学技術大学（E-JUST）プロジェクトフェーズ 2（以下、「本

プロジェクト」と記す）」を実施しており、工学系大学院の教育・研究能力向上、産業界との
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連携促進、運営改善等に取り組んでいる。 

2016 年 5 月 30 日に開催された E-JUST 第 13 回理事会において、日本政府（外務省）は、2017

年 9 月に開設を予定されていた E-JUST 工学部及び国際ビジネス・人文学部に対し、わが国政

府が協力に取り組んでいく方針を表明した。本プロジェクトでは、それまで工学系大学院を主

な協力対象としていたが、同政府方針を受け、JICA は計 3 回の運営指導調査を派遣し（2016

年 10 月 21 日～28 日、12 月 23 日～28 日、2017 年 5 月 17 日～18 日）、本プロジェクトの協力

内容に、工学部及び国際ビジネス・人文学部の開設・運営に必要な活動を追加することを E-JUST

と合意。さらに、2017 年 8 月 15 日に改訂討議議事録（Record of Discussions：R/D）を締結して

いる。なお、両学部とも当初予定どおり、2017 年 9 月 27 日に開設されている。 

このように、本プロジェクトでは実施期間中に、工学部及び国際ビジネス・人文学部開設・

運営支援という大きな変更が行われたが、これら両学部が当初予定どおりに開設された今般、

これまでのプロジェクトの成果の達成状況を把握し、プロジェクト終了までの課題を整理する

ことを主な目的として、本プロジェクトの中間レビューを実施することとした。 

 

１－２ 協力内容 

本プロジェクトは、E-JUST において、本邦大学の支援により、少人数、大学院・研究中心、

実践的かつ国際水準の教育を提供し、かつ産業界との共同研究を促進することにより、E-JUST

がエジプトの産業及び社会の発展に貢献する人材を育成する場となることを図り、もって

E-JUST が、中東及びアフリカ地域の発展に貢献する優秀な人材を持続的に輩出することに寄与

するもの。 

（1）上位目標 

E-JUST が、中東及びアフリカ地域の発展に貢献する優秀な人材を持続的に輩出するよう

になる。 

 

（2）プロジェクト目標 

E-JUST が、エジプトの産業及び社会の発展に貢献する優秀な人材を育成する基盤とな

る。 

 

（3）成果 

成果 1：工学系大学院向けの高度な研究中心の教育が、日本式教育に基づき提供される。

成果 2：優れた研究活動が E-JUST に根づく。 

成果 3：日本及びエジプトにおいて、E-JUST と産業及び社会との良好な関係が育まれ

る。 

成果 4：工学系大学院運営及び学部開設・運営に向けて、大学の経営及び運営能力が強

化される。 

成果 5：日本の工学教育をモデルとする基礎科学分野における実験・実習を基盤とした

教育が工学部の学生に提供される。 

成果 6：日本の高等教育の特徴が盛り込まれた国際ビジネス・人文学部のいくつかの学

科が立ち上がる。 
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（4）投入 

1） JICA 側 

総投入額：19 億 9,000 万円（2016 年 3 月末時点） 

長期専門家派遣：16 名（2017 年 11 月時点） 

短期専門家派遣：2 名（2017 年 11 月時点） 

機材供与：3 億 4,800 万円（2017 年 12 月時点） 

ローカルコスト負担：1 億 2,100 万円1（2017 年 12 月時点） 

研修員受入（国別研修）：44 名（2017 年 11 月時点） 

本邦支援大学教職員派遣2：延べ 239 名（2017 年 10 月時点） 

2） エジプト側 

カウンターパート（Counterpart：C/P）配置：240 名3（2017 年 12 月時点） 

ローカルコスト負担：797 万エジプト・ポンド（Egyptian Pond：EGP） 

         （5,140 万円相当）（2017 年 6 月現在） 

土地提供、キャンパスの建設 

奨学金提供：386 万 EGP（2,489 万円相当）（2014 年 7 月～2017 年 7 月） 

日本人専門家用執務スペースの提供 

２．評価調査団の概要 

調査団員 担当分野 氏 名 所 属 

団長・総括 梅宮 直樹

独立行政法人国際協力機構 

人間開発部 高等教育・社会保障グループ 

高等・技術教育チーム 課長 

工学教育 1 関口 秀俊 国立大学法人東京工業大学 副学長（国際連携担当）

工学教育 2 田畑 修 国立大学法人京都大学 大学院工学研究科 教授 

協力企画 1 樋口 創 

独立行政法人国際協力機構 

人間開発部 高等教育・社会保障グループ 

高等・技術教育チーム 主任調査役/課長補佐 

協力企画 2 小池 基 

独立行政法人国際協力機構 

人間開発部 高等教育・社会保障グループ 

高等・技術教育チーム ジュニア専門員 

評価分析 石飛 愛 合同会社適材適所 コンサルタント 
 

調査期間 2017 年 11 月 1 日〜12 月 28 日 評価種類：中間レビュー 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（1）成果 1：工学系大学院向けの高度な研究中心の教育が、日本式教育に基づき提供される。

成果 1 は順調に進捗している。「日本式教育」に関する定義・意味合いに関して関係者

間で合意は得られていないものの、工学系大学院において日本の大学の経験に基づいた教

                                                        
1 本プロジェクトにおける在外事業強化費支出実績。 
2 業務実施契約での派遣人数（延べ人数）。 
3 内訳は、教員 62 名、職員 178 名、計 240 名（2017 年 12 月時点）。 
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育（少人数教育による丁寧な指導、アクティブラーニングの活用等）が専攻幹事大学4教員

によって提供されている。また E-JUST における教育の質を担保するためのさまざまな教

育関連ガイドラインも策定され、教員 1 人当たりの学生数は 10 人以下を保っている（4.86

人）。供与機材はおおむね適切に活用、維持管理されている。アフリカ地域からの留学生

数は増加したが、非政府奨学生及び自費学生の数は増加していない。ファカルティ・ディ

ベロップメント（Faculty Development：FD）を目的とした E-JUST 教員向けの研修は中間

レビュー時点までに 1 度しか行われておらず、今後強化する必要がある。 

 

（2）成果 2：優れた研究活動が E-JUST に根づく。 

成果 2 は順調に進捗している。日本人専門家の支援によって優れた研究活動を支えるた

めのさまざまな研究関連ガイドラインが策定された。国際的な学会誌への論文投稿や国際

学会の発表数は目標を大きく超えた。また当初の目標どおり、E-JUST 教員は 2015 年度を

除いて、毎年少なくとも 1 件の競争的研究事業に携わっている。教員採用は長期計画や学

生数によって決定されている。教員の構成は比較的バランスはとれているものの、更に研

究活動を促進し、工学部の学部教育を実施するには、教員の拡充が必要である。 

 

（3）成果 3：日本及びエジプトにおいて、E-JUST と産業及び社会との良好な関係が育まれる。

成果 3 の活動を通じて、E-JUST と産業及び社会との良好な関係が育まれつつある。目標

どおり、各専攻において 4 年間で最低 1 件の共同研究が実施され、毎年研究成果を共有す

るイベントが実施されている。また E-JUST と産業及び社会に関するニュースについては、

E-JUST のホームページ上に、イベント実施から 1 日以内にその記事が掲載されている。ノ

ン・ディグリー・プログラムや文化活動は主に 2016 年から開始しているが、目標どおり

毎年 1 件の実施は行われていない。また奨学金を提供する企業の数（3～4 社/年）は目標

（5 社/年）よりやや低いものの、外部資金（寄付と研究資金）の総額は増加している。こ

れは、大学と産業及び社会の関係が強化されつつあることを示唆している。中間レビュー

時点ではほとんどの修了生が本務校に戻って教員として勤務していることから、修了生の

就職を支援する活動は本格的には開始されていない。 

 

（4）成果 4：工学系大学院運営及び学部開設・運営に向けて、大学の経営及び運営能力が強

化される。 

ワークフローやマニュアルの策定、入試業務の実施、各部署の業務所掌の取り決めと組

織の改編、各協議会の定期的な開催、職員の拡充、さまざまな職員向けの研修機会の提供

等を通じて大学の経営・運営能力は強化されつつある。他方、学生の就職支援は準備中で

ある。さらに、事務部門の部署別の年間計画はほとんど作成されておらず、今後これら計

画策定能力を強化する必要がある。 

 

（5）成果 5：日本の工学教育をモデルとする基礎科学分野における実験・実習を基盤とした

教育が工学部の学生に提供される。 

                                                        
4 本プロジェクトの国内支援委員会には 15 の本邦大学が参加しているが、そのうち工学系大学院 8 専攻の運営支援を担当する

4 大学を専攻幹事大学と位置づけ、JICA との間で業務実施契約を締結し、専攻運営支援業務を行っている。 
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工学部のカリキュラムとシラバスは作成され、工学部の第 1 セメスターも予定どおり

2017 年 9 月から開始、中間レビュー時点では第 2 セメスター以降の準備が進行中であった。

第 1 セメスター分の教材は作成、使用されており、第 2 セメスター以降の教材は準備中で

あった。教員と技術職員の数は、第 1・2 セメスターを実施する分には充足している。工

学部の運営に関しては今後さまざまな課題に直面することが想定されるが、質の高い教育

を提供するためには、教員及び技術職員数を更に拡充する必要がある。 

 

（6）成果 6：日本の高等教育の特徴が盛り込まれた国際ビジネス・人文学部のいくつかの学

科が立ち上がる。 

国際ビジネス・人文学部の 2 つの学科（会計情報学科、人的資源管理学科）は予定どお

り 2017 年 9 月に開設され、第 1 セメスター分のカリキュラムとシラバスも作成されてい

る。中間レビュー時点では第 2 セメスター以降の準備が進行中であった。E-JUST と本邦支

援大学との間での講義の共同実施は第 2 セメスター以降に開始予定である。ゼミ制度につ

いては、2019 年度に導入予定である。 

 

（7）プロジェクト目標の達成見込み 

中間レビュー時点でほとんどのプロジェクト目標の指標が既に達成していることから、

プロジェクト目標はプロジェクト終了時までに達成見込みである。具体的には、競争的研

究資金額が増加（指標 2）し、約 90％の修了生がエジプト国内で勤務しており（指標 3）、

工学部と国際ビジネス・人文学部は開設されている（指標 4 と 5）。指標 1（90％の修士学

生と 60％の博士学生がそれぞれ 2 年と 3 年以内に学位を取得する）に関しては、中間レビ

ュー時点では修士学生に限り達成していないものの、98％の修士学生は追加 1 セメスター

以内に修了しており、70％の博士課程の学生は 3 年以内に卒業している。E-JUST の修士課

程は日本の大学よりも厳しい卒業要件を課していることから、この結果はむしろ E-JUST

修士課程の学生の達成度の高さを示している。 

 

３－２ 5 項目評価結果の要約 

（1）妥当性：高い 

本プロジェクトは二国間協定、エジプト・日本教育パートナーシップ（Egypt-Japan 

Education Partnership：EJEP）、エジプトの開発政策及び教育政策、日本のエジプトに対す

る支援方針に合致しており、妥当性は高い。また、先端研究を行う高等教育機関（特に国

立大学）の不足による頭脳流出と、教員 1 人当たり学生数の増加による教育の質の低下、

教育・研究機材の不足が課題となっているエジプトにおいて、先端機材を保有し、少人数

教育を実施する世界レベルの高等教育機関を設立することは、エジプトの高等教育セクタ

ーの課題に対応しており、対象国の社会のニーズに合致している。 

 

（2）有効性：高い 

プロジェクト目標の達成見込みから判断して有効性は高い。指標の達成状況から、

E-JUST は優秀な学生を輩出し、その約 90％の修了生がエジプト国内で働いており、また

競争的研究資金の獲得額が増加したことが明らかになった。工学部と国際ビジネス・人文
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学部は計画どおり開設された。プロジェクト目標の指標は中間レビュー時点でおおむね達

成していることから、本プロジェクトの終了時にはプロジェクト目標は達成される見込み

である。また、プロジェクト目標達成に必要な要素はすべて成果に含まれており、成果の

達成からプロジェクト目標達成へのつながりに大きな問題はない。 

 

（3）効率性：比較的高い 

外部要因（キャンパス建設の遅れ）によりプロジェクトに影響が出ているものの、ほと

んどの投入が成果の導出のために効果的に活用されたことから、効率性は比較的高い。投

入（日本人専門家、本邦支援大学からの教員の派遣、E-JUST 教職員の雇用、研修の実施、

活動資金供与）の質・量・タイミングともにおおむね適切であり、効果的に活用された。

キャンパス建設の遅れは 2017 年に開設された 2 学部の入学定員を制限したことにとどま

らず、工学系大学院各専攻の教育・研究環境に影響を与えたものの、入学した学部学生数

の少なさと他の施設の活用により、研究・教育への影響は最小限にとどまった。 

 

（4）インパクト：上位目標の達成見込みの判断は時期尚早、ただし、いくつかの正の波及効

果が発現 

アフリカからの留学生の進路に関する情報不足と、修了生の雇用者による満足度調査は

実施されていないことから、中間レビュー時点で上位目標の達成見込みを判断することは

難しい。ただし、中間レビュー時点で、本プロジェクトによるいくつかの正の波及効果が

確認できている。例えば、博士課程の日本短期研究滞在プログラムでは、E-JUST 学生の研

究能力向上のほか、E-JUST 教員にも本邦大学との関係性の強化という点で正の波及効果が

みられる。さらに、本邦大学の受入側の研究室においても、研究室の活性化、学生の英語

能力の向上、教員の英語での指導能力向上などの正の波及効果がみられ、大学全体として

は国際貢献という側面での取り組みをアピールできたという波及効果もみられた。 

 

（5）持続性：中程度 

本プロジェクトの持続性は中程度と判断される。本プロジェクトはエジプト及び日本の

政策と合致しており、必要な制度が策定され、E-JUST と本邦支援大学との関係も強化され

ていることから、政策・制度的な観点からの持続性は高い。エジプト政府からの E-JUST

への（建設費を除く）拠出金は年々増加しており、一見財務上は問題のないようにみえる

が、学生の大部分が政府から奨学金を受給して E-JUST の博士・修士課程に所属している

ため、長期な財務安定性の確保という観点から非政府奨学生及び自費学生の数を増やす必

要があるが、これら学生数は増加していない。そのため、財務的な持続性は比較的高いと

した。組織的な持続性については、将来的な教員数の不足の可能性があること、及び教職

員の離職率が高いことから中程度とした。技術的な持続性に関しては、本プロジェクトで

技術移転が行われた分野（機材の維持管理を含む）ではマニュアルやガイドラインが作成

されており、また E-JUST が費用負担を行いさまざまな研修が実施されていることから、

事業終了後も知識や技術がある程度維持・向上されると見込まれるため、技術的な持続性

は比較的高いとした。他方、E-JUST の特徴であるはずの日本式工学教育に関してはエジプ

ト、日本側教員の共通理解が醸成されていないことから、この点について、引き続き関係
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者の議論を重ねる必要がある。機材の維持管理、運用に関しては、今後本プロジェクト中

で追加の教育・研究機材の供与が予定されていること、今後キャンパスの中での運用・維

持管理が必要となるため、教職員への研修の実施が求められる。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

（1）計画内容に関すること 

技術協力プロジェクトフェーズ 1 の成果（大学運営体制や関係者間の信頼関係の構築、

機材供与等）がフェーズ 2 における効率的な事業実施に寄与した。 

 

（2）実施プロセスに関すること 

日本・エジプト両国の本プロジェクトへの強いコミットメント〔エジプト計画省による

アフリカ人留学生向けの奨学金や本邦支援大学による博士課程の学生の短期研究プログ

ラム受入れ等、プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）に

記載されていない追加投入等〕が正のインパクト発現に寄与した。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（1）計画内容に関すること 

特になし。 

 

（2）実施プロセスに関すること 

外部要因（キャンパス建設の遅れ）により、2017 年度は工学部及び国際ビジネス・人文

学部の入学定員が制限されることになった。 

 

３－５ 結論 

プロジェクト期間中に新規に 2 つの学部の開設を支援するための成果・活動を追加し、プロ

ジェクトの枠組みが大きく拡大したにもかかわらず、本プロジェクトは中間レビューまでに順

調に進捗している。6 つの成果はプロジェクト終了時までに達成見込みであり、修了生の学位

取得・就職状況や学部の開設等ほとんどの指標の達成状況からプロジェクト目標も同様にプロ

ジェクト終了時に達成されると見込まれる。今後の課題としては、非政府系奨学生及び自費学

生の増加、より高度な国際学会誌への論文投稿と国際学会での発表、事務部門の部署別の計画

策定能力の強化が挙げられる。プロジェクトのプロセスに関しては、事業管理、参加とオーナ

ーシップ、一部の投入の遅れを除く進捗管理の観点から、よく管理されているといえる。コミ

ュニケーションに関しては、JICA と本邦支援大学、及び工学系大学院の専攻幹事大学間で強化

する必要がある。 

5 項目評価に関しては、エジプト及び日本の政策に合致し、ターゲットグループのニーズに

合致していることから、妥当性は高い。プロジェクト目標が達成見込みであることから、有効

性も高い。ほとんどの投入が効果的に活用されているものの、外部要因（キャンパス建設の遅

れ）がプロジェクトに負の影響を与えたことにより、効率性は比較的高いとした。本プロジェ

クトのインパクトに関しては、本邦支援大学やアフリカの大学との関係強化等複数の正の効果

が発現している。政策面・制度面での持続性は高いものの、財政面・組織面・技術面の持続性
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は中程度か比較的高いとした。総じて持続性は全体として中程度とした。 

 

３－６ 提言 

（1）E-JUST と JICA への提言 

1） 無償資金協力事業の円滑な実施 

2017 年 9 月に工学部に入学した学部生が第 3 セメスターを円滑に実施するために、

E-JUST と JICA は無償資金協力事業「（第一次）エジプト・日本科学技術大学教育・研

究機材調達計画」の第 2 バッチの調達機材を 2018 年 7 月までに設置できるよう最大限

の努力を払う必要がある。また、E-JUST 経営陣も実験室の建設を優先する意向を示して

いる。 

2） 事務部門の部署の計画能力強化 

E-JUST の事務部門の部署の中期及び年間計画はほとんど作成されておらず、これら

の部署における計画策定能力の強化が必要である。JICA もこの点に関して何らかの協力

の方途を検討することが求められる。 

3） 安全管理の強化 

エジプト国内では、本プロジェクト開始時点からテロ事件が各地で発生している。

E-JUST 及び JICA は本邦支援大学教員を含む関係者の安全を確保するために、安全対策

の強化に更に努めていくことが求められる。 

 

（2）E-JUST への提言 

1） キャンパスの建設 

キャンパス建設（フェーズ 1）は工学部及び国際ビジネス・人文学部の第 2 期生が入

学する前、つまり 2018 年 9 月までに完了する必要がある。エジプト側はキャンパス建

設の進捗を継続的にモニタリングしていくことが重要である。 

2） 非政府系奨学生及び自費学生の増加 

E-JUST は大学の持続的な運営に向けた取り組みの一環として学部における非政府系

奨学生及び自費学生の数を増加させる努力を更に強化する必要がある。 

 

（3）JICA への提言 

1） JICA 本部、プロジェクトチーム5、E-JUST 間のコミュニケーションの促進 

JICA と本邦支援大学間のコミュニケーションは、例えば理事会などの主要な会議の結

果の共有や、専攻間を跨る会議の実施等を通じて強化する必要がある。特に、工学系大

学院の専攻幹事大学間のコミュニケーションに関しては、専攻幹事大学会議の開催頻度

を高めるなどを検討することも考えられる。 

 

（4）PDM の改定 

本プロジェクトの現状に合わせて PDM を改定することが望ましい。修正箇所とその理

由については以下のとおり。 

                                                        
5 本プロジェクトでは、2018 年 3 月現在 10 名の長・短期専門家を派遣し、本プロジェクト活動を推進しており、そのグルー

プを「プロジェクトチーム」と呼称している。 
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1） 上位目標の指標 2 

原文 E-JUST修了生の雇用者の 80％以上が、E-JUST修了生の勤務態度に満足する。

修正案 E-JUST 修了生の雇用者の 80％以上が、E-JUST 修了生の業績に満足する。 

修正理由 
大学院修了者による中東・アフリカ地域の発展への貢献を測る指標として

は、勤務態度のみならず業績の方が適切であるため。 

 

2） プロジェクト目標指標 2 

原文 競争的研究資金獲得額が 5 年間で増加する。 

修正案 競争的及び共同研究資金獲得額と件数が 5 年間で増加する。 

修正理由 

研究力の向上に関する正確な傾向を理解するためには、獲得金額だけでなく

件数も計測するべきである。加えて、成果 2 と 3 に関連して、共同研究資金

についても成果として言及するべきである。 

 

3） 指標 1-3. 

原文 5 年間でエジプト人と外国人学生、特に政府奨学生以外の学生数が増加する。

修正案 （指標 4-9 に移動） 

修正理由 政府奨学生以外の学生数の増加は大学運営（成果 4）に関連しているため。

 

4） 指標 1-6. （新規） 

追加 
95％以上の調達機材が適切に維持・活用され、共通研究機器センターにおい

て年間 5,000 件以上の試料が処理される。 

追加理由 調達機材の活用、維持管理を測る指標がないため。 

 

5） 活動 1-5. 

原文 高度な研究中心の教育を達成するための必要な機材を保有・維持する。 

修正案 
安全管理を徹底した実験環境下において、高度な研究中心の教育を達成する

ための必要な機材を保有・維持・活用する。 

修正理由 
調達機材は保有・維持のみでなく、活用される必要があるため。加えて、実

験においては安全管理が重要であるため。 

 

6） 成果 3 

原文 E-JUST と産業及び社会との良好な関係が育まれる。 

修正案 E-JUST と産業及び社会との良好な関係がエジプト国内外で育まれる。 

修正理由 
成果 3 の下に、中東及びアフリカ諸国からの留学生を受入れる（活動 3-6）

という、エジプト国外の活動も含まれるため。 

 

7） 指標 3-8 （新規） 

追加 中東及びアフリカ諸国からの留学生数が増加する。 

追加理由 
留学生数の増加は上位目標の達成に影響を及ぼすため、本プロジェクトの活動とし

て追加されるべきであり、その活動の成果を測る指標も追加される必要がある。 
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8） 活動 3-6 （新規） 

追加 中東及びアフリカ諸国からの留学生を受入れる。 

追加理由 上記 7）に同じ。 

 

9） 成果 5 

原文 
日本の工学教育をモデルとする基礎科学分野における実験実習を基礎とし

た教育が工学部の学生に提供される。 

修正案 
日本の工学教育をモデルとする基礎科学・工学分野における実験実習を基礎

とした教育が工学部の学生に提供される。 

修正理由 

工学部学士課程の第 2 セメスターから学部共通科目として実験を伴う工学

系の講義が開始される予定であり、同科目実施向けに実験・実習にかかる安

全指導を行う必要があるため。 

 

10） 日本側の投入 

原文 日本人学生派遣 

修正案 （削除） 

修正理由 

エジプト国内の不安定な治安状況により、外務省（日本）は日本国民のアレ

キサンドリアへの一般渡航を 2017 年 2 月まで禁止していたことから、これ

まで本邦大学からの学生の派遣実績はなく、プロジェクト終了までの期間で

現地に派遣することは現実的には困難であるため。 

 

11） 日本側の投入 

原文 学生フェローシップ・プログラム（修士課程学生対象） 

修正案 （削除） 

修正理由 

E-JUST と本邦支援大学間の独自の活動として、E-JUST の博士課程学生を対

象に短期の本邦滞在研究プログラムを実施している。これまで本プロジェク

トの活動として E-JUST の修士課程の学生を本邦支援大学に派遣した実績は

なく、今後も実施の予定がないため。 
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Summary of the Mid-Term Review 
 

I. Outline of the Project 

Country: Arab Republic of Egypt 
Project Title：Project for Egypt-Japan University 

of Science and Technology Phase 2 

Issues/Sector: Higher Education 
Estimated Total Cost: Approx. JPY 1.99 billion (as 

of March 2017) 

Division in Charge:  

Technical and Higher Education Team, 

Higher Education and Social Security Group, 

Human Development Department,  

Japan International Cooperation Agency 

Cooperation Scheme： 

Technical Cooperation Project 

Related Organizations in Japan: 

Waseda University, Kyushu University, Tokyo 

Institute of Technology,  

Kyoto University, Tsukuba University, 

Ritsumeikan Asia Pacific University, Hiroshima 

University, Ritsumeikan University,  

Hokkaido University, Tohoku University, Tokyo 

University, Keio University, Nagoya University,  

Kyoto Institute of Technology, Osaka University  

Period of Cooperation:(R/D)  

February 1, 2014 - January 31, 2019 (Five years) 

Counterpart Agency： 

Egypt-Japan University of Science and 

Technology (E-JUST),  

Ministry of Higher Education 

1-1. Background of the Project 

The tuition-free policy of national universities in the Arab Republic of Egypt (hereinafter referred to as 

“Egypt”) caused rapid increase in the number of university students, which in turn has increased the 

student-teacher ratio as well. As a result, the quality of education in Egyptian national universities has 

deteriorated. Most of lectures are conducted by classroom-lecture style, emphasizing only theoretical 

aspects. Few lectures are conducted using practical and active-learning method. The research capacity 

of Egyptian universities is also limited due to a lack of research equipment. Under these circumstances, 

many capable students in field of science and technology study abroad and find jobs in foreign 

countries. Therefore, brain-drain has become a common phenomenon in Egyptian society today. 

In 2005, the Government of Egypt requested support from the Government of Japan to establish a 

new-style university which pursues the concept of “Japanese-style Engineering Education,” namely, a 

small number of students, and research-oriented, practical-based and internationally standardized 

education. In 2009, the Government of Egypt and the Government of Japan concluded “the Agreement 

between the Government of Japan and the Government of the Arab Republic of Egypt concerning the 

Establishment of Egypt-Japan University of Science and Technology (hereinafter referred to as 

“E-JUST”). Both governments agreed to establish E-JUST and its operation through a collaborative 

effort. In October 2008, the Japan International Cooperation Agency (hereinafter referred to as “JICA”) 

commenced the technical cooperation project named the Project for Establishment of Egypt-Japan 

University of Science and Technology. Through the cooperation, E-JUST was finally opened as a 

graduate school of engineering in February 2010. Since February 2014, following the initial project, the 

JICA has been conducting the technical cooperation named “Egypt-Japan University of Science and 

Technology Project Phase 2 (hereinafter referred to as “the Project”) to enhance the research and 
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education capacity of the graduate school, to foster collaboration with industry, and to improve 

university governance by January 2019. At the 13th the Board of Trustees (hereinafter referred to as 

“BoT”) meeting of E-JUST on May 30, 2016, the Ministry of Foreign Affairs (hereinafter referred to as 

“MOFA”) of Japan officially stated that the Government of Japan would extent support for launching 

two undergraduate programs, namely the Faculty of Engineering (hereinafter referred to as “FoE”) and 

the Faculty of International Business and Humanities (hereinafter referred to as “FIBH”). Both 

undergraduate programs have been opened to students since September 2017.  

After the Project framework was modified, JICA decided to conduct the Mid-term Review (hereinafter 

referred to as “MTR”) and dispatched the JICA MTR Mission Team from November 24 to December 

12, 2017 to verify the Project achievement and to analyze the Project using evaluation criteria. 

 

1-2. Project Overview 

(1) Overall Goal 

E-JUST sustainably fosters highly capable human resources that contribute to the development of the 

Middle East and Africa. 

 

(2) Project Purpose 

E-JUST forms the basis for fostering highly capable human resources (researchers/engineers) that 

contribute to the development of the industry and society in Egypt. 

 

(3) Outputs 

1) Advanced research-oriented education for a graduate program is provided based on the Japanese 

model. 

2) Excellent research activities take root in E-JUST. 

3) Sound relationships between E-JUST and the industry and society are nurtured. 

4) Capacities of university management and administration are strengthened for graduate and 

undergraduate programs of E-JUST.  

5) Practical-and-experimental based education in the field of basic science is provided for the 

undergraduate students of the FoE based on the Japanese model. 

6) Some tracks of the FIBH embedding features of Japanese higher education is established. 

 

(4) Inputs  

1) Japanese Side: 

a. Total cost: Japanese Yen (hereinafter referred to as “JPY”): 1.99 billion (as of March, 2017) 

b. Dispatch of experts: 14 long-term experts and 2 short-term experts (gross number) (as of 

November, 2017) 

c. Provision of equipment: JPY 348 million (as of December, 2017) 

d. Local operational costs: JPY 121 million (as of December, 2017) 

e. Visit-Japan programs: academic and administrative staff (gross number) (as of November, 2017)  

f. Dispatch of faculty and staff: 239 faculty and staff (gross) (as of November, 2017) 
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2) Egyptian Side: 

a. Counterpart personnel assigned: 240 academic and administrative staff (as of December, 2017) 

b. Local operational costs: 7.97 million Egyptian Pounds (hereinafter referred to as “EGP”) (as of 

June, 2017) 

c. Provision of land and construction for new campus buildings 

d. Scholarship: 3.86 million EGP (July 2014-June 2017) 

e. Office space and facilities for JICA experts at E-JUST 

II. Evaluation 

Mid-term Review Team 

Name Position Affiliation 

Dr. Naoki Umemiya Leader 

Director 

Technical and Higher Education Team,  

Higher Education and Social Security Group,  

Human Development Department, JICA 

Prof. Hidetoshi Sekiguchi 
Engineering 

Education 1 

Vice President for International Affairs 

Tokyo Institute of Technology 

Prof. Osamu Tabata 
Engineering 

Education 2 

Professor 

Department of Micro Engineering,  

Graduate School of Engineering, Kyoto University 

Mr. Hajime Higuchi 
Cooperation 

Planning 1 

Deputy Director 

Technical and Higher Education Team,  

Higher Education and Social Security Group,  

Human Development Department, JICA 

Mr. Motoi Koike 
Cooperation 

Planning 2 

Associate Expert  

Technical and Higher Education Team,  

Higher Education and Social Security Group,  

Human Development Department, JICA 

Ms. Ai Ishitobi 
Evaluation 

Analysis 

Consultant 

TekizaiTekisyo LLC 

E-JUST Counterpart Personnel  

Name Position and Affliciation 

Prof. Ahmed El-Gohary President, E-JUST 

Prof. Sameh Nada Vice President for Education and Academic Affairs, E-JUST 

Prof. Hassan El-Hofy Dean of School of Innovative Design Engineering, E-JUST 

Prof. Mona Gamal 
Dean of School of Energy Resource, Environment, 

Chemical and Petrochemical Engineering, E-JUST 
 

Review Period: November 1 - December 28, 2017 Type of Evaluation: Mid-Term Review 

III. Results of Evaluation 

3-1. Achievements 

Output 1 : Advanced research-oriented education for a graduate program is provided based on the 
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Japanese model. 

Output 1 progressed well. Although there do not seem to be any concrete agreement among stakeholders 

on what is meant by “education based on the Japanese model,” education based on the experiences of 

Japanese supporting universities (hereinafter referred to as “JSUs”) (e.g. detailed supervision to 

students enabled by a low faculty/student ratio, active learning such as Project-based/Problem-based 

Learning) have been provided by their faculties. This was supported by various guidelines developed to 

assure the quality of education provided at E-JUST. Faculty/student ratio remains to be 1: 4.86. While 

the number of international (African) students increased, the number of non-government-funded and 

self-funded ones did not increase. Equipment and machines were well utilized. Faculty Development 

(hereinafter referred to as “FD”) was provided once by the time of the MTR. This activity needs to be 

strengthened. 

 

Output 2 : Excellent research activities take root in E-JUST. 

Activities of Output 2 also progressed well. Various guidelines to ensure excellent research activities 

were developed with the assistance by JICA experts. In terms of the number of journal publications and 

international conference presentations per faculty, E-JUST faculties produced great achievements, 

surpassing the original targets. As targeted, each E-JUST faculty has at least one competitive research 

project except for 2015. According to a five-year strategic plan and the number of students at 

departments, a relatively balanced number of academic staff was recruited although more staff needed 

to be deployed for further promotionof research activities and support of the undergraduate program.  

 

Output 3 : Sound relationships between E-JUST and industry and society are nurtured. 

The relationship among E-JUST, industry and society was strengthened. As targeted, each department 

conducted at least one collaborative research project for the past 4 years and at least one event to share 

research outcomes with the society and industry has been held every year. Although non-degree 

programs and cultural events were not implemented in the first half of the project period as targeted, 

and the number of private enterprises that provide funds for scholarships has been slightly lower than 

the target, the amount of gained funds, such as donations and grants increased. This indicates that the 

relationship with industry and the society was strengthened. Since most graduates have returned to their 

home universities, no activity to assist them in finding jobs started yet, though the preparatory survey 

started. 

 

Output 4 : Capacities of university management and administration are strengthened for graduate and 

undergraduate programs of E-JUST 

Capacities of university management and administration were strengthened through 1) the development 

of workflows and manuals to support academic administration and launching the undergraduate 

programs, 2) the enhancement of the admission function, 3) the clarification of tasks and duties of 

offices and centers, 4) the revision of the organization chart, and 5) the implementation of the regular 

meeting of each council and various training programs for administrative staff. The development of 

career support system was under preparation. An annual plan was not prepared in most administrative 
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offices. Therefore, the planning capacity of the offices needs to be strengthened.   

 

Output 5: Practical-and-experimental based education in the field of basic science is provided for the 

undergraduate students of the FoE based on the Japanese model. 

Curricula and syllabi in the field of basic science of the FoE were formulated. The first semester of the 

FoE started in September, 2017 as scheduled and the preparation for the 2nd semester and beyond was 

ongoing at the time of the MTR. Among issues to be addressed, the number of academic and technical 

staff needs to be increased to provide quality education at the FoE. 

 

Output 6: Some tracks of FIBH embedding features of Japanese higher education is established. 

In the first semester, the two tracks of the FIBH started in September 2017 as scheduled. Preparation for 

the 2nd semester and beyond was ongoing at the time of the MTR. 

 

Prospects for Achieving the Project Purpose: 

The Project Purpose is likely to be achieved by the end of the Project period as most indicators were 

achieved at the time of the MTR: The amount of gained competitive research funds increased (Indicator 

2), 90% of graduates worked in Egypt (Indicator 3), and the FoE and the FIBH were successfully 

launched (Indicator 4 and 5). Although Indicator 1 (90% of fulltime master students and 60% of fulltime 

doctoral students can earn a degree within two years and three years respectively) was not achieved at 

the time of the MTR as far as master students were concerned, 100% of master students that had entered 

since the Project started graduated within one semester delay. Given the stricter criteria of graduation 

for master students than the ones in Japanese universities, this indicates the high academic level of 

E-JUST graduates.   

 

3-2. Evaluation Results by Five Evaluation Criteria 

Results of the MTR by the five (5) evaluation criteria are summarized below. 

 

(1) Relevance: High 

The relevance of the Project is high as the Project is aligned well with the bilateral agreement, the 

Egypt-Japan Education Partnership (hereinafter referred to as “EJEP”), Egypt’s development and higher 

education policies and Japan’s Country Assistance Policy for Egypt. Moreover, in Egypt there have 

been brain-drain issues due to the limited number of higher education institutions (especially pubic 

ones) that conduct advanced research, the deterioration of quality of education due to the largely 

increased faculty/student ratio and limited advanced machines and equipment. Therefore, establishing a 

center of excellence which provides education at international level with detailed guidance to students 

enabled by a low faculty/student ratio and advanced equipment meets the needs of the higher education 

sector in Egypt.  

 

(2) Effectiveness: High 

The effectiveness of the Project is assessed as high given the prospects of achieving the Project 
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Purpose. The status of indicators to assess the Project Purpose shows that E-JUST produced students 

with a high academic level, about 90 % of the total graduates worked in Egypt, the research capacity of 

academic staff was enhanced and the FoE and the FIBH were successfully launched as scheduled. The 

Project Purpose is likely to be achieved at the end of the Project as  most indicators were achieved at 

the time of the MTR. 

 

(3) Efficiency: Relatively High 

The efficiency of the Project is assessed as relatively high as most inputs were well utilized to produce 

the expected outputs, although an external factor (i.e. a delayed construction of a new campus) affected 

the project implementation to some extent. The quality and quantity of most inputs (the dispatch of 

JICA experts and Japanese faculty members, recruitment and assignments of E-JUST staff, the 

provision of trainings, and the disbursement of the JICA’s and counterpart  funds) were generally 

sufficient, delivered in a timely manner and well utilized for project activities. On the other hand, the 

delay in the construction of a new campus affected the level of enrolment for the undergraduate 

programs at the FoE and the FIBH in 2017 and the provision of the appropriate learning and teaching 

environment, although the impact on the postgraduate program was minimized due to the limited 

number of students and the utilization of other buildings. 

 

(4) Impact: Some positive impacts were observed. Difficult to judge the prospects of achieving the 

Overall Goal at the MTR 

Due to the limited information on the career paths of E-JUST graduates including African students and 

the satisfaction of employers of the graduates with their working behavior, the prospects of achieving 

the Overall Goal was difficult to judge at the time of the MTR. Some positive impacts that the Project 

caused was observed by the MTR. They include strengthened relationships between E-JUST and 

Japanese and African universities. No negative impacts of the Project were observed by the MTR.  

 

(5) Sustainability: Moderate 

The sustainability of the Project was assessed as moderate. The sustainability of the Project from policy 

and institutional aspects was high as the Project was in line with the Egyptian and Japanese policies; 

relevant laws and legislation to support the operation of E-JUST were in place; and the relationships 

between E-JUST and Japanese university and faculties were strengthened. Financial sustainability was 

relatively high as the government financial support to E-JUST continuously increased while the number 

of non-government-funded and self-funded students was very limited and did not increase for the past 

few years. Organizational sustainability was moderate due to the need for more academic staff and the 

high turnover rate of academic and administrative staff.  

Technical sustainability was relatively high as knowledge and technologies transferred through the 

Project including the operation and maintenance of equipment were likely to be maintained after the 

Project ends through manuals and guidelines developed and various training opportunities to update 

their knowledge and expertise funded by E-JUST. On the other hand, to sustain “education based on the 

Japanese model”, it was better to discuss on what it means and what technology neededs to be 
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transferred to sustain it and how. In terms of operating and maintaining equipment, further training 

would be required since new educational equipment will be provided before the project ends and most 

equipment will be transferred to a new campus once the construction is completed. 

 

3-3. Major Supporting Factors to Achieve the Project Purpose 

(1) Factors related to Planning  

Outcomes of Phase 1 (e.g. established systems of academic administration and university management, 

built relationships between stakeholders, and advanced equipment) contributed to the smooth and 

efficient implementation of the project activities.  

(2) Factors related to Implementation  

Strong commitments from both Egyptian and Japanese sides (e.g. additional inputs not listed in Project 

Design Matrix (hereinafter referred to as “PDM”) such as scholarships for African students from the 

Ministry of Planning and the assistance of JSUs to receive doctoral students in Japan) enhanced the 

outcomes of the Project and brought about positive impacts.  

 

3-4. Major Factors that Hampered the Achievement of the Project Purpose  

(1) Factors related to planning  

Nothing in particular. 

 

(2) Factors Related to Implementation 

External factors (the delayed construction of the new campus and the limited time for advertising the 

new undergraduate programs) affected the enrolment in the undergraduate programs of the FoE and the 

FIBH for 2017.  

 

3-5. Conclusion 

In conclusion, the MTR Team concluded that the Project made sound progress by the time of the MTR, 

even with the significant extension of the Project framework in the middle of the Project term to add 

activities to support the launching of the new two undergraduate faculties. The six Outputs are likely to 

be achieved by the end of the Project. The Project Purpose is also expected to be achieved, achieving 

most of the targeted indicators such as the employment status of graduates and launching of the 

undergraduate programs at the FoE and the FIBH. However, the following challenges remain: (1) The 

limited number of non-governmental and self-funded students, (2) submission of more papers to higher 

level international journals and conferences to further enhance the research level of E-JUST, and (3) the 

enhancement of the planning capacity of administrative staff. The implementation process has been well 

managed in terms of project management, ownership and participation, and schedule/process except 

that delays in having some inputs such as new campus construction. Communication among JICA, 

JSUs, and JSUs for postgraduate programs needs to be further strengthened.  

From the evaluation of the five criteria, Relevance is high being consistent with the Egyptian and 

Japanese policies and meeting the needs of the target group and beneficiaries. Effectiveness is high as 

the Project Purpose is likely to be achieved. Efficiency is assessed as relatively high as most inputs were 
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well utilized though the external factor (i.e. the construction of the new campus) affected the project 

implementation to some extent. For Impact, some positive impacts have been observed such as 

strengthened relationships between E-JUST and Japanese and African universities. Sustainability is 

moderate overall. While sustainability from policy and institutional aspects is high, that from 

financial/organizational/technical aspects is relatively high or moderate respectively.  

 

3-6. Recommendations 

(1) Recommendations to E-JUST and JICA 

1) Smooth Implementation of Grant-aid Project  

Both E-JUST and JICA need maximum efforts to install the equipment of the second batch of 

procurement of the Grant-aid project, named the Project for Procurement of Education and Research 

Egypt-Japan University of Science and Technology Procurement Project (Phase 1) by July 2018 for the 

smooth implementation of the third semester of the first batch of the FoE undergraduate students. The 

E-JUST management commits to give priority for laboratory construction. 

 

2) Capacity Development of Administrative Offices  

An annual plan is not prepared in most administrative office and the planning capacity of these offices 

needs to be further strengthened. JICA is also recommended to consider how they can support E-JUST 

in this aspect.  

3) Strengthening Safety Measures  

Critical incidents related to terrorism, not related to E-JUST, have taken place elsewhere in Egypt, since 

the commencement of the Project. It is recommended that both E-JUST and JICA make every effort to 

strengthen the safety measures to keep the security of concerned parties including lecturers from JSUs. 

 

(2) Recommendation to E-JUST  

1) New Campus Construction  

The first phase of the new campus construction shall be completed before the second batch of the 

FoE/FIBH students will enroll, which is by July, 2018. Continuous monitoring on the progress of the 

campus construction should be made by the Egyptian side.  

2) Increase the Number of Non-governmental and Self-funded Student  

Efforts for E-JUST to increase the number of non-governmental and self-funded students for 

undergraduate programs should be further strengthened for the sustainable management of the 

university.  

 

(3) Recommendation to JICA  

1) Facilitating Communication with JICA HQs, the Project Team and E-JUST  

Communication between JICA and JSUs by, for example, sharing results of major meetings such as BoT 

with JSUs should be strengthened. Communication among JSUs for postgraduate programs can be 

further strengthened, by, for example, holding the Egypt-Japan Council Meeting for Education and 

Research more frequently.  
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(4) Modification of PDM  

To consistent with actual situation, it is recommended that PDM shall be amended as follows. The 

revised parts are underlined:  

 

1) Overall Goal Indicator 2  

Original 
Over 80% of employers hiring E-JUST graduates are satisfied with their work 

behavior. 

Amended 
Over 80% of employers hiring E-JUST graduates are satisfied with their working 

performance. 

Rationale 
For graduates from the graduate school, not just work behavior but working 

performance should be evaluated by their employers. 

2) Project Purpose Indicator 2 

Original The amount of gained competitive research funds increases during five years.  

Amended 
The number and amount of gained competitive and collaborative research funds 

increases during five years. 

Rationale 

Not only the amount of funds but its number should be counted to understand the 

precise tendency. In addition, corresponding to Output 2 and 3, collaborative research 

funds should be monitored as well. 

3) Output 1 Indicator 1-3. 

Original Number of Egyptian and foreign students, especially non-government-funded ones, 

increase during five years.  

Amended (Move to 4-9)  

Rationale 
The indicator related to non-governmental funded students is related to management 

aspect of E-JUST which is described in Output 4. 

4) Output Indicator 1-6 (new) 

Added 
More than 95% of procured equipment is properly maintained and utilized with more 

than 5,000 sample treatments by common functional centers annually.  

Rationale There were no indicators to measure the appropriateness of maintenance of procured 

equipment. 

5) Activity 1-5 

Original Possess and maintain necessary equipment to attain advanced research-oriented 

education. 

Amended 
Possess, maintain and utilize necessary equipment to attain advanced research-oriented 

education under safe-lab conditions. 

Rationale 
The procured equipment is supposed to be utilized as well. In addition, safety 

lab-condition is important in experiments. 

6) Output 3 

Original Sound relationships between E-JUST and the industry and society are nurtured. 

Amended Sound relationships between E-JUST and the industry and society in and out of Egypt 
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are nurtured. 

Rationale 
An activity related to receive international students in the Middle East and African 

countries shall be included under Output 3. 

7) Indicator 3-8 (New) 

Added Increase the number of international student from Middle East and African countries. 

Rationale 

Receiving international students has a large impact to achieve the Overall Goal, 

therefore, it should be included as an activity of the Project and the indicator to measure 

the degree of the activity should be added as well. 

8) Activities 3-6 (New) 

Added Receive international students from Middle East and African countries. 

Rationale Same as “g. Indicator 3-8” 

9) Output 5 

Original 
Practical-and-experimental based education in the field of basic science is provided for 

the undergraduate students of the FoE based on the Japanese model. 

Amended 

Practical-and-experimental based education in the field of basic science and 

engineering is provided for the undergraduate students of FoE based on the Japanese 

model.  

Rationale 

From the second semester of the FoE undergraduate program, the faculty-requirement 

courses which are conducted by lab-education in general will be commenced. 

Therefore, technical guidance on safety-lab education for the courses are also needed.  

10) Input by Japanese side 

Original Dispatch program of Japanese students 

Amended (To be omitted)  

Rationale 

Due to the unstable security situation, the Japanese MOFA prohibited the Japanese 

nationals to travel to Alexandria with private purpose till February 2017. It is not 

realistic for Japanese universities to send their students within the last one and half 

year. 

11) Input by Japanese side 

Original Selected student program (master student) 

Amended (To be omitted)  

Rationale 

E-JUST students have not been sent to JSUs as the Project activities so far. However, 

the doctoral students of E-JUST are sponsored to conduct short research programs in 

Japanese universities as activities between E-JUST and the Japanese universities by 

MOHE, which is out of the scope of the Project.   
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第１章 中間レビュー調査の概要 
 

１－１ 背景 

エジプト・アラブ共和国（以下、「エジプト」と記す）は、近年国立大学における授業料の無

償化により学生数が増加しており、これに伴い教員 1 人当たりの学生数も増加、教育の質の低下

が深刻化している。エジプト国内の大学における講義は全般的に座学による理論中心で、実践的、

先端的な教育を行う大学は限定的であり、研究面においても研究機材の不足等により、総じて大

学の研究能力は高くない。そのため理工系分野の優秀な学生は海外留学し、海外で就職すること

が多く、優秀な人材の頭脳流出は当該国の大きな課題となっている。エジプト政府は、「2022 年

までの経済・社会開発計画に関する戦略的枠組み」のなかで、その目標の 1 つとして高付加価値

な産業構造の構築を掲げており、そのための人材育成戦略として、①高等教育における科学技術

分野の重視、②高度な製造業に従事する人材育成のための実践的手法の重視を挙げている。 

この高等教育セクターの課題に対応するため、2005 年にエジプト政府は、同国内の既存大学と

は異なる日本型工学教育の特徴を生かした「少人数、大学院・研究中心、実践的かつ国際水準の

教育提供」をコンセプトとした「エジプト日本科学技術大学（Egypt-Japan University of Science and 

Technology：E-JUST）」の設立支援をわが国に要請した。また、2009 年にエジプト政府及びわが

国政府は「エジプト・日本科学技術大学の設置に関する日本政府とエジプト・アラブ共和国政府

との間の協定（以下、「二国間協定」と記す）」を締結し、このなかで両国政府が E-JUST の設置

及び運営を行っていくことに合意している。これらに基づき、JICA は、技術協力プロジェクト「エ

ジプト日本科学技術大学設立プロジェクト」（2008～2014 年）を通じ、E-JUST の工学系大学院設

立支援を行い、同大学院は 2010 年 2 月に開設された。また、2014 年から技術協力プロジェクト

「エジプト日本科学技術大学（E-JUST）プロジェクトフェーズ 2（以下、「本プロジェクト」と記

す）」を実施しており、工学系大学院の教育・研究能力向上、産業界との連携促進、運営改善等に

取り組んでいる。 

2016 年 5 月 30 日に開催された E-JUST の第 13 回理事会において、わが国政府（外務省）は、

2017 年 9 月に開設を予定されていた E-JUST 工学部及び国際ビジネス・人文学部に対し、わが国

政府が協力に取り組んでいく方針を表明した。本プロジェクトでは、それまで工学系大学院を主

な協力対象としていたが、この政府方針を受け、JICA は計 3 回の運営指導調査を派遣し（2016

年 10 月 21 日～28 日、12 月 23 日～28 日、2017 年 5 月 17 日～18 日）、本プロジェクトの協力内

容に、新たに E-JUST 工学部及び国際ビジネス・人文学部の開設・運営に必要な活動を追加する

ことを E-JUST と合意、さらに、2017 年 8 月 15 日に討議議事録（Record of Discussions：R/D）の

改訂に合意している。なお、両学部とも当初予定どおり、2017 年 9 月 27 日に開設されている。 

このように、現行技術協力プロジェクト実施中にプロジェクト枠組みの大きな変更が行われ、

本プロジェクト終了まで約 1 年を残すこととなった 2017 年 11 月～12 月にかけて、それまでのプ

ロジェクトの進捗状況や成果の達成状況を把握し、課題を整理することを主な目的として、本プ

ロジェクトの中間レビューを実施することとした。 

 

１－２ 調査の目的 

（1）プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）（付属資料 1 を参

照）を基に評価グリッド（付属資料 2 を参照）を作成し、本プロジェクトの現在までの実績
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及び実施プロセスを確認する。 

 

（2）評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）の観点から、プロジェクト

の中間レビューを行う。 

 

（3）（1）、（2）の結果に基づき、プロジェクト終了までの課題を整理し、今後の活動に向けて、

改善策を提案する。 

 

（4）以上の評価・協議結果を合同報告書に取りまとめ、双方の合意事項としてミニッツ（Minutes 

of Meetings：M/M）を締結する（付属資料 3 を参照）。 

 

１－３ 調査団の構成 

担当分野 氏 名 所 属 

団長・総括 梅宮 直樹 独立行政法人国際協力機構 

人間開発部 高等教育・社会保障グループ 

高等・技術教育チーム 課長 

工学教育 1 関口 秀俊 国立大学法人東京工業大学 

副学長（国際連携担当） 

工学教育 2 田畑 修 国立大学法人京都大学 大学院工学研究科 教授 

協力企画 1 樋口 創 独立行政法人国際協力機構 

人間開発部 高等教育・社会保障グループ 

高等・技術教育チーム 主任調査役/課長補佐 

協力企画 2 小池 基 独立行政法人国際協力機構 

人間開発部 高等教育・社会保障グループ 

高等・技術教育チーム ジュニア専門員 

評価分析 石飛 愛 合同会社適材適所 コンサルタント 

 

１－４ 調査日程 

中間レビュー調査は、2017 年 11 月から 12 月の約 2 カ月間にかけて行われ、うち、現地調査は

11 月 24 日～12 月 12 日までの日程で実施した。詳細は表－１のとおり。 

 

表－１ 中間レビュー現地調査日程 

日 付 曜日 用 務 

11 月 24 日 金 カイロ国際空港着、アレキサンドリアへ移動 

11 月 25 日 土 10:00 大川原真一特任教員（東京工業大学）との面談 

11:00 岡野貴誠専門家（サブチーフアドバイザー）、三宅専門家（業務調整/

教育制度）との面談 

13:30 岩井淳武専門家（チーフアドバイザー）との面談 

14:15 学校法人立命館田中清子氏との面談 

15:00 松見靖子専門家（業務調整/研修計画）との面談 
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11 月 26 日 日 10:00 鈴木正昭専門家〔副学長（国際・地域連携担当）/学長アドバイザー〕

との面談 

11:00 後藤敏専門家〔副学長（研究担当）/学長アドバイザー〕との面談 

13:00 El-Gohary 学長との面談 

14:30 Adbel Rayan 国際ビジネス・人文学部長、寺野摩弓専門家（アカデミ

ックアドバイザー/業務調整）との面談 

15:00 松下慶寿専門家（技術アドバイザー）との面談 

11 月 27 日 月 10:00 Hassan Elhofy 創造理工学類長との面談 

10:30 Mona Gamal エネルギー・環境・石油化学工学類長 

11:30 Maha Sabrouti 准教授（革新技術センター長）との面談 

12:00 Saleh Gomaa 事務局長との面談 

13:30 Mona（人事課）職員との面談 

14:00 Razan Youssef 主任（学生・教務課）との面談 

14:30 Hossnia Mahmoud 職員（広報課）との面談 

15:00 Mr. Gehad Mongy 職員（調達・財務課）との面談 

11 月 28 日 火  9:30 現地調査対処方針会議（TV 会議） 

11:30 学生へのヒアリング 

13:30 Amr Eltawil 経営工学専攻長/BOT 事務局長との面談 

14:00 Abd Elfatah Mohamed メカトロ・ロボティクス工学専攻長、Bab Rasyad

准教授との面談 

14:30 Mahmoud Amin エネルギー資源工学専攻長との面談 

15:00 中村康一特任教授（京都大学から派遣）との面談 

11 月 29 日 水 10:00 Sayed Sharaf 電気電子工学専攻長、Ahmed Allam 准教授との面談 

10:30 Ahmed ElMahdy コンピュータ・情報工学専攻長との面談 

11:00 Ahmed Elshazely 化学・石油化学工業専攻長との面談 

12:00 Ahmed Abd Elmoanem 材料工学専攻長との面談 

13:30 Mohamed Ebrahim 技術職員との面談 

14:00 Hesham Shehata 技術職員との面談 

11 月 30 日 木 資料整理 

12 月 1 日 金 資料整理 

12 月 2 日 土 団内協議 

12 月 3 日 日 14:00 第 11 回 E-JUST 修了式 

18:00 第 16 回理事会日本側前夜会合 

12 月 4 日 月 9:00-16:00 第 16 回 E-JUST 理事会 

12 月 5 日 火 移動（カイロ⇒ニュー・ボルグ・エル・アラブ） 

10:00 専門家チームとの打合せ 

15:00 専門家チームとの打合せ 

12 月 6 日 水 9:30 国内支援大学（専攻幹事大学）との打合せ（TV 会議） 

12:00 専門家チームとの打合せ 

14:00 サイト視察（新校舎建設現場、実験室等） 

12 月 7 日 木 9:30 国内支援大学（専攻幹事大学）との打合せ（TV 会議） 

13:00 ミニッツ協議 
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12 月 8 日 金 資料整理 

12 月 9 日 土 資料整理 

12 月 10 日 日 12:00 中間レビュー合同報告書 M/M 署名 

14:00 団内協議 

12 月 11 日 月 カイロへ移動 

12 月 12 日 火 JICA エジプト事務所報告 

カイロ国際空港から帰国 

 

１－５ 主要面談者 

（1）エジプト日本科学技術大学 

Ahmed EL-Gohary 学長 

Sameh Nada 副学長（学術・教務担当） 

Mona Gamal エネルギー・環境・石油化学工学類長 

Hassan El-Hofy 創造理工学類長 

 

（2）エジプト日本科学技術大学（E-JUST）プロジェクトフェーズ 2 プロジェクトチーム 

岩井 淳武 チーフアドバイザー 

岡野 貴誠 サブチーフアドバイザー 

鈴木 正昭 副学長（国際・地域連携担当）/学長アドバイザー 

後藤 敏   副学長（研究担当）/学長アドバイザー 

寺野 摩弓 アカデミックアドバイザー/業務調整 

松下 慶寿 技術アドバイザー 

三宅 智穂 業務調整/教育制度 

松見 靖子 業務調整/研修計画 

木村 聡子 業務調整/機材計画 

上原 美穂 業務調整/学部開設支援 

 

（3）JICA エジプト事務所 

伊藤 晃之 事務所長 

椎谷 徳子 所員 
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第２章 評価の方法 
 

２－１ 評価の手法と基準 

中間レビューは「JICA 事業評価ガイドブック（ver 1.1）」に基づき実施した。調査時点の PDM

（付属資料 4 を参照）を参照し、また同ガイドラインに沿って評価グリッド（付属資料 2 を参照）

を作成し、国内外の関係者を対象に情報収集を行った。評価グリッドには評価質問、指標、収集

データ、情報源、情報の収集方法を記載し、調査前に関係者と共有した。加えて、質問票（付属

資料 5 を参照）も調査前に関係者に送付し、事前国内調査及び現地調査では回収した質問票に基

づいて聞き取り調査を行った。さらに、現地ではキャンパスの建設状況や機材の維持管理状況を

視察、確認した。 

また、評価 5 項目に沿って中間レビュー時点におけるプロジェクトの評価を行った。各項目の

詳細については表－２のとおり。 

 

表－２ DAC 評価 5 項目による評価の視点 

妥当性 開発インターベンションの目標が、受益者の要望、対象国のニーズ、地球規模の優

先課題及びパートナーやドナーの政策と合致している程度。 

有効性 開発インターベンションの目標が実際に達成された、あるいはこれから達成される

と見込まれる度合いのことであり、目標の相対的な重要度も勘案しながら判断する。

効率性 資源及び（または）インプット（投入）〔資金、専門技術（知識）、時間など〕がい

かに経済的に結果を生み出したかを示す尺度。 

インパクト 開発インターベンションによる貢献が期待されている、より高次の目標。 

持続性 開発インターベンションの終了時における、開発インターベンションによる便益の

持続性。 

長期的便益が継続する見込み。時間の経過に伴う純益の流出というリスクに対する

回復力。 

出所：JICA（2016）「JICA 事業評価ガイドブック（Ver 1.1）」p.6 

 

２－２ 情報収集 

本評価調査では、以下の方法を用いて情報を収集した。 

 

（1）文献調査 

本プロジェクト詳細計画策定調査報告書、業務実施契約業務進捗・完了報告書、長・短期

専門家完了報告書、プロジェクト定期報告（プロジェクトチーム作成）、エジプト政府政策関

連資料、本プロジェクト関係者提供資料、JICA による類似案件資料等を基に文献調査を行っ

た。 

 

（2）質問票調査 

現地調査開始前に専攻幹事大学、長・短期専門家、E-JUST 工学大学院専攻長に配付し、回

答を得た。 
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（3）聞き取り調査 

専攻幹事大学総括、長・短期専門家、E-JUST 教職員を対象に聞き取り調査を実施した。 

 

（4）視察 

現地調査時にキャンパス建設状況及び本プロジェクトで供与した機材の維持管理状況を

確認した。 

 

２－３ 情報の分析 

収集データを基に、プロジェクトの達成状況、実施プロセス、5 項目評価の観点から評価

分析を行った。また、収集データ・情報を検証するために、分析の際は異なる情報源のデー

タの比較を行った。 
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第３章 プロジェクトの実績 
 

３－１ 投入実績 

（1）エジプト側 

1） 教職員の雇用と配置 

2017 年 11 月時点で E-JUST は教員 62 名と職員 178 名を雇用している。 

2） キャンパスの建設 

エジプト政府は大規模な資金（58 億 3,000 万円6）と土地（約 0.84 km2）を E-JUST（キ

ャンパス含む）に投入している。キャンパス建設は当初第 1 期分工事が 2014 年までに竣

工予定であったが遅れており、中間レビュー時点では第 1 期の基礎工事まで完了していた。

第 16 回理事会（2017 年 12 月 4 日）の場で、高等教育省大臣から、エル・シーシ大統領が

2018 年 9 月までにキャンパス建設第 1 期工事を竣工させる意向であると説明していた。 

3） 奨学金 

高等教育省は、E-JUST 工学系大学院博士・修士課程学生、工学部学生、国際ビジネス・

人文学部学生に対して奨学金を提供しており、2014～2016 年度の奨学金総額は 386 万 EGP

（約 2,489 万円7）となっている。さらに、博士課程の学生向けには、日本における短期研

究滞在プログラムの費用も提供している8。また、エジプト政府計画省は、アフリカ地域か

らの留学生を対象に奨学金を提供しており、中間レビュー時点では 9 名のアフリカからの

留学生がエジプト政府から奨学金を受給していた。 

4） 運営費用 

エジプト政府は E-JUST の運営費用として 2014～2016 年度にかけて 797 万 EGP（約 5,140

万円）を拠出している。うち、機材購入には、中間レビュー時点までに 79 万 EGP（約 500

万円）を支出している。 

5） 日本人専門家の執務スペースの提供と関連費用負担 

E-JUST は長・短期専門家向けに E-JUST 施設内に執務スペース（家具を含む）を提供し

ており、またインターネット等の通信費や水道・光熱費も負担している。 

6） 研修の実施 

E-JUST では教職員のためにさまざまな研修が実施されている。 

 

（2）日本側 

1） 国内支援委員会 

本プロジェクト国内支援委員会において、2017 年 12 月現在国内 15 大学が E-JUST の支

援にかかわっている。同委員会はもともとは 12 大学9で構成されていたが、新設の 2 学部

（工学部と国際ビジネス・人文学部）を支援するために、2017 年 4 月に新たに 3 大学（筑

波大学、立命館アジア太平洋大学、広島大学）が参加し、計 15 大学となった。 

                                                        
6 2014 年 7 月～2017 年 6 月時点までの実績額。 
7 1 ポンド= 6.45 円（2017 年 11 月時点、出所：JICA 精算レート表） 
8 高等教育省からの奨学金には、博士課程の学生向けに、一定の条件（英語試験成績や学会誌への論文掲載数等）を満たした

場合、6～9 カ月間日本の大学での短期研究を行う費用も含まれている。 
9 早稲田大学、九州大学、東京工業大学、京都大学、北海道大学、東北大学、東京大学、慶応義塾大学、名古屋大学、京都工

芸繊維大学、立命館大学、大阪大学。うち、早稲田大学、九州大学、東京工業大学、京都大学の 4 校が工学大学院の専攻幹

事大学として、各専攻の運営支援を担当している。 
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2） 日本人専門家（直営専門家）の派遣 

2017 年 11 月 30 日時点で、表－３のとおり、18 名の専門家が合計 9,908 日間エジプトに

派遣されている。 

 

表－３ 日本人専門家（直営）の派遣実績（2017 年 11 月 30 日時点） 

専門分野 派遣人数 延べ日数

長期専門家 

チーフアドバイザー 2 1,398

サブチーフアドバイザー 3 1,413

副学長（国際・地域連携）/学長アドバイザー 1 1,291

学類長アドバイザー（創造理工学類） 1 731

技術アドバイザー 1 1,398

アカデミックアドバイザー（人文・国際ビジネス/業務調整） 1 227

大学運営/研修計画/業務調整 2 820

業務調整/工学教育 1 730

業務調整/教育制度 1 829

業務調整/研修計画 1 427

業務調整/機材計画 1 387

業務調整/学部運営支援 1 49

短期専門家 

副学長（研究担当）/ 学長アドバイザー 1 190

経営工学/イノベーションマネジメント 1 18

合計 18 9,908

出所：調査団作成 

 

3） 日本人教員の派遣 

上記専門家の派遣に加えて、業務実施契約を締結している国内支援大学から教職員が

E-JUST に派遣されている。中間レビューまでに、延べ 239 名の教職員が、延べ 6,810 日間

派遣されている。 

 

表－４ 国内支援大学教職員の派遣実績 

大学名 派遣教職員数（延べ人数） 派遣日数（延べ日数） 

東京工業大学 89 2,543 

京都大学 49 1,460 

早稲田大学 58 1,735 

九州大学 36 982 

立命館大学 7 90 

合計 239 6,810 

出所：調査団作成 
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フェーズ 2 期間中におけるテロ事件により、外務省はアレキサンドリアへの日本国民の

一般渡航を 2017 年 2 月まで制限していた。このような状況にもかかわらず、多くの日本

人教員が E-JUST の活動を支援するためにエジプトに派遣されている（表－４を参照）。 

4） JICA 本部、国内支援大学関係者の派遣 

本プロジェクトの運営指導や理事会出席等を目的として、JICA 本部及び国内支援大学関

係者が中間レビュー時点（2017 年 12 月）までに、計 36 回、延べ 88 名（2014 年 7 名、2015

年 20 名、2016 年 29 名、2017 年 32 名）が派遣されている。 

5） 日本人学生派遣 

アレキサンドリアへの一般渡航は 2017 年 2 月まで外務省によって制限されていたため、

中間レビューまでに学生の派遣は行われていない。 

6） 訪日プログラム 

本プロジェクトの開始から中間レビューまでに、延べ 44 名の E-JUST 教職員が研修や会

議参加のために日本を訪問した。PDM 上では毎年約 25 名が日本に派遣されることになっ

ていたが、実績はこの数を下回っている。 

① 教員フェローシップ・プログラム 

2014 年 9 月から 2015 年 9 月にかけて、延べ 12 名の E-JUST 教員がフェローシップ・

プログラムとして、専攻幹事大学を訪問し、日本における工学系大学院教育に関する知

識を深め、先端研究や機材について学び、日本人教員との関係性を強化した。 

② 事務職員研修プログラム 

JICA の支援により、延べ 32 名の E-JUST 教職員が日本での研修や調査団に参加した。

さらに、JICA は課題別研修や、「アフリカの若者のための産業人材育成イニシアティブ

（ABE イニシアティブ）」「修士課程及びインターンシップ」プログラムを活用してこれ

までに 10 名の事務職員・技術職員に日本での研修機会を提供している。 

③ 学生フェローシップ・プログラム（修士課程学生対象） 

E-JUST の学生向けの訪日プログラムは、修士課程ではなく、博士課程学生向けの本邦

大学短期研究滞在プログラムとして実施されている。同プログラムはエジプト政府高等

教育省が費用を負担し、本邦大学が対象学生を受入れ、彼らを公私にわたって指導して

いる。ただし、同プログラムは本プロジェクトの活動には含まれておらず、E-JUST と本

邦支援大学間の独自事業として実施されている。 

7） 中東・アフリカからの留学生向け第三国研修プログラム 

中間レビューまでに、E-JUST は 7 カ国から合計 20 名のアフリカからの留学生を受入れ

ている。このうち、8 名の学生を対象に、JICA は第三国研修として支援を行っている（残

る 12 名はエジプト側が支援）。PDM 上は日本側投入として毎年約 8 名の学生を支援するこ

ととしていたが、エジプト政府との同数を受入れるという観点から、毎年 5 名の受入れを

することとなった。また、同研修の参加を促進するため、JICA は E-JUST 職員によるアフ

リカの大学（ケニアとマラウイ）への訪問の経費の一部を支弁している。 

8） 機材供与 

工学系大学院向けの教育・研究機材として、本プロジェクトでは、2017 年 12 月時点ま

でに、計 3 億 4,800 万円の機材を E-JUST に供与している。 
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9） 現地活動費 

JICA は本プロジェクト活動を実施するために必要な経費の一部を提供している。本プロ

ジェクト開始時点から 2017 年 12 月時点までに計 1 億 2,100 万円10の現地活動費（在外事業

強化費）を提供している。主な使用用途は人件費、旅費、通信費等である。 

 

３－２ 成果の達成状況 

事業開始から中間レビュー調査までの各成果の達成度は以下のとおり。 

 

（1）成果 1：工学系大学院向けの高度な研究中心の教育が、日本式教育に基づき提供される。 

指 標 中間レビューまでの実績 

1.  具体的な基準を記載した日本式教育に基づく教育

ガイドラインが作成される。 
複数のガイドラインが作成済み。 

2. 教員と学生の比率は 1 対 10 を維持する。 1：4.86。 

3.  5 年間でエジプト人と外国人学生、特に政府奨学

生以外の学生数が増加する。 

外国人学生は増加したが、政府奨学生以外

の学生数は増加せず。 

4.  すべての科目において、課題解決型学習・実験室

中心型学習手法を採用する。 
すべての科目ではない。 

5.  80％以上の学生が講義科目評価において 5 段階評

価で 4 以上の評価をする。 
86％（2016 年）。 

 

活 動 進捗と成果 

1.1 具体的な基準

を記載した日本

式教育に基づく

教育ガイドライ

ン が 作 成 さ れ

る。 

中間レビューまでに教育に関するさまざまなガイドラインが策定された。主な

ものは学位審査や教員採用に関するガイドラインである。これらのガイドライ

ン策定は質の高い教育の提供に役立てられている。（指標 1-1） 

1.2 魅力的な研究

環境を整え、ト

ップレベルの教

員を確保する。 

・E-JUST 教員への聞き取り調査から、①他のエジプト国立大学と比べ、E-JUST

の学生数が少ないことから、講義の負担が軽く、研究に集中する時間がとれ

ること、②多くの最先端機材が利用可能であることから、E-JUST は教員に

とって魅力的な研究環境であるとの声が多かった。 

・また E-JUST 教員から、キャンパス建設の遅れによる教育・研究への影響は

専攻によって異なるが、特に教育に機材の利用を必要とする教員は、仮設キ

ャンパス（学生寮）での教育実践は明らかに教員にとっても学生にとっても

適切な環境とはいえないこと、教育・学習のモチベーションの低下につなが

ることが指摘された。一方で、学生数が少ないことから、仮設キャンパスで

あっても、教育へのマイナスの影響が最小限にとどまっていると指摘する教

員も少なくなかった。 

・教員 1 人当たりの学生数は、教員の研究時間の確保だけでなく、質の高い教

育を提供するうえでも重要である。中間レビュー時点で教員 1 人当たりの学

生数は 4.86 人（目標は 10 人以下・指標 1-2）となっており、これは学生に

                                                        
10 2017 年 12 月時点までの在外事業強化費の合計。 
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対して丁寧な指導ができる環境にあることを示唆している。 

・フェーズ 1 から比較すると離職率は改善されているものの、依然高い離職率

と教員数の維持が課題となっている。一方で、ほとんどの E-JUST 教員は一

定期間 E-JUST での勤務の後本務校に戻ることから、必ずしも離職率の高さ

が E-JUST の教育・研究環境に問題があることを意味するものではない。 

 

  表－５ 専攻別教員 1 人当たり学生数（2017 年 10 月時点） （単位：人）

専攻11 ECE CSE MTR IEM MSE CPE ERE12 ENV 合計 

教 員 7 5 6 3 5 3 3 4 36 

修 士 9 1 4 3 3 3 2 1 26 

博 士 23 21 18 10 13 11 25 28 149 

合計 32 22 22 13 16 14 27 29 175 

割合 4.57 4.40 3.67 4.33 3.20 4.67 9.00 7.25 4.86 

出所：E-JUST 提供資料から調査団作成 

 

表－６ 教員の離職率 

 フェーズ 1 フェーズ 2 

年 2012 2013 2014 2015 2016 201713 

離職率（％） 43 35 17 11 21 10 

出所：第 11・14 回理事会報告書及び E-JUST 人事課提供情報より調

査団作成 

 

・国際基準と比較すると低い給与水準、少ない学生数、採用条件を満たす適切

な候補者がいないなどの理由から、トップレベルの教員を雇用することが難

しい専攻もある。しかしながら、工学部が開設されたことにより、学生数の

増加が予想されることから、教員の追加採用が計画されており、将来的には

教員数の増加は期待できる。また、2017 年 10 月に E-JUST 教員の給与水準

がエジプト国内の大学における最高レベルにまで引き上げられたことから、

今後教員の採用状況は数・質ともに改善することが期待される。 

1.3 国内及び海外

からの優秀な学

生（特に民間奨

学金受給者及び

私費）を戦略的

に確保する。 

優秀な学生（特に非政府奨学生と自費学生）を国内外から集めるために、広報

活動及び国際連携が強化された。結果として、表－７のとおり留学生の数は増

加したが、エジプト国籍の学生や私費学生の数は過去 4 年間で増加していな

い。 

 

 

 

 

                                                        
11 E-JUST 工学各専攻名は以下のとおり。ECE（Electronics and Communication Engineering）：電気通信工学専攻、MSE（Material 

Science Engineering）：材料工学専攻、CSE（Computer Science and Engineering）：コンピュータ・情報工学専攻、CPE（Chemical 
and Petrochemical Engineering）：化学・石油化学工業専攻、MTR（Mechatoronics and Robotics Engineering）：メカトロ・ロボ

ティクス工学専攻、IEM（Industrial Engineering and System Management）：経営工学専攻、ERE（Energy Resource Engineering）：
エネルギー資源工学専攻、ENV（Environmental Engineering）：環境工学専攻。 

12 ERE（資源工学）の数値は他専攻より高いが、中間レビュー時点で既に新しい教員が 1 人採用され、承認待ち（＊表－４の

教員数に含まれていない）である。 
13 中間レビュー調査は 2017 年 11～12 月に実施しており、2017 年は推計値（以降の表も同様）。 
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     表－７ 新規に登録された学生数      （単位：人） 

年 計 エジプト国籍 留学生 非政府奨学生 自費学生

2014 46 46 0 1 1

2015 54 54 0 2 0

2016 50 43 7 3 0

2017 40 27 13 2 0

出所：E-JUST 提供資料から調査団作成 

 

・エジプト人学生の数は減少したが、これはフェーズ 2 開始後、入学審査の際

の語学要件を TOEFL 500 点から 550 点に引き上げたことが影響していると

考えられる。この変更により、フェーズ 2 では修了時の語学要件が満たせず

に修了が遅れる学生が 1 人も出ていない。他方、財務面での持続性を高める

ためにも、自費学生の数を増加するよう最大限の努力をすることが重要であ

る。 

・活動 1-3 は戦略的に優秀な学生を国内外から集めることを目的としている

が、学生の優秀さに関する客観的な指標が設定されておらず、学生の学力に

関する認識も教員間で異なっている。一部の教員は教育システムの違いか

ら、基礎的な学力（特に数学）が不足していることもあると指摘している。

そのような学生に先端教育を提供することは教員への負担がかなり大きい。

E-JUST における工学部の開設は学部生の学力向上に貢献することが予想さ

れるものの、教員の教育負担を軽減するためにもポスドクや助教の雇用の促

進が必要である。 

1.4 フ ァ カ ル テ

ィ・ディベロッ

プメントを通じ

て、課題解決型

学習・実験室中

心型学習を実施

する。 

・E-JUST 学内規定や各種報告書等の文献調査、教員への聞き取り調査から、

課題解決型学習や実験室中心型学習はすべての専攻で実施されていること

を確認した。アクティブラーニングに関する教員研修（FD）は 2017 年 9 月

に実施された。すべての科目がアクティブラーニングを採用しているわけで

はなく、専攻幹事大学教員からもすべての科目がアクティブラーニングのア

プローチを採用する必要はないとの指摘が多くあった。 

・指標 1-5 に関するコース評価は各セメスターの最後に実施されている。学生

課が評価フォームを回収し、E-JUST の教育の「質保証センター（Quality 

Assurance Center）」が分析を行う。学生は 30 問（講師について 19 問、講義

に関して 11 問）の質問に 1～5 の 5 段階で回答する。第 13 回理事会資料に

よると、2016 年に実施された評価では平均して 86％の学生が講義に関して

5 段階評価で 4 以上の評価を行った。ただし、工学大学院の学生数はいまだ

少ないことから、評価結果は統計的に信頼できるとはいえない点には留意す

る必要がある。加えて、コース評価の結果はプライバシー保護の観点から、

担当教員にフィードバックはされていない。 

1.5 高度な研究中

心の教育を達成

するための必要

な機材を保有・

維持する。 

・E-JUST の多くの教員は、E-JUST が高度な研究中心の教育を実施するために

必要な機材を保有・維持していることに同意した一方で、研究をさらに進め

るにあたり、機材への追加投資が必要となるとも指摘。 

・機材の維持管理に関しては、長期専門家（技術アドバイザー）が技術部の設

立支援と同部技術職員の能力向上のための技術指導を行っている。 

・延べ 8 名の技術職員が日本で 7 回研修を受けており、彼らは本邦研修で得た
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知識や技術をその他の技術職員と共有している。 

・技術アドバイザーによって実施された機材調査によると、ほとんどの機材は

よく維持され、活用されている14。また技術職員への聞き取り調査において

も、定期的に機材の維持管理が行われており、さらに運用・維持管理に関す

るマニュアル・ガイドラインが整備されていることから、自分たちが傍らに

いない場合でもきちんと運用・維持管理が行われているとのことであった。

・本プロジェクトでは、これまでに教育・研究機材の供与に大規模な投入を行

ってきたことから、同機材の維持管理・活用に関する指標を追加設定するこ

とが望ましい。 

 

＜成果 1 の総合評価＞ 

成果 1 は順調に進捗している。「日本式教育」に関する定義・意味合いに関して関係者間

で合意は得られていないものの、工学系大学院において日本の大学の経験に基づいた教育（少

人数教育による丁寧な指導、アクティブラーニングの活用等）が専攻幹事大学教員によって

提供されている。また、E-JUST における教育の質を担保するためのさまざまな教育関連ガイ

ドラインも策定され、教員 1 人当たりの学生数は 10 人以下を保っている。供与機材はおおむ

ね適切に活用、維持管理されている。アフリカ地域からの留学生数は増加したが、非政府奨

学生・自費学生の数は増加していない。教員研修は中間レビュー時点で 1 度しか行われてお

らず、今後強化する必要がある。 

 

（2）成果 2：優れた研究活動が E-JUST に根づく。 

指 標 中間レビューまでの実績 

1.  具体的な規準を記載した日本式研究に基づく研究

ガイドラインが作成される。 
複数のガイドラインが作成済み。 

2.  教授、准教授、助教の比率が長期雇用計画に準ず

る。 
5 カ年戦略計画に準ずる。 

3.  教員 1 人当たり年間少なくとも 1 本の論文が国際

ジャーナルに受理される。 
達成している。 

4.  教員 1 人当たり年間少なくとも 1 回国際学会で発

表がなされる。 
達成している。 

5.  教員 1 人当たり年間少なくとも 1 件の競争的研究

資金による研究活動がなされる。 
2015 年を除いて達成している。 

 

活 動 進捗と成果 

2.1 具体的な規

準を記載した

日本式研究に

基づく研究活

動ガイドライ

・中間レビューまでに研究に関するさまざまなガイドラインが作成された。主

なものとしては、修了要件とする国際学会と論文誌の決定、フェイク雑誌/

学会への投稿・参加の禁止、外部資金活用ルール、教員昇進等についてのガ

イドラインが作成された（指標 2-1）。 

・活動 1.2 に既述のとおり、E-JUST は教員が研究に専念できる魅力的な環境を

                                                        
14 2017 年 11 月に技術アドバイザ―が実施した質問票調査によると、教育・研究用機材（フェーズ 1 供与機材及び E-JUST 購

入機材を含む、ただし耐用年数を過ぎたものは除く）はすべて適切に維持管理が行われており、全体の 73％は週 1 度以上

使用されている、という結果であった。 
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ンが作成され

る。 

提供しており、教員 1 人当たりの論文発表数・学会発表数は表－８のとおり

目標を大きく超える成果を達成している（指標 2-3、2-4）。E-JUST 経営陣は

教員にさらにレベルの高い国際学会誌や国際会議で研究成果を発表するよう

に促している。 

 

表－８ 教員 1 人当たりの学会誌での論文発表・学会での発表数 

年度 論文発表数 学会発表数 

 目標 実績 目標 実績 

2014 1 1.429 1 4.286 

2015 1 2.862 1 5.621 

2016 1 3.241 1 3.931 

出所：第 15 回理事会報告書から調査団作成 

 

・エジプト科学技術・イノベーション研究所の報告書（2015 年）によると、

E-JUST は教員 1 人当たりの論文数で大学 1 位となっている15。加えて、2014

年以降 36 名の教員が 26 の賞を受賞しており、このなかには“Google 研究賞”

や“第 10 回 MIT アラブ・スタートアップ・コンテスト”等が含まれる。教

員の数がいまだ少ないことを考慮すると大きな成果といえる。 

2.2 各研究室に

適切な人数の

教員を雇用す

る。 

・教員の採用数は、5 年間の専攻ごとの戦略計画（人事計画）と登録学生数に

よって決定される（指標 2-2）。教員への聞き取り調査によると、教員の人員

構成は専攻によって大きく異なっており、なかには助教が不足している専攻

もあるが、現時点では全体としては大きな問題はないとのことであった。 

・一方、工学部の教育と先端的な研究の実施のためには、ほとんどの専攻の教

員が今後教員（特に助教）の増員が必要であると回答していた。 

2.3 競争的研究

資金獲得のた

めの活動を促

進する。 

・競争的研究資金獲得を促進するために、E-JUST 教員及び一部博士課程学生に

向けて、研究申請書の書き方に関するワークショップが 2015 年から年 1 回計

3 回実施されている。 

・教員 1 人当たりの競争的研究資金による研究活動数については、2015 年を除

いて目標どおり、教員 1 人当たり 1 件以上を達成している（表－９、指標 2-5）。

表－８の成果と併せて、フェーズ 2 開始時に比べると E-JUST 教員の研究能

力は向上していることが推測される。 

 

表－９ 教員 1 人当たりの競争的研究活動数 

年 2014 2015 2016 

数 1 0.8276 1.069 

出所：E-JUST 提供資料から調査団作成 

 

 

＜成果 2 の総合評価＞ 

成果 2 の活動も順調に進捗している。日本人専門家の支援によって優れた研究活動を支え

るためのさまざまな研究関連ガイドラインが策定された。国際的な学会誌への論文投稿や国

                                                        
15 E-JUST は大統領令のなかで、「特別な性質をもった公的な高等教育機関」と定義されているが、独自の法的人格を有してお

り、授業料を徴収するなど、エジプトの他の国立大学と異なる点があることから、私立大学に分類されたものと考えられる。 
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際学会での発表数に関しては、目標を大きく超える成果を達成した。また当初の目標どおり、

E-JUST 教員は 2015 年度を除いて、毎年少なくとも 1 件の競争的研究事業に携わっている。

教員採用は長期計画や実際の学生数によって決定されている。教員の人員構成は比較的バラ

ンスはとれているものの、今後研究活動を促進し、工学部の教育を行っていくうえで、更な

る教員の拡充が必要である。 

 

（3）成果 3：日本及びエジプトにおいて、E-JUST と産業及び社会との良好な関係が育まれる。 

指 標 中間レビューまでの実績 

1.  5 年間に、各専攻少なくとも 1 つの共同研究事業

が実施される。 
達成している。 

2.  研究成果を発表する行事を年間少なくとも 1 回

開催する。 
達成している。 

3.  地域社会に開かれた文化的行事を年間少なくと

も 1 回開催する。 
2016 年と 2017 年は達成している。 

4.  学位取得を目的としないプログラム（non-degree 

programs）の数が増加する。 
2017 年から開始。 

5.  年間少なくとも 5 社の民間企業が、奨学金資金

を提供する。 
年間 3～4 社。 

6.  5 年間で獲得資金の金額が増加する。 達成している。 

7.  E-JUST と産業・社会との関係に関するニュース

がホームページに遅滞なく掲載される。 
達成している。 

 

活 動 進捗と成果 

3.1 産業及び

社会との共

同研究活動

を 促 進 す

る。 

・E-JUST において産業や社会との共同研究は積極的に推進されており、主な活動

は以下のとおり。 

- カイロの日本企業や日本貿易振興機構（Japan External Trade Organization：

JETRO）と連携について協議。 

- 18 企業・団体が参加するニュー・ボルグ・エル・アラブの産業クラスターに参加。

- 連携の可能性のある企業のリストを作成。 

- 起業セミナーの開催。 

- 民間企業16のための技術研修の提供。 

- 結果として、表－10 のとおり各専攻は目標どおり少なくとも 1 件の共同研究

を実施している（指標 3-1）。 

 

表－10 専攻別共同研究事業の数（フェーズ 2 期間内） 

専攻別 ECE CSE MTR IEM MSE CPE ERE ENV WRC

件 数 3 11 3 1 3 3 1 5 8 

出所：E-JUST 提供資料から調査団作成 

 

・中間レビュー時点では、ノン・ディグリー・プログラムの実施は活発ではないも

のの、2017 年 9 月には IoT に関するサマースクールが E-JUST を含む一般大学

                                                        
16 提供企業にはエル・アラビー社やサウジアラビアで最大の石油会社アラムコ等が含まれる。 
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（院）生向けに実施された。さらに、工学系大学院（経営工学専攻）によって技

術経営（MoT）コースの立ち上げが企画されており、早ければ 2018 年 9 月に開

始予定である。加えて、上述のとおり企業向けの研修も複数回実施されている（指

標 3-4）。 

3.2 産業界へ

研究成果を

周知させる

活動を促進

する。 

・表－11 のとおり、中間レビューまでに少なくとも毎年 1 度は研究成果を産業界

に周知するイベントを実施している（指標 3-2）。 
 

表－11 産業に研究成果を周知するイベントの開催数 

年 度 2014 2015 2016 （2017） 

件 数 1 4 2 （5） 

出所：E-JUST 提供資料から調査団作成 

 

・加えて、以下の活動も実施されている。 

- 在エジプト日本商工会議所への E-JUST の紹介。 

- E-JUST 教員の研究紹介カタログの作成。 

- エジプト国内最大のイノベーション関連展示会への参加（2016 年、2017 年）。

3.3 地域社会

に開かれた

文化的行事

を 促 進 す

る。 

・地域社会に開かれた文化的行事は表－12 のとおり開催された。 
 

表－12 主な文化的行事 

イベント名 時 期 

科学技術高校（STEM School）への E-JUST 学内ツアー 2016 年 3 月 

近代日本と近代エジプトに関する研究紹介 2017 年 2 月 

サイエンスカフェ 2017 年 3 月 

科学技術高校（STEM School）学生対象のワークショップ 2017 年 4 月 

異文化交流サロン“王の谷における考古学：アメンホテプ三世” 2017 年 10 月 

出所：E-JUST 提供資料から調査団作成 

 

・2014 年、2015 年に実施された文化的行事のデータは入手できなかったものの、

少なくとも 2016 年以降は目標どおり年間 1 件以上の行事が開催されている（指

標 3-3）。 
 

表－13 文化的行事の年度別開催件数 

 2014 2015 2016 （2017） 

件 数 n.a n.a 1 （4） 

出所：E-JUST 提供資料から調査団作成 

 

3.4 企業や個

人に、奨学

金や寄付金

の提供を請

う。 

・E-JUST では、すべての教員が産業界におけるパートナーを見つけることが義務

づけられており、連携実績を毎年評価される。そこで上述活動 3-1 の連携の可能

性がある企業リストを利用して企業にコンタクトをとり始めている教員もいる。

またカイロの日本商工会議所との協議においては寄付や奨学金の可能性につい

ても取り上げられている。 

・奨学金提供を行う民間企業数は増加していないが（表－14、指標 3-5）、民間企

業からの外部資金額は本プロジェクト開始時と比較して増加した（表－15、指標

3-6）。 
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表－14 奨学金提供を行う民間企業数 

 2014 2015 2016 （2017） 

数 4 4 3 （3） 

出所：E-JUST 提供資料から調査団作成 

 

表－15 外部資金（研究資金・寄付金）17獲得額（単位：百万 EGP） 

 2014 2015 2016 

金 額 5.63 5.31 6.55 

出所：E-JUST 提供資料から調査団作成 

 

・他方で、一部の教員からは E-JUST はいまだ若い大学であり、研究能力の向上に

努めている段階であるから、産業界との強い連携を求めるのは時期尚早ではない

かとの指摘もあった。 

3.5 広報活動

を通じ、学

生の就職活

動を支援す

る。 

・E-JUST の知名度向上のため広報活動が強化されている。新しいホームページが

2017 年 10 月に開設され、どのような行事でも Facebook には即時に、ホームペ

ージには 1 日以内に記事として掲載されている（指標 3-7）。 

・E-JUST はその他の広報媒体として新聞やインターネット上の記事、ラジオやテ

レビ広告を活用しており、2017 年度は 2016 年度よりも活発に活動し、メディア

露出が多くなっている。結果として、第 16 回理事会では、その効果の 1 つとし

て 2017 年度の学部入学願書が 22 県 337 人から届いたことが報告された。 

・他方、自費学生はまだ 1 人しか入学しておらず、全体学生数も少ないことから、

さらに広報活動を行う必要がある。 

・就職活動の支援に関しては、表－16 のとおり、ほとんどの修了生は彼らの本務

校へ戻る（全体の 89％）か、他国で研究を継続していることから、これまで修

了生の就職を支援する差し迫ったニーズがなく、そのため、就職支援は実施され

ていない。 

 

表－16 2017 年 11 月時点での修了生の進路状況 

 フェーズ 2 全 体 

進路状況 人数 ％ 人数 ％ 

エジプト国内大学に勤務 82 95 117 89 

自営業または民間企業勤務 2 2 5 4 

他国で博士課程に進学 2 2 10 8 

合計 86 100 132 100 

出所：E-JUST 提供資料から調査団作成 

 

 

＜成果 3 の総合評価＞ 

成果 3 の活動を通じて、E-JUST と産業及び地域社会との良好な関係が育まれつつある。目

標どおり、各専攻において 4 年間で最低 1 件の産業及び社会との共同研究が実施され、毎年

研究成果を共有するイベントが実施されている。また E-JUST と産業及び社会との関係に関

                                                        
17 この数値には E-JUST の財務部を通していない研究事業（他大学が主管する案件等）の数値は含まれていない。 
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するニュースについては、E-JUST のホームページにイベント実施から 1 日以内に掲載されて

いる。他方、ノン・ディグリー・プログラムや文化活動は主に 2016 年から開始しているが、

目標どおり毎年 1 度の実施は行われていない。また奨学金を提供する企業の数（3～4 社/年）

は目標（5 社/年）よりやや低いものの、外部資金（寄付と研究資金）の総額は増加している。

これは、大学と産業及び社会の関係が強化されつつあることを示唆している。中間レビュー

時点ではほとんどの修了生が本務校に戻って教員として勤務していることから、修了生の就

職を支援する活動はいまだニーズは少なく、本格的には開始されていない。 

 

（4）成果 4：工学系大学院運営及び学部開設・運営に向けて、大学の経営及び運営能力が強化

される。 

指 標 中間レビューまでの実績 

1.  中期及び年間計画に基づいて、十分な数の事務職

員が雇用され、各事務部門（人事、財務、調達、

総務、IT、学生、機材・施設など）に配置される。

中間レビュー時点ではおおむね十分に配置

されている。 

2.  各事務部門において、年間少なくとも 1 回各事務

職員を対象とする研修が実施される。 
2015 年度を除き達成している。 

3.  各事務部門において年間計画及び報告書が作成

される。 
年間計画書・報告は予算関係のみ作成。 

4.  各協議会の事務局が規定どおり定期的に開催さ

れ、公平で透明な形で意思決定がなされる。 
達成している。 

5.  E-JUST の組織図が更新される。 達成している。 

6.  教務に関するワークフローと作業マニュアルが

開発される。 

いくつかのワークフローやマニュアルが作

成された。 

7.  学部プログラムの入学システムが開発される。 開発された。 

8.  就職支援プログラムが開発される。 準備中。 

 

活 動 進捗と成果 

4.1 各事務部門

の事務職員を

雇用する。 

 

 

・職員雇用にかかる中期的及び年間計画は存在しないため、事務職員は各部署の

現在の職員数と不足人員数を記したチャートを別途作成している。 

・部署によってはさらに追加雇用が必要な部署もあるが、中間レビュー時点では

どの部署からも人員の補充要求が出ていないこと、職員当たりの学生数の割合

（職員 1 人当たり 2.4 人18）から判断して、職員の雇用・配置はおおむね充足

していると考えられる（指標 4-1）。今後学生数が増えれば、職員の増加（特に

中間管理職）が必要になると考えられる。 

・一方、本プロジェクトを通じて移転した技術の持続性の観点から、職員の高い

離職率が課題となっている。ただし、2016 年に実施された職員待遇の改善と

2017 年の職員給与の引き上げにより、今後の離職率の低下が期待される。 

 

 

 

 

                                                        
18 日本では、職員 1 人当たりの学生数は公立大学で 16.2 人、私立大学で 32.4 人となっている。 
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表－17 職員の離職率 

 2014 2015 2016 （2017） 

離職率（％） 11 13 27 （8） 

出所：第 14・16 回理事会資料より 

 

・2016 年の離職率が高い理由として、高等教育省が正規常勤職員のポストを公募

した影響が考えられる。2016 年度の離職者のうち 57％が高等教育省で働くた

めに離職している。なお、この公募は 2016 年限りとなっている。 

4.2 事務職員を

対象とする研

修を計画・実

施する。 

職員の能力向上のために E-JUST が費用負担を行い、多くの研修が実施されてい

る。2017 年には 4 つの研修プログラム（カイゼン、英語、ビジネススキル、コン

ピュータスキル）が実施された。カイゼン研修の参加者によると 81％が問題解決

に有益であると回答した。研修参加者数と総職員数（サービススタッフを除く）

から判断して、2015 年度を除いて職員は毎年少なくとも 1 回は研修に参加してい

る計算になる（指標 4-2）。 

 

表－18 研修参加者数と総職員数* 

会計年度 2014 2015 2016 （2017） 

研修参加者数 94    70**   284** （202） 

総職員数 71 108  99 （128） 

平 均 1.32 0.65 2.87 1.58 

出所：E-JUST 提供資料から調査団作成 

注：*専門職員以上の職員のみ（運転手等のサービススタッフは含まない） 

  **この数値には教員、学生、長期専門家も一部含まれている 

4.3 各事業部門

において年間

報告書が作成

される。 

各事業部門は関連協議会19で毎月活動内容や翌月の計画等を報告し、年に 2 回理

事会で進捗状況について報告しているものの、指標 4-3 の「年間計画や年間報告

書の作成」に関しては、中間レビュー時点では財務部以外の事業部門では作成さ

れていない。 

4.4 各協議会の

事務局が、意

思決定活動の

準備、実施及

び監視を行う

ことを促進す

る。 

・指標 4-4「各協議会の事務局が規定どおり定期的に開催され、公平で透明な形

で意思決定がなされる」に関して、各協議会は毎月開催され、活動の準備・実

施・モニタリングが行われている。情報共有と意思決定における公平性と透明

性のレベルについて客観的に判断することは難しいが、協議会参加者への聞き

取り調査では、同じ情報が全参加者に共有され、オープンな議論が行われてお

り、おおむね公平性と透明性は保たれているのではないかとの意見が複数あっ

た。 

・関連協議会や理事会には学生組合の代表もオブザーバーとして参加し、時に意

見を表明し、会議で得られた情報は Facebook を通じて他の学生に共有されて

いる。 

・他方で、協議会の結果が関係者に十分に共有されておらず、遵守されていない

との指摘もあった。公平性と透明性の向上のためには、会議の結果を共有し、

組織として遵守することが重要である。 

                                                        
19 E-JUST には、大学協議会（University Council）、教育・学務協議会（Education and Academic Affairs Council）、研究協議会

（Research Council）、国際・地域連携協議会（International and Regional Affairs Council）、サポート・サービス協議会（Support 
Service Council）以上 5 つの協議会がある。 
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4.5 組織図の策

定を通じ、各

部署の業務所

掌を取り決め

る。 

・2017 年 5 月に開催された第 15 回理事会において、新しい組織図が提案され、

承認された。 

・新しい組織図には、以前は E-JUST 内に存在しなかった総務部や、入試業務や

教務を担当する教務課、学生関係の事務や就職支援を担当する学生課が追加さ

れた。 

・各部署の業務所掌は新組織に関する内規の作成を通じて取り決められた。業務

所掌の明確化が、各部署の効率的・効果的な事業運営に貢献することが期待さ

れる。 

4.6 学部開設に

向けて、教学

系事務のワー

クフローや業

務マニュアル

を作成し、そ

れを基にした

業務の実施を

支援する。 

・ワークフローやマニュアルを作成するために、その前提となるさまざまな規則

や内部規定が策定された。 

・定期試験に関する内部規定が作成され、承認待ちである。 

・文書管理規定や証書の発行規定も作成中である。 

・規則や内部規定の更なる策定は、新しい学生管理情報システムの導入を待って

実施される予定である。 

・中間レビューまでに、定期試験のワークフローや、公欠と授業を欠席した際の

マニュアルとワークフローにかかる内部規定が作成された。 

4.7 学部開設に

向けて入試業

務 を 強 化 す

る。 

・学部入試業務は大幅に強化された。立命館大学は入試業務に関する学内資料を

E-JUST 向けに作成し、同大で職員向けの研修を実施し、さらに 2017 年に初め

て実施された学部の入試後には、入試業務の実施を振り返るワークショップを

実施した。 

・学生課職員は国立大学で唯一入学試験を実施しているズウェール大学を 2 回訪

問し、同大の入試業務について学び、その結果を E-JUST での入試業務に生か

した。これらの活動の結果、E-JUST はエジプト国内で初めて複数都市（カイ

ロ、ニュー・ボルグ・エル・アラブ、アシュートの 3 都市）での入学試験を実

施し、エジプトの国公立大学として初めて独自の筆記試験を実施した。 

・入試業務に関するマニュアルとワークフローが作成された。中間レビュー時点

では、学生課職員が 2017 年の入試業務に関する記録、翌年の計画と今後の改

善点等を記載した報告書を作成中であった。 

4.8 就職支援の

仕組みを開発

する。 

・就職支援プログラムを開発するため、学生課職員はカイロ・アメリカン大学を

訪問し、同大学の就職支援システムについて学んだ。 

・中間レビュー時点では、他大学での追加調査が検討されていた。 

 

＜成果 4 の総合評価＞ 

ワークフローやマニュアルの策定、入試業務の強化、各部署の業務所掌の取り決めと組織

図の改定、各協議会の定期的な開催、職員の拡充とさまざまな研修の実施を通じて大学の経

営及び運営能力は強化されつつある。他方、学生の就職支援は準備中である。また、年間計

画はほとんどの事務部門の関係部署で作成されておらず、今後同部門の計画能力を強化する

必要がある。 
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（5）成果 5：日本の工学教育をモデルとする基礎科学分野における実験・実習を基礎とした教

育が工学部の学生に提供される。 

指 標 中間レビューまでの実績 

1.  十分な数の有能な教員・技術職員が配置される。
第 1・第 2 セメスター分は十分な数が配置さ

れている。 

2.  基礎科学分野におけるカリキュラムとシラバス

が策定される。 
策定された。 

3.  基礎科学分野における実験及び学生指導用の教

材が活用される。 

第 1 セメスター分は活用され、第 2 セメスタ

ー以降分は準備中。 

 

活 動 進捗と成果 

5.1 工学部にお

いて効果的な

運営が行われ

るよう、技術

的な助言・提

言 が 行 わ れ

る。 

 

・2017 年 1 月 E-JUST カウンターパート（Counterpart：C/P）（工学部長、関係教

職員）が日本に業務出張し、東京工業大学において、基礎的実験教育に関する

意見交換や視察が行われた。また、工学部の基礎科学分野（数学、物理、化学）

の教育を支援するため、JICA は東京工業大学との間で 2017 年 11 月に業務実施

契約を締結した。今後、同契約下で東京工業大学から更なる技術指導が行われ

る予定である。 

・JICA が今後技術指導を実施するうえで、その受け皿となる E-JUST 側の教職員

の十分な配置が必要。専攻によって状況は異なるものの、現在の登録学生数か

ら判断して、第 1・第 2 セメスター分の教職員数は十分であるが、おおむねす

べての専攻で第 3 セメスター以降に備え、更なる教職員の追加雇用が必要であ

る（指標 5-1）。 

・実験教育を支援する技術職員は 2 名（化学担当、物理担当）雇用されており、

さらにもう 2 名が雇用される予定である。 

5.2 工学部基礎

科学分野にお

ける数科目の

カリキュラム

及びシラバス

が 作 成 さ れ

る。 

工学部のカリキュラムとシラバスは最終セメスター（第 9 セメスター）まで作成

され、承認されている（指標 5-2）。 

5.3 工学部基礎

科学分野の実

験及び学生指

導用の教材が

作成される。 

・第 1 セメスターの教材は作成、使用されており、中間レビュー時点で第 2 セメ

スター分の教材が作成中であった（指標 5-3）。 

・無償資金協力の機材調達の遅れから、ほとんどの実験は第 2 セメスター以降に

実施予定である20。 

5.4 工 学 部 教

員、助教、技

術者向けの技

術指導が行わ

れる。 

基礎実験教育に特化した技術職員が雇用され、2017 年 7 月と 8 月に東京工業大学

で技術研修を受けている21。帰国後、実験室の安全管理を含む研修の受講内容が

他の技術職員と共有されている。 

                                                        
20 進捗の遅れの主な要因は、エジプト政府内の交換公文の国会批准の遅れ、及び国内税の無税措置にかかる同政府内の調整の

遅れによるものである。 
21 技術職員のうち 1 名は 2017 年 1 月の訪日出張にも参加している。  
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＜成果 5 の総合評価＞ 

工学部のカリキュラムとシラバスは作成され、第 1 セメスターは予定どおり 2017 年 9 月

に開設。中間レビュー時点で第 2 セメスター以降の準備が進行中である。第 1 セメスター分

の教材は既に作成され、使用されており、第 2 セメスター以降の教材は、中間レビュー時点

で作成中であった。教員と技術職員の数は、第 1・第 2 セメスターを実施するうえでは充足

しているが、今後工学部において質の高い教育を提供するためには、更なる増員が必要であ

る。 

 

（6）成果 6：日本の高等教育の特徴が盛り込まれた国際ビジネス・人文学部のいくつかの学科

が立ち上がる。 

指 標 中間レビューまでの実績 

1.  国際ビジネス・人文学部のカリキュラム・シラバスが作成

される。 
第 1 セメスター分は作成された。

2.  本邦支援大学との共同で講義が実施される。 第 2 セメスターより開始予定。 

3.  ゼミ制度の導入計画が策定される。 作成中。 

 

活 動 進捗と成果 

6.1 国際ビジネ

ス・人文学部

において効果

的な運営が行

われるよう、

技 術 的 な 助

言・提言が行

われる。 

・2017 年 5 月及び 9 月に国内支援委員会国際ビジネス・人文学ワーキング・グル

ープ（以下、「国際ビジネス・人文学 WG」）委員長を務めている幹事大学の筑

波大学森尾貴広教授が E-JUST を訪問し、国際ビジネス・人文学部の運営に関

する技術指導（専門科目のカリキュラム開発等）を行った。 

・2016年 4月から現地に滞在している長期専門家〔アカデミックアドバイザー（人

文・国際ビジネス）/業務調整〕は学部共通科目等の教務関係や教員採用への助

言等の運営業務全般にわたる指導を行っている。 

6.2 E-JUST と

日本側国内支

援大学との間

で共同実施の

形で実施され

る講義科目の

シラバスが作

成される。 

中間レビュー時点で、第 1 セメスター分のシラバスは作成済みで、第 2 セメスタ

ー分は作成中であった（指標 6-1）。 

6.3 E-JUST と

日本側国内支

援大学との間

で共同実施の

形で講義が実

施される。 

国際ビジネス・人文学 WG 所属の幹事校・副幹事校による支援体制は整っており、

一部科目の講義は同大学と E-JUST 教員の共同実施の形で、第 2 セメスターから

実施予定である（指標 6-2）。 

6.4 国際ビジネ

ス・人文学部

の中でゼミ制

E-JUST 教員による 2017 年 2 月の訪日業務出張の際に、本邦大学関係者から

E-JUST 教員に対してゼミ制度が紹介された。以降、E-JUST 内でのゼミ制度の実

施形態について検討がされている。さらにゼミ制度に関する研修が 2018 年度第 2
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度を導入する

計画が立案さ

れる。 

四半期に計画されている（指標 6-3）。 

6.5 国際ビジネ

ス・人文学部に

おいて、2018

年 9 月以降に

開設される学

科について、そ

の内容が検討

される。 

2017 年 10 月及び 11 月に開催された共同委員会22では、新規開設予定の専攻・学

科について、教育内容及び開設時期等が協議された。その結果を踏まえ、国際ビ

ジネス・人文学部の将来計画、中期計画、追加開設候補専攻・学科について、2017

年 12 月に開催された第 16 回理事会で報告された。 

 

＜成果 6 の総合評価＞ 

国際ビジネス・人文学部の 2 学科は、予定どおり 2017 年 9 月に開設され、第 1 セメスタ

ー分のカリキュラムとシラバスは策定されている。中間レビュー時点では第 2 セメスター以

降の準備が進行中であった。E-JUST と国内支援委員会国際ビジネス・人文学 WG 所属の幹

事校、副幹事校との間での講義の共同実施は第 2 セメスター以降に開始予定となっている。

ゼミ制度の導入計画は作成中である。 

 

３－３ プロジェクト目標の達成見込み 

プロジェクト目標：E-JUST が、エジプトの産業及び社会の発展に貢献する優秀な人材を育成

する基盤となる。 

 

指標 1： 修士課程学生のうち 90％及び博士課程学生のうち 60％が、それぞれ正規修業年限内（修

士課程 2 年、博士課程 3 年）で学位を習得する。 

フェーズ 1 も含めた E-JUST 修了生全体のうち、62％の修士課程修了生と 70％の博士課程修了

生がそれぞれ正規修業年限内で学位を取得している（表－19）。この指標の修士修了生に関する数

値は、中間レビュー時点では達成できていないが、E-JUST 関係者によると、1～2 カ月の修了の

遅れは主に事務手続きによるもので、修了生のパフォーマンス自体に大きな影響はないこと、（修

士課程修了生が）博士課程に進学する修士学生の登録を遅らせるものではないことが指摘されて

いる。加えて、フェーズ 2 期間中に入学した学生に限定すれば、すべての修士学生が 1 セメスタ

ー以内の遅れで修了している。修士課程では日本の大学よりも厳しい修了要件を課していること

から、むしろ現状は E-JUST 修士課程学生の達成度の高さを示しているといえる。 

また、フェーズ 1 では語学審査の入学要件（TOEFL500 点）と修了要件（TOEFL550 点）が異

なり、修了時に語学要件を満たすことができないことが一部の学生の修了が遅れる主要な要因の

1 つとなっていた。フェーズ 2 期間中に語学の入学要件と修了要件が TOEFL550 点に統一された

ことで、今後この点は改善されることが予想される。事実フェーズ 2 期間中に入学した学生で 1

セメスター以上遅れて修了する学生が 1 人もいないことから、この変更の効果が現れていると考

えられる。 

                                                        
22 共同委員会は、国際ビジネス・人文学部の新しい専攻・学科について協議するための会議体であり、エジプト、日本両国の

学識経験者等で構成される。 
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表－19 修士課程・博士課程の学生の修了時期 

修了時期 
フェーズ 2 修了生全体（フェーズ 1 含む）

博士 ％ 修士 ％ 博士 ％ 修士 ％ 

正規修業年限内 4 67 10 42 73 70 53 62

1 カ月遅れ 1 17 5 21 8 8 9 11

2 カ月遅れ 0 0 0 0 1 1 0 0

3 カ月遅れ 0 0 0 0 2 2 0 0

4 カ月遅れ 0 0 0 0 0 0 1 1

1 セメスター遅れ 1 17 9 38 10 10 20 24

2 セメスター遅れ 0 0 0 0 8 8 1 1

4 セメスター遅れ 0 0 0 0 1 1 1 1

不明 0 0 0 0 1 1 0 0

 6 100 24 100 104 100 85 100

出所：E-JUST 提供資料から調査団作成 

 

指標 2： 競争的研究資金獲得額が 5 年間で増加する。 

表－20 のとおり、2016 年度は競争的研究資金の最高額を記録した。そのほか成果 2 の実績（例

えば教員 1 人当たりの国際学会誌での論文発表数）も含め、優れた研究活動が E-JUST に根づき

始めていることを示唆していると考えられる。 

 

     表－20 競争的研究資金獲得額   （単位：百万 EGP） 

会計年度（エジプト） 2014 2015 2016 

金 額 5.38 5.06 6.01 

出所：E-JUST 提供資料から調査団作成 

 

指標 3： E-JUST 修了生のうち 90％が、エジプト国内の公的機関ないし民間企業に就職する。 

表－16に既述のとおり、ほとんどの修了生（全修了生の 89％、フェーズ 2 以降入学学生の 95％）

は彼らの本務校に教員として戻るか、E-JUST を含めエジプト国内の大学で勤務していることから、

この指標は達成見込みである。第 15 回理事会資料によると、この結果は E-JUST の設立目的の 1

つである頭脳流出の抑制に貢献していることを示唆している。民間企業または自営業で働く修了

生（全体の 4％）に関しては、エジプト国内で勤務しているかどうかは不明である。 

 

指標 4： 工学部が開設される。 

指標 5： 国際ビジネス・人文学部が開設される。 

既述のとおり、両学部は予定どおり開設されている。 

 

以上の各指標の達成状況（見込み）から判断して、本プロジェクトの終了時点でプロジェクト

目標は達成見込みといえる。 
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３－４ 上位目標の達成見込み 

上位目標：E-JUST が、中東及びアフリカ地域の発展に貢献する優秀な人材を持続的に輩出す

るようになる。 

 

指標 1： E-JUST 修了生のうち 80％が、中東及びアフリカ地域にある公的機関ないし民間企業に

就職する。 

約 90％の修了生がエジプト国内の大学に勤務していることから、中間レビュー時点ではこの指

標は達成している。アフリカからの留学生は中間レビュー時点ではいまだ 1 人も修了していない

が、もしアフリカからの留学生の修了後の進路がエジプト国籍の学生と大きく変わらないと仮定

すれば、本プロジェクト終了後 3～5 年でこの指標は達成される見込みである23。アフリカからの

留学生の修了後の進路については、本プロジェクトの中東及びアフリカ地域へのインパクトを測

るうえで重要であり、今後追跡調査を行うことが必要である。 

 

指標 2： E-JUST 修了生の雇用者の 80％以上が、E-JUST 修了生の勤務態度に満足する。 

この指標の達成状況を測る調査は中間レビューまでに実施されていない。上位目標は本プロジ

ェクトの修了から 3～5 年後に測定される予定であるが、終了時評価前に小規模でも調査を実施す

ることが本プロジェクトのインパクトを測るうえで有効である。 

また、本プロジェクトの上位目標は中東及びアフリカ地域の発展に貢献する優秀な人材を輩出

することであるから、本プロジェクトのインパクトを測るには雇用者による大学院修了者の勤務

態度よりも業績の満足度を測定した方が適切であると考えられる。 

 

上記指標の達成度合いに関する情報が限られていることから、中間レビュー時点で上位目標の

達成見込みを判断するのは困難である。 

 

３－５ 実施プロセス 

（1）事業管理 

・本プロジェクトの討議議事録（Record of Discussions：R/D）に記載されている国家調整委

員会や合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：JCC）は開催されておらず、代わり

に、年 2 回開催される理事会が本プロジェクトの方向性を決定するうえで重要な役割を果

たしており、これら会議体の代替機能を果たしている。理事会の主な参加者は E-JUST 学

長と、エジプト及び日本の政府関係者、科学技術振興機構関係者、大学関係者（学長）、

民間企業関係者、JICA 代表者（理事）等である。 

・E-JUST 学長はプロジェクト専門家とほぼ毎朝ミーティングを開き、各種協議を行っている。 

・PDM に沿ったモニタリングに関しては、中間レビュー時点で一部の指標に関する情報が入

手できない状況であった。 

・質問票調査及び聞き取り調査の結果、E-JUST 経営陣と日本人専門家間のコミュニケーショ

ンは非常に良い。エジプト人と日本人の教員間のコミュニケーションもおおむね良好であ

る。ただし、JICA と本邦支援大学間のコミュニケーションについては、一部工学専攻幹事

                                                        
23 中間レビュー時点で在籍している 20 名の留学生のうち 8 名は前職の大学へ戻ることが予想されるが、残りの 12 名は前職が

不明であり、現時点で修了後の進路の予想は困難である。 
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大学関係者から、JICA と大学教員間の情報共有が不十分であるという意見が呈された。今

後主な会議の結果を共有するなどコミュニケーションを更に強化する必要がある。 

 

（2）オーナーシップと参加 

・E-JUST 学長は両国の本プロジェクトに対するオーナーシップ醸成のために、責任の共有に

よる共同運営と関係者間の情報共有の透明性の確保を重視している。 

・学長の強いリーダーシップの下、エジプト人関係者と日本人関係者ともに共同で E-JUST

の運営に参画している。経営レベルでは、エジプト人の学長と副学長 1 名、そして日本人

の副学長 2 名によって運営されている。 

・日本人専門家はすべての学内協議会に参加し、E-JUST の C/P とともに意思決定に参加して

いる。 

・したがって、両国の関係者による本プロジェクトへのオーナーシップは非常に高く、十分

に参加している。 

 

（3）スケジュール/進捗 

・ほとんどの活動は大きな遅れもなく実施されているものの、エジプト政府による投入の遅

れが一部の活動の効率的・効果的な実施を妨げた。 

・キャンパス建設の遅れは 2017 年度の工学部及び国際ビジネス・人文学部の入学定員を制

限することになった24。これ以上の遅延を防ぐための対策として、エジプト側ハイレベル

によるキャンパス建設に関する進捗会議がカイロで 2～3 週間に 1 回の頻度で実施されて

おり、理事会議長（大統領安全保障顧問）、JICA 教育アドバイザー（高等教育省前大臣）、

E-JUST 学長、建設業者と施工監理業者が集まって進捗を確認し、課題解決に向けて協議を

行っている。 

・JICA の無償資金協力で供与予定の工学部用教育・研究用機材は、エジプト政府による免税

措置に関する手続きの遅延等に影響により工程が遅れており、多くの実験・実習が第 1 セ

メスターで実施できなかった。 

・高等教育省からの新設 2 学部開設認可が開設約 1 カ月前という直前まで下りなかったこと

から、広報期間が非常に短く、2017 年度の両学部の入学者数が十分に集まらなかった原因

の 1 つとなった25。 

 

 

  

                                                        
24 将来的な学士課程の入学定員は工学部が 500 名/年、国際ビジネス・人文学部が 200 名/年であるが、2017 年度の入学定員は

工学部・国際ビジネス・人文学部合わせて 216 名であった。 
25 2017 年度の入学定員は両学部合わせて 216 名だが、実際の入学者数は 90 名にとどまった。 
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第４章 評価 5 項目による評価結果 
 

第 2 章で既述の評価 5 項目に沿った評価結果となるが、各項目「高い」「比較的高い」「中程度」

「比較的低い」「低い」の 5 段階で評価している。 

 

４－１ 妥当性 

日本とエジプトの政策及び対象社会のニーズに合致していることから、本プロジェクトの妥当

性は高い。 

 

（1）二国間協定及び二国間の教育パートナーシップとの一致 

「１―１ 背景」に記載のとおり、2009 年 3 月にエジプト政府と日本政府は二国間協定を

締結し、両国政府は E-JUST がエジプトや中東及びアフリカ地域における『高等教育及び科

学研究のための卓越した拠点となるべきであることを考慮して、大学の設置を支援するため

にあらゆる努力を払う』ことに合意した。加えて、2016 年 2 月にエル・シーシ大統領と安倍

総理との間で「エジプト・日本教育パートナーシップ（Egypt-Japan Education Partnership：EJEP）」

が合意された。EJEP の目的は日本式教育をエジプトに導入することであり、その重点分野の

1 つが『E-JUST の推進』である。したがって、本プロジェクトは二国間協定やパートナーシ

ップに基づいて実施されており、これらの目的と十分に合致している。 

 

（2）エジプト政府の政策との一致 

本プロジェクトはエジプト政府の開発政策である「2022 年までの経済・社会開発計画に関

する戦略的枠組み（Strategic Framework for Social and Economic Development Plan until 2022）」

と「持続的開発のための戦略：エジプト・ビジョン 2030（Sustainable Development Strategy：

Egypt Vision 2030）」に一致している。「戦略的枠組み」では高等教育分野における戦略の 1

つとして『国際レベルでの科学と知識の発展への参加によるエジプトの地位向上』を掲げて

おり、「エジプト・ビジョン 2030」では『エジプト国内における少なくとも 10 大学が世界の

トップ大学 500 位以内に入る』ことを重要な指標として設定している。これらの戦略や目標

は E-JUST が中東・アフリカ地域における先端的な研究拠点となるように支援することで

E-JUST のビジョン（10 年以内に世界のトップ 500 大学入りを果たす）達成を支援する本プ

ロジェクトと方向性が一致している。 

さらに、本プロジェクト開始後に新しい高等教育戦略〔「エジプトの高等教育開発のため

の政府戦略 2015-2030（ the Government’s strategy to Develop Higher Education in Egypt 

2015-2030）」〕が策定された。同戦略の目標として『応用科学研究と国際的な発表の促進』、

『適切な質を維持したうえでの研究生産性の向上』と『海外の一流大学との連携の強化』が

掲げられている。本プロジェクトは、これら政策の実現を支援するものとして位置づけるこ

とが可能である。 

 

（3）日本及びの JICA の協力政策との一致 

2009 年 5 月に策定されたわが国の「対エジプト事業展開計画」の重点プログラムの 1 つが

「産業人材育成支援」であり、『熟練技術者の育成や高度な専門知識や技術を有する人材の



－28－ 

中・長期的な視点での育成を支援する』ことをめざしている。したがって、本プロジェクト

は実践的かつ国際水準の教育の提供をめざしていることから、同計画の目標にも合致してい

る。 

2016 年 3 月に公開された「エジプト・アラブ共和国 JICA 国別分析ペーパー」のなかでは

対エジプト・アラブ共和国の JICA 事業の重点分野を 3 つ定め、そのなかの 1 つを『人的セ

クターの育成・公的セクターの改善』として位置づけ、10 の協力プログラムを置いている。

本プロジェクトはそのうち、日本式教育・人材育成支援プログラムのなかに位置づけられる。 

上述のとおり、本プロジェクトは日本政府の対エジプト・アラブ共和国の支援政策及び

JICA の国別分析ペーパーの重点分野・プログラムとも合致しているといえる。 

 

（4）ターゲットグループや裨益者のニーズとの整合性 

「１―１ 背景」で既述のとおり、エジプトの高等教育セクターでは教員 1 人当たりの学

生数が増大し、教育の質の低下が大きな課題となっている。工学教育においては、先端的な

教育を行う大学（特に国立大学）は限定的であり、座学による理論中心の教育、限られた研

究機材、優秀な人材の国外への頭脳流出が深刻な懸念材料となっている。一方で、日本の大

学による工学教育（特に大学院レベル）は、少人数教育による丁寧な指導と、研究中心で先

端的・実践的な国際水準の教育を実践していることが特徴である。したがって、E-JUST がエ

ジプト国内や中東・アフリカ地域における卓越した高等教育と科学研究の拠点となるために、

日本のトップレベルの大学の支援と最先端の機材供与を通じて支援することは、エジプトの

高等教育機関のニーズを満たした協力手法であるといえる。 

 

４－２ 有効性 

プロジェクト目標の達成見込みから、本プロジェクトの有効性は高い。 

 

（1）プロジェクト目標の達成見込み 

「３－３ プロジェクト目標の達成見込み」で既述のとおり、プロジェクト目標の指標の

達成状況から、プロジェクト目標は事業終了時に達成する見込みが高い。 

 

（2）効果発現に貢献した要因 

1） 計画内容に関すること 

技術協力プロジェクトフェーズ 1 の成果（大学運営体制の構築や関係者間の信頼関係の

醸成、高度な研究・教育機材の供与等）がフェーズ 2 における効率的な事業実施に寄与し

た。 

2） 実施プロセスに関すること 

両国による強いコミットメント（計画省によるアフリカ人学生のための奨学金の提供や

本邦支援大学による博士課程の学生の受入れ等）が正のインパクト発現に寄与した。 

 

（3）問題点及び問題を惹起した要因 

1） 計画内容に関すること 

特になし。 
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2） 実施プロセスに関すること 

外部要因（キャンパス建設の遅れ）により、2017 年の工学部及び国際ビジネス・人文学

部の入学定員が制限されることになった。 

 

（4）因果関係 

プロジェクト目標達成に必要な要素はすべて成果に含まれており、成果の達成からプロジ

ェクト目標達成へのつながりに大きな問題はない。 

 

４－３ 効率性 

外部要因（キャンパス建設の遅れ）によりプロジェクトに一部影響が出たものの、ほとんどの

投入が効果的に活用されていることから、効率性は比較的高い。 

 

（1）人員の投入 

1） 日本人専門家の派遣 

教員を含む日本人専門家の派遣により、E-JUST の先端的な教育提供、優れた研究活動の

実施、大学運営の強化に貢献した。エジプト側 C/P への聞き取り調査によると、日本人専

門家の派遣について専門性・人数・タイミングにおおむね問題はないが、工学系大学院に

関しては日本人のシニアの教員を送ってほしいとの要求が複数あった。 

2） 教職員の雇用と配置 

E-JUST に配置されている教職員の充足度に関しては、専攻、部署により異なるものの、

学生数が限られていたことから教職員の専門性・人数ともに現時点ではおおむね十分であ

り、成果達成に貢献している。一方、学部開設により学生数が増えたことから、今後はよ

り多くの教職員が必要となる。 

 

（2）機材供与 

多くの先端機材が供与され、その一部はエジプト国内や中東及びアフリカ地域全体におい

ても最先端のものである。供与機材は E-JUST における研究中心の教育実践と先端的な研究

に活用されており、魅力的な研究環境の創出に貢献している。 

 

（3）費用負担 

1） 現地活動費 

エジプト及び日本側の予算支出は本プロジェクトの活動を実施するにあたり十分であ

り、大きな問題はみられない。 

2） 奨学金 

エジプト高等教育省から提供されている奨学金は本プロジェクト実施に不可欠であり、

優秀な学生の獲得に貢献している。JICA 及び計画省によるアフリカ人留学生への支援によ

り、先端的な教育の提供をアフリカ人留学生にも拡大することが可能となった。 
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（4）研修の実施 

1） フェローシップ・プログラム 

本プロジェクトでは、E-JUST 教員を専攻幹事大学に短期間派遣するフェローシップ・プ

ログラムの実施を通じて、E-JUST 教員は日本側 C/P との関係を強化し、専攻幹事大学で実

施されている工学教育に関する理解を深め、最先端の機材について学び、エジプト人学生

の様子を確認し、必要に応じて相談に乗るなどした。フェローシップ・プログラムは 2014

年と 2015 年にのみ実施されており、聞き取り調査を行ったほとんどのエジプト人教員か

ら同プログラムの再開に対する要望の声が聞かれた。 

2） 本邦研修 

本プロジェクトでは、E-JUST 教職員に対して日本や E-JUST 内での研修を実施し、知識

や技術を向上させた。本邦研修に参加した技術職員が機材の維持管理ガイドラインを作成

するなどの好事例もみられている。 

 

（5）キャンパスの建設 

既述のとおり、キャンパス建設の遅れは新設 2 学部の 2017 年度の入学定員を制限する結

果となり、特に工学系大学院に関しては教育・研究環境に影響することとなったものの、学

生数が少ないことや他の施設の活用により、その影響は最小限にとどまった。 

 

４－４ インパクト 

中間レビュー時点では上位目標の達成見込みは判断が困難である。ただしいくつかの正の効果

が発現している。 

 

（1）上位目標の達成見込み 

「３－４ 上位目標の達成見込み」に既述のとおり、上位目標の指標に関する情報が不足

していることから、中間レビュー時点では上位目標の達成見込みを判断することは時期尚早

である。 

 

（2）本プロジェクトの正の波及効果 

1） 博士課程の日本での短期研究滞在プログラムにおける正の波及効果 

E-JUST 教員への聞き取り調査によると、博士課程学生の本邦大学における短期研究滞在

プログラムは E-JUST に正の波及効果をもたらしたことが確認できた。具体的には、参加

したエジプト人学生は本邦大学における最先端の研究環境で教員や学生と共同して研究

を行うことで自身の研究能力を向上させ、さらに日本の大学の研究室制度についての理解

を深めることができた。また、E-JUST 教員にとっても日本側教員との間の関係性の強化と

いう点で正の波及効果がみられた。例えば、2017 年におけるエジプト人教員と日本人教員

の共著論文は全体の 30％を超え、一部では共同で競争的研究資金獲得に応募するなどの事

例もみられる。 

2） 国内支援（専攻幹事）大学への正の効果 

国内支援（専攻幹事）大学関係者への聞き取り調査によると、E-JUST 博士課程の短期研

究滞在プログラムの受入れを通じ、教員及び学生への正の波及効果があったという意見が
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確認できた。例えば、E-JUST からの熱心な学生を研究室に受入れることで、日本人学生の

研究に対するモチベーションや英語能力の向上に貢献した、教員にとっては英語での指導

能力を強化することができた、などの意見が確認できた。さらに、大学内における E-JUST

の認知度の向上、及び大学全体としては、国際貢献という面で知名度の向上に貢献したな

どの意見が確認できた。 

3） 専攻幹事大学との関係性強化 

・専攻幹事大学と E-JUST との長期にわたる協力により、その関係性は強化されている。

例えば、九州大学は E-JUST と共同で国際会議（the International Japan-Egypt Conference on 

Electronics, Communications and Computers：JAC-ECC）を 2012 年から 2016 年にかけて 4

回開催し、2017 年には両大学間でダブル・ディグリー・プログラムを開始した。 

・中間レビュー時点で E-JUST は日本の 6 大学と交流協定書（Minutes of Understandings：

MOU）を交わしている。 

・2017 年エジプト人教員と日本人教員との共著論文は E-JUST 全体の 30.7％を占め、国際

学会での共同発表は全体の 26.1％を占めている。 

4） アフリカの大学との連携強化 

本プロジェクト協力期間中にE-JUSTとアフリカの大学間での連携は大幅に強化された。

ケニア、タンザニア、マラウイの 3 大学との MOU の締結や、E-JUST 教員のジョモケニヤ

ッタ農工大学への複数回の講師派遣等が挙げられる。 

 

（3）本プロジェクトの負の効果 

中間レビュー時点で本プロジェクトによる負の効果は発現していない。 

 

４－５ 持続性 

政策面・制度面の持続性は高いものの、財政面・組織面・技術面の持続性にいくつかの課題が

散見されるため、持続性は中程度と判断される。 

 

（1）政策的・制度的観点 

本プロジェクトの政策的・制度的観点における持続性は高いと判断される。具体的な判断

根拠は以下のとおり。 

・「４－１ 妥当性」で既述のとおり、本プロジェクトはエジプト及び日本政府の方針に

合致しており、プロジェクト開始後政策的な環境に変化はない。 

・E-JUST の運営を支える関連法規制（2014 年の大統領令 132 号や 2015 年の首相令 102 号

等）が整備されている。 

・九州大学と E-JUST とのダブル・ディグリー・プログラムが 2017 年より開始し、九州大

学と E-JUST との関係性も強化されつつあるなど、プロジェクトの枠組みを超えて、

E-JUST と本邦大学との間で関係性が強化されつつある。 

・E-JUST 教員への聞き取り調査によると、本プロジェクトを通じてエジプト教員と日本人

教員間の関係性も強化されており、その関係は本プロジェクト終了後も継続することが

予想される。 

・中間レビュー時点で本プロジェクト終了後の開発効果に負の影響を及ぼし得る大きな政
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策的・制度的変化は予想されていない。 

 

（2）財務的/組織的観点 

財政的な持続性は比較的高いと判断される。具体的な判断根拠は以下のとおり。 

・E-JUST の予算は表－21 のとおり、キャンパス建設のために過去 3 年間で大幅に増加して

いる。 

・キャンパス建設費用を除くエジプト政府からの財政的な支援も過去 3 年間で同様に増加し

ている。 

・E-JUST 経営陣への聞き取り調査から、今後もエジプト政府から E-JUST への財政支援が継

続すると見込まれている。 

・他方、E-JUST の学生の多くがエジプト政府からの奨学金を受給しており、このなかから学

費が支払われている。長期的な E-JUST の財務の安定性の観点から、自費学生や非政府奨

学金受給学生の数を増やしていく必要があるが、本プロジェクト期間において、これら学

生数が増えていない。E-JUST は今後同学生数の増加に対して何らかの対策を打つ必要があ

る。 

 

          表－21 E-JUST 予算       （単位：EGP） 

会計年度（エジプト） 2014 2015 2016 

総収入 77,522,847 480,336,887 489,393,081 

 政府助成金 17,732,436 25,998,896 36,006,425 

 建設費用 39,584,374 432,666,243 431,553,091 

 奨学金 11,011,860 13,777,234 13,770,744 

出所：E-JUST 会計報告書（2014/2015-2016/2017） 

 

組織的な持続性は中程度であると判断される。具体的な判断根拠は以下のとおり。 

・組織体制の改編や多くの学則が策定・更新され、これが E-JUST の運営体制の構築・強化

に貢献しており、プロジェクト終了後も継続して運用される可能性が高い。 

・他方で、現状ではおおむね十分な数の教職員が採用されているものの、今後 E-JUST が持

続的に優れた研究活動を行い、学部開設により増加した学生に質の高い教育を提供するた

めには、より多くの教員の雇用が必要である。 

・さらに、教職員の離職率は下がりつつあるもののいまだに高い（教員・職員ともに約 10％）。

ただし、教職員の給与が引き上げられたことから、今後離職率の低下が見込まれる。 

 

（3）技術的観点 

技術的な持続性は比較的高いと判断される。具体的な判断根拠は以下のとおり。 

・日本人専門家の技術指導により、先端的な教育・研究の実施と大学運営を支援するための

さまざまなガイドラインやマニュアル、ワークフロー等が策定された。これらは既に日常

業務のなかで活用されており、プロジェクト終了後も活用される可能性が高い。 

・E-JUST が費用を負担するさまざまな教職員向けの研修プログラムが実施されており、特に

技術職員や事務職員がその知識や専門性を強化できる機会が提供されている。 
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・一方、事務系の部門のほとんどの部署で年間計画が作成されておらず、PDCA が確立され

ていない。 

・E-JUST の特徴である「日本式教育に基づいた先端的な研究中心の教育の提供」に関しては、

「日本式教育」とは何か、それが維持されるためにどのような技術がどのように移転され

るべきかについて、E-JUST 側教員及び日本側専攻幹事大学教員の間で明確な合意ができて

いない。「日本式教育」について関係者間で議論を積み重ね、共通理解を醸成すべきであ

る。 

・供与機材の維持管理に関しては、日本人専門家（技術アドバイザー）や専攻幹事大学教員

による技術指導や専攻幹事大学での研修等を通じて、技術職員の能力は強化されている。

技術アドバイザーによると、前身プロジェクトの機材も含めほとんどの機材はよく維持管

理、活用されている。 

・一方で、今後プロジェクト期間中も新しい機材が供与される見込みであり、キャンパス建

設後には機材は同キャンパス内での運用、維持管理が行われることから、技術職員の追加

的な研修が必要となる。 
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第５章 結論と提言 
 

５－１ 結論 

プロジェクト期間中に 2 学科の学部開設を支援するための活動を追加し、プロジェクトの枠組

みが大きく拡大したにもかかわらず、中間レビュー時点までに、プロジェクト全体としては順調

に進捗している。多くの指標は本プロジェクト終了までに達成が見込まれ、多くの活動も計画ど

おり実行されている、あるいはプロジェクト完了までには実施予定である。他方、一部の指標や

活動はプロジェクト活動の現状に必ずしも合っていなかったため、次項で提案されているとおり、

変更すべきである26。 

修了生のエジプト国内での就職率や新設 2 学部の開設等ほとんどの指標を中間レビュー時点で

達成していることから、プロジェクト目標は本プロジェクト終了時には達成すると見込まれる。

「90％の修士課程の学生が 2 年以内で課程を修了する」という指標に関しては、フェーズ 2 期間

に限っては 100％の修士学生が「2 年と 1 セメスター以内」に修了している。 

6 つの成果はプロジェクト終了時までに達成見込みであるが、以下のとおりいくつかの課題は

残っている。 

 

（1）非政府奨学生と自費学生の数が増えていない。これらの学生は E-JUST の将来的な独立採

算性の確保に向けて重要である。したがって、E-JUST と専門家チームは非政府奨学生・自

費学生の増加に向けて取り組む必要がある。 

 

（2）E-JUST の教員 1 人当たりの論文発表数は 2015 年に 2.862 本とエジプト国内大学で 1 位と

なり、2016 年には 3.241 本と目標（教員 1 人当たり論文 1 本/年）を大きく超えて著しい成果

を達成した。E-JUST 経営陣は、E-JUST の研究能力をさらに高めるために、より多くの論文

をさらに高いレベルの国際学会誌や国際学会で発表するよう教員に促している。 

 

（3）年間計画はほとんどの事務部門の部署で作成されておらず、事務部門の計画能力を更に強

化する必要がある。 

 

プロジェクトのプロセスに関しては、事業管理、参加とオーナーシップ、一部の投入の遅れを

除く進捗管理の観点から、よく管理されているといえる。コミュニケーションに関しては、JICA

と専攻幹事大学間で強化する必要がある。 

5 項目評価に関しては、エジプト及び日本の政策と対象社会のニーズに合致していることから

妥当性は高い。プロジェクト目標が本プロジェクト終了時に達成見込みであることから、有効性

も高い。ほとんどの投入がよく活用されたものの、外部要因（キャンパス建設の遅れ）によりプ

ロジェクトにある程度の負の影響が出たことから、効率性は比較的高いとした。インパクトに関

しては、専攻幹事大学やアフリカの大学との連携強化等の正の効果が発現している。政策的・制

度的な観点における持続性は高いが、財政的・組織的・技術的な観点からは中程度あるいは比較

的高いことから、持続性は全体として中程度である。 

                                                        
26 この後、2018 年 1 月 17 日付ミニッツにより、本調査による提案事項を反映した改定 R/D が、E-JUST・JICA 双方により合

意締結された（付属資料 6 を参照）。 
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５－２ 提言 

中間レビュー評価調査の結果に基づいて、本プロジェクトの更なる成果達成をめざして、中間

レビュー評価団は E-JUST と JICA 及びプロジェクトチームに対して以下の提言を行った。 

 

（1）E-JUST と JICA への提言 

1） 無償資金協力事業の円滑な実施 

2017 年秋に工学部に入学した学士課程学生の第 3 セメスターの円滑な実施のために、

E-JUST と JICA は無償資金協力事業「（第一次）エジプト・日本科学技術大学教育・研究

機材調達計画」第 2 バッチの調達機材を 2018 年 7 月までに設置するよう最大限の努力を

払う必要がある。また、E-JUST 経営陣も実験室の建設を優先する意向を示している。 

2） 事務部門の計画能力強化 

事務部門の部署の中期計画及び年間計画はほとんど作成されておらず、これらの部署に

おける計画能力の強化が必要である。JICA もこの点に関して協力の方途を検討することが

求められる。 

3） 安全管理の強化 

エジプト国内では、本プロジェクト開始時点からテロ事件が各地で発生している。

E-JUST 及び JICA は本邦支援大学教員を含む関係者の安全を確保するために、安全対策の

強化に更に努めていくことが求められる。 

 

（2）E-JUST への提言 

1） キャンパスの建設 

キャンパス建設（第 1 フェーズ）は工学部及び国際ビジネス・人文学部の第 2 期生が入

学する前、つまり 2018 年 7 月頃までに完了する必要がある。エジプト側はキャンパス建

設の進捗を継続的にモニタリングすることが重要である。 

2） 非政府奨学生・自費学生の増加 

E-JUST は大学の持続的な運営の取り組みの一環として、特に学部における非政府奨学生

及び自費学生の数を増加させる努力を更に強化する必要がある。 

 

（3）JICA への提言 

JICA と本邦支援大学間のコミュニケーションは、例えば理事会などの主要な会議の結果の

共有や、専攻間に跨る会議の実施等を通じて強化する必要がある。特に工学大学院の専攻幹

事大学間のコミュニケーションに関しては、専攻幹事大学間の会議の開催頻度を増やすなど

の方策を検討することも一案である。 

 

５－３ PDM の改定 

本プロジェクトの現状に合わせて PDM を改定することが望ましい。修正箇所とその理由につ

いては以下のとおり。 
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（1）上位目標の指標 2 

原文 E-JUST 卒業生の雇用者の 80％以上が、E-JUST 卒業生の勤務態度に満足する。

修正案 E-JUST 卒業生の雇用者の 80％以上が、E-JUST 卒業生の業績に満足する。 

修正理由 
大学院修了者による中東・アフリカ地域の発展への貢献を測る指標としては、

「勤務態度」のみならず「業績」の方が適切であるため。 

 

（2）プロジェクト目標指標 2 

原文 競争的研究資金獲得額が 5 年間で増加する。 

修正案 競争的及び共同研究資金獲得額と件数が 5 年間で増加する。 

修正理由 

研究力の向上に関する正確な傾向を理解するためには、獲得金額だけでなく件

数も測定するべき。加えて、成果 2 と 3 に関連して、共同研究資金についても

成果として言及するべきである。 

 

（3）指標 1-3 

原文 5 年間でエジプト人と外国人学生、特に政府奨学生以外の学生数が増加する。 

修正案 （指標 4-9 に移動） 

修正理由 政府奨学生以外の学生数の増加は大学運営（成果 4）に関連しているため。 

 

（4）指標 1-6（新規） 

追加 
95％以上の調達機材が適切に維持・活用され、共通研究機器センターにおいて

5,000 件以上の試料が毎年処理される。 

追加理由 調達機材の活用、維持管理を測る指標がないため。 

 

（5）活動 1-5 

原文 高度な研究中心の教育を達成するための必要な機材を保有・維持する。 

修正案 
安全管理の徹底した実験環境において、高度な研究中心の教育を達成するため

の必要な機材を保有・維持・活用する。 

修正理由 
調達機材は保有・維持のみでなく、十分に活用される必要があるため。加えて、

実験においては安全管理が極めて重要であるため。 

 

（6）成果 3 

原文 E-JUST と産業及び社会との良好な関係が育まれる。 

修正案 E-JUST と産業及び社会との良好な関係がエジプト国内外で育まれる。 

修正理由 
成果 3 の下に、中東及びアフリカ諸国からの留学生を受入れる（活動 3-6）とい

うエジプト国外の活動も含まれるため、表現を変更。 
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（7）指標 3-8（新規） 

追加 中東及びアフリカ諸国からの留学生数が増加する。 

追加理由 

留学生数の増加は上位目標の達成に影響を及ぼすため、本プロジェクトの活動

として追加されるべきであり、その活動の成果を測る指標も追加される必要が

ある。 

 

（8）活動 3-6（新規） 

追加 中東及びアフリカ諸国からの留学生を受入れる。 

追加理由 上記（7）に同じ。 

 

（9）成果 5 

原文 
日本の工学教育をモデルとする基礎科学分野における実験実習を基礎とした教

育が工学部の学生に提供される。 

修正案 
日本の工学教育をモデルとする基礎科学・工学分野における実験実習を基礎と

した教育が工学部の学生に提供される。 

修正理由 

工学部学士課程の第 2 セメスターから学部共通科目として実験を伴う工学系の

講義が開始される予定であり、同科目実施向けに実験・実習にかかる安全指導

を行う必要があるため。 

 

（10）日本側の投入 

原文 日本人学生の派遣プログラム 

修正案 （削除） 

修正理由 

エジプト国内の不安定な治安状況により、外務省（日本）は日本国民のアレキ

サンドリアへの一般渡航を 2017 年 2 月まで禁止していたことから、これまで本

邦大学からの派遣実績はなく、プロジェクト終了までの期間で学生を現地に派

遣することは現実的には難しいため。 

 

（11）日本側の投入 

原文 選別学生派遣プログラム（修士課程学生対象） 

修正案 （削除） 

修正理由 

E-JUST と本邦支援大学間の独自の活動として、E-JUST の博士課程学生を対象に

短期の本邦滞在研究プログラムを実施しており、これまでも本プロジェクトの

活動として E-JUST の学生を本邦支援大学に派遣した実績がなく、今後も実施の

予定がないため。 
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te

ly
.

- - -

C
ur

re
nt

 p
ra

ct
ic

e 
of

 m
ai

nt
en

an
ce

P
la

n 
of

 m
ai

nt
en

an
ce

A
va

ila
bi

lit
y 

of
 o

pe
ra

tio
n 

an
d 

m
ai

nt
en

an
ce

 m
an

ua
ls

O
pi

ni
on

s
P

la
n

P
ro

je
ct

 re
po

rts
M

an
ua

ls
/G

ui
de

lin
es

- - - -

S
us

ta
in

ab
ili

ty
In

te
rv

ie
w

Q
ue

st
io

nn
ai

re
D

oc
um

en
t r

ev
ie

w
O

bs
er

va
tio

n

- - - -
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達
成

状
況

と
実

施
プ

ロ
セ

ス
客

観
的

に
検

証
可

能
な

指
標

（
判

断
基

準
・
方

法
）

必
要

な
情

報
/
デ

ー
タ

-
成

果
の

達
成

状
況

1
-

具
体

的
な

規
準

を
記

載
し

た
日

本
式

教
育

に
基

づ
く
教

育
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
が

作
成

さ
れ

る
。

-
教

員
と

学
生

の
比

率
は

1
 対

1
0
 を

維
持

す
る

。
-

5
年

間
で

エ
ジ

プ
ト

人
と

外
国

人
学

生
、

特
に

政
府

奨
学

生
以

外
の

学
生

数
が

増
加

す
る

。
-

す
べ

て
の

科
目

が
、

課
題

解
決

型
学

習
・
実

験
室

中
心

型
学

習
手

法
を

採
用

す
る

。
-

8
0
％

以
上

の
学

生
が

、
授

業
科

目
評

価
に

お
い

て
5
 段

階
評

価
で

4
 以

上
の

評
価

を
す

る
。

2
優

れ
た

研
究

活
動

が
E
-
J
U

S
T
に

根
づ

く
。

- - - - -

具
体
的
な
規
準
を
記
載
し
た
日
本
式
研
究
に
基
づ
く
研
究
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
が
作
成
さ
れ
る

。

教
授
、
准
教
授
、
助
教
の
比
率
は
長
期
雇
用
計
画
に
準
ず
る
。

教
員

1人
当
た
り
年
間
少
な
く
と
も

1 
本
の
論
文
が
国
際
ジ
ャ
ー
ナ
ル
に
受
理
さ
れ
る
。

教
員

1人
当
た
り
年
間
少
な
く
と
も

1 
回
の
発
表
が
国
際
学
会
で
な
さ
れ
る
。

教
員

1人
当
た
り
年
間
少
な
く
と
も

1 
件
の
競
争
的
研
究
資
金
に
よ
る
研
究
活
動
が
な
さ
れ
る

。

- - - -

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

教
員

記
録

学
術

成
果

の
記

録
研

究
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

記
録

3
日

本
及

び
エ

ジ
プ

ト
に

お
い

て
、

E
-
J
U

S
T
と

産
業

及
び

社
会

と
の

良
好

な
関

係
が

育
ま

れ
る

。

- - - - - -

5 
年
の
間
に
、
各
専
攻
少
な
く
と
も

1つ
の
産
業
な
い
し
社
会
と
の
共
同
研
究
事
業
が
実
施
さ

れ
る

。

研
究
成
果
を
発
表
す
る
行
事
を
、
年
間
少
な
く
と
も

1 
回
開
催
す
る
。

地
域
社
会
に
開
か
れ
た
文
化
的
行
事
を
、
年
間
少
な
く
と
も

1 
回
開
催
す
る
。

学
位
取
得
を
目
的
と
し
な
い
プ
ロ
グ
ラ
ム
（

no
n-

de
gr

ee
 p

ro
gr

am
s）

の
数
が
増
加
す

る
。

年
間
少
な
く
と
も

5 
社
の
民
間
企
業
が
、
奨
学
金
資
金
を
提
供
す
る
。

5年
間
で
獲
得
資
金
の
金
額
が
増
加
す
る
。

E
-J

U
S

Tと
産
業
・
社
会
と
の
関
係
に
関
す
る
ニ
ュ
ー
ス
が
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
遅
滞
な
く
掲

載
さ

れ
る

。

- - - -

共
同

研
究

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
記

録
イ

ベ
ン

ト
開

催
記

録
資

金
実

績
E

-J
U

S
Tホ

ー
ム

ペ
ー

ジ

4
工

学
系

大
学

院
運

営
及

び
学

部
開

設
・
運

営
に

向
け

て
、

大
学

の
経

営
及

び
運

営
能

力
が

強
化

さ
れ

る
。

- - - - - - -

中
期

及
び

年
間

計
画

に
基

づ
い

て
、

十
分

な
数

の
事

務
職

員
が

雇
用

さ
れ

、
各

事
務

部
門

（
人

事
、

財
務

、
調

達
、

総
務

、
IT

、
学

生
、

機
材

・
施

設
な

ど
）
に

配
置

さ
れ

る
。

各
事

務
部

門
に

お
い

て
、

年
間

少
な

く
と

も
1 

回
各

事
務

職
員

を
対

象
と

す
る

研
修

が
実

施
さ

れ
る

。
各

事
務

部
門

に
お

い
て

年
間

計
画

及
び

報
告

書
が

作
成

さ
れ

る
。

各
協

議
会

の
事

務
局

が
規

定
ど

お
り

定
期

的
に

開
催

さ
れ

、
公

平
で

透
明

な
形

で
意

思
決

定
が

な
さ

れ
る

。
E

-J
U

S
Tの

組
織

図
が

更
新

さ
れ

る
。

教
務

に
関

す
る

ワ
ー

ク
フ

ロ
ー

と
作

業
マ

ニ
ュ

ア
ル

が
開

発
さ

れ
る

。
学

部
プ

ロ
グ

ラ
ム

の
入

学
シ

ス
テ

ム
が

開
発

さ
れ

る
。

キ
ャ

リ
ア

支
援

プ
ロ

グ
ラ

ム
が

開
発

さ
れ

る
。

- - - - - - -

年
間

・
中

期
計

画
職

員
記

録
研

修
記

録
年

間
計

画
・
報

告
書

協
議

会
議

事
録

組
織

図
事

業
報

告
書

（
定

期
報

告
書

、
完

了
報

告
書

等
）

5
日

本
の

工
学

教
育

を
モ

デ
ル

と
す

る
基

礎
科

学
分

野
に

お
け

る
実

験
実

習
を

基
礎

と
し

た
教

育
が

工
学

部
の

学
生

に
提

供
さ

れ
る

。

- -
基

礎
科

学
分

野
に

お
け

る
バ

ラ
ン

ス
の

取
れ

た
講

義
と

実
験

に
よ

る
コ

ー
ス

ワ
ー

ク
が

実
施

さ
れ

る
。

基
礎

科
学

分
野

に
お

け
る

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

、
シ

ラ
バ

ス
、

実
験

計
画

、
実

験
教

科
書

が
開

発
さ

れ
る

。
- -

年
間

計
画

・
報

告
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
、

シ
ラ

バ
ス

、
実

験
計

画
、

実
験

教
科

書

6
日

本
の

高
等

教
育

の
特

徴
が

盛
り

込
ま

れ
た

国
際

ビ
ジ

ネ
ス

・
人

文
学

部
の

い
く
つ

か
の

学
科

が
立

ち
上

が
る

。

- - -

国
際

ビ
ジ

ネ
ス

・
人

文
学

部
の

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

・
シ

ラ
バ

ス
が

開
発

さ
れ

る
。

本
邦

支
援

大
学

と
の

共
同

で
講

義
が

実
施

さ
れ

る
。

ゼ
ミ

制
度

の
導

入
計

画
が

開
発

さ
れ

る
。

-
年

間
計

画
・
報

告

進
捗

/計
画

-
活

動
は

計
画

ど
お

り
実

施
さ

れ
た

か
。

-
計

画
と

現
状

の
比

較
。

-
遅

延
の

場
合

、
遅

延
の

理
由

と
対

策
。

-
遅

延
の

理
由

と
対

策
の

確
認

。
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
-

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
進

捗
は

ど
の

よ
う

に
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
さ

れ
て

い
る

か
。

-
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
の

方
法

と
頻

度
の

確
認

。

-
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
の

方
法

は
適

切
で

効
果

的
か

。
-

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

結
果

の
活

用
方

法
。

-
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
結

果
は

事
業

運
営

に
反

映
さ

れ
て

い
る

か
。

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
-

事
業

運
営

に
あ

た
り

関
係

者
間

で
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

が
十

分
に

と
れ

て
い

る
か

。
-

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
の

程
度

、
方

法
、

頻
度

の
確

認
。

オ
ー

ナ
ー

シ
ッ

プ
と

参
加

- -

責
任

者
の

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

管
理

へ
の

参
加

の
度

合
い

。
C

/P
の

姿
勢

。

- -
左

記
同

様
。

C
/P

は
事

業
活

動
に

対
し

て
自

発
的

で
意

欲
が

高
い

か
。

付
属

資
料

２
　

評
価

グ
リ

ッ
ド

（
和

文
）

評
価

設
問

事
業

の
進

捗
と

成
果

情
報

源
デ

ー
タ

取
集

の
方

法

文
献

調
査

質
問

票
調

査
聞

き
取

り
調

査

事
業

報
告

書
議

事
録

（
B

O
T
、

本
邦

支
援

大
学

会
議

等
）

関
係

者
の

認
識

実
施

プ
ロ

セ
ス

日
本

人
専

門
家

（
本

邦
支

援
大

学
の

教
員

含
む

）
E

-J
U

S
T

- -

工
学

系
大

学
院

向
け

の
高

度
な

研
究

中
心

の
教

育
が

、
日

本
式

教
育

に
基

づ
き

提
供

さ
れ

る
。

- - -

文
献

調
査

質
問

票
調

査
聞

き
取

り
調

査

- - -

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

教
員

・
学

生
記

録
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
、

シ
ラ

バ
ス コ

ー
ス

評
価

の
記

録

- -
-

-

- -
日

本
人

専
門

家

E
-J

U
S

T
- -

－49－



５
項

目
評

価

大
項
目

小
項

目

妥
当
性 -
エ
ジ
プ
ト
の
教
育
政
策
・
計
画
と

の
整
合
性

-
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
エ
ジ
プ
ト
の
教
育
政
策
・
計
画
と

一
致

し
て
い
る
か

。
-
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
以
下
の
方
針
・
計
画
と
一
致
し
て
い
る
か

。
a.

 持
続
的
開
発
の
た
め
の
戦
略

:エ
ジ
プ
ト
ビ
ジ
ョ
ン

 2
03

0
b.

 エ
ジ
プ
ト
の
高
等
教
育
開
発
の
た
め
の
政
府
戦
略

 2
01

5 
– 

20
30

-
政
策
文
書

-
高
等
教
育
省

-
日
本
の
支
援

方
針

と
の

整
合

性
-
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
日
本
の
エ
ジ
プ
ト
へ
の
支
援
方

針
・
計

画
と
一

致
し
て
い
る
か
。

-
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
以
下
の
方
針
・
計
画
と
一
致
し
て
い
る
か
。

a.
 エ

ジ
プ
ト
へ
の
開
発
協
力
方
針

b.
 E

-J
U

S
T設

置
に
関
す
る
二
国
間
協
定

c.
エ
ジ
プ
ト
日
本
教
育
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
（

E
JE

P
)

e.
 J

IC
A国

別
分
析

ペ
ー
パ
ー

- -
国
別
開
発
協
力
方
針

政
策
文
書

- -
外
務
省

JI
C

A

-
タ
ー
ゲ
ッ
ト
グ
ル

ー
プ
・
対

象
社

会
の
ニ
ー
ズ
と
の

合
致

-
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

は
対

象
社
会
・

C
/P
の
ニ
ー
ズ

に
合

致
し

て
い

る
か

。
- -
エ
ジ
プ
ト
の
高
等
教
育
分
野
の
ニ
ー
ズ
と
合
致
し
て
い
る
か
。

E
-J

U
S

Tの
ニ
ー
ズ
と
使
命
に
合
致
し
て
い
る
か
。

- -
教
育
統
計

E
-J

U
S

Tの
ニ
ー
ズ
と
使
命

-
E

-J
U

S
T

-
日
本
の
技
術

の
優

位
性

-
日

本
は

エ
ジ
プ
ト
の

高
等
教
育
支
援
の
た
め
の
技
術

的
な
優

位
性

が
あ
る
か

。
-
高
等
教
育
分
野
（
工
学
）
で
の
優
位
性
・
支
援
実
績

-
ア
プ
ロ
ー
チ
の
適
切
性

-
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
ア
プ
ロ
ー
チ
は
適
切
か
。

-
左
記
に
同
じ
。

-
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
の
達
成
見

込
み

-
E

-J
U

S
Tが

、
エ
ジ
プ
ト
の

産
業
及
び
社
会
の
発
展

に
貢

献
す
る
優

秀
な
人

材
を
育
成
す
る
基
盤
と
な
る

か
。

- - - - -

修
士
課
程
学
生
の
う
ち

90
％
及
び
博
士
課
程
学
生
の
う
ち

60
％
が

、
正
規
修

業
年
限
内
（
修
士
課
程

2年
、
博
士
課
程

3年
）
で
学
位
を
習
得
す
る
。

競
争
的
研
究
資
金
獲
得
額
が

5年
間
で
増
加
す
る
。

E
-J

U
S

T卒
業
生
の
う
ち

90
％
が
、
エ
ジ
プ
ト
国
内
の
公
的
機
関
な
い
し
民
間

企
業
に
就
職
す
る
。

工
学
部
が
開
設
さ
れ
る
。

国
際
ビ
ジ
ネ
ス
・
人
文
学
部
が
開
設
さ
れ
る
。

- - - -

統
計
資
料
（
学
生
）

競
争
的
研
究
資
金
に
関
す
る

記
録

卒
業
生
に
関
す
る
記
録

事
業
報
告
書

- -
E

-J
U

S
T

日
本
人
専
門
家

- - -

文
献
調
査

聞
き
取
り
調
査

質
問
票
調
査

-
成
果
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
達

成
へ
の
貢
献

度
合

い
-
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
達

成
に
必
要
な
成
果
は
す
べ

て
P

D
M
に

含
ま

れ
て

い
る
か
。

- -
P

D
M
の
ロ
ジ
ッ
ク
検
証

 (プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
と
成
果
の
関
係

)。
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
達
成
に
あ
た
り
、

P
D

M
に
含
ま
れ
て
い
な
い
他
に
必
要
な

成
果
は
な
い
か
。

- -
P

D
M

関
係
者
の
認
識

-
貢
献

/阻
害
要
因

-
外

部
条

件
が

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
達
成
に
影
響
し
て

い
る
か

。
- -

二
国
間
協
定
に
基
づ
き
、

E
-J

U
S

Tの
法
的
根
拠
が
エ
ジ
プ
ト
政
府
に
よ
り
承

認
さ
れ
る
。

最
高
大
学
審
議
会
が
工
学
部
及
び
国
際
ビ
ジ
ネ
ス
・
人
文
学
部
開

設
申
請
書

を
承
認
す
る
。

- - -

事
業
報
告
書

議
事
録

関
係
者
の
認
識

-
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目

標
達

成
に
影
響
し
て
い
る
そ
の
他
の

要
因

は
あ
る
か

。
-
左
記
に
同
じ
。

過
去
の
類
似
案
件
報
告
書

詳
細
計
画
調
査
報
告
書

関
係
者
の
認
識

- - -

E
-J

U
S

T
JI

C
A

日
本
人
専
門
家

- - -

文
献
調
査

質
問
票
調
査

聞
き
取
り
調
査

- - -

有
効
性

付
属

資
料

２
　

評
価

グ
リ

ッ
ド

（
和

文
）

評
価

設
問

必
要
な
情
報
/
デ
ー
タ

デ
ー
タ
取
集
の
方
法

客
観
的
に
検
証
可
能
な
指
標

 （
判
断
基
準
・
方
法
）

情
報
源
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５
項

目
評

価

大
項
目

小
項

目

付
属

資
料

２
　

評
価

グ
リ

ッ
ド

（
和

文
）

評
価

設
問

必
要
な
情
報
/
デ
ー
タ

デ
ー
タ
取
集
の
方
法

客
観
的
に
検
証
可
能
な
指
標

 （
判
断
基
準
・
方
法
）

情
報
源

-
成
果
の
達
成

状
況

-
所

期
の

成
果

を
達

成
す
る
た
め
に
活
動
は
十
分
で

あ
っ
た
か

。
- -

P
D

M
の
ロ
ジ
ッ
ク
検
証

 (成
果
と
活
動
の
関
係

)。
活
動
の
進
捗
と
成
果
の
達
成
状
況

 (→
実
施
プ
ロ
セ
ス

)
- - -

P
D

M
議
事
録
・
事
業
報
告
書

関
係
者
の
認
識

- -
日
本
人
専
門
家

E
-J

U
S

T
- - -

文
献
調
査

質
問
票
調
査

聞
き
取
り
調
査

-
投
入
か
ら
成
果

へ
の

転
換

-
成

果
を
達

成
す
る
た
め
に
、
投
入
の
タ
イ
ミ
ン
グ
・
質
・

量
は

適
切

で
あ
っ
た
か

。
-
以
下
の
投
入
の
タ
イ
ミ
ン
グ
・
質
・
量
は
適
切
で
あ
っ
た
か
。

(a
) 日

本
人
専
門
家
（
教
員
含
む
）
・
生
徒
の
派
遣

(b
) 機

材
供
与

(c
) 現

地
活
動
費

(d
) 本

邦
研
修

(e
) C

/P
の
費
用
負
担

(f)
 教

職
員
の
雇
用
・
配
置

(g
) 新

キ
ャ
ン
パ
ス
の
建
設

(h
) そ

の
他
の
負
担
事
項

- - -

投
入
実
績

関
係
者
の
認
識

観
察
（
機
材
の
使
用
状
況

等
）

- -
日
本
人
専
門
家

E
-J

U
S

T
- - -

文
献
調
査

質
問
票
調
査

聞
き
取
り
調
査

-
貢
献
/
阻
害

要
因

-
外

部
条

件
は

成
果

の
達
成
に
影
響
し
た
か
。

-
新
キ
ャ
ン
パ
ス
が
建
設
さ
れ
る
。

-
十
分
な
資
格
・
能
力
を
有
し
た
教
職
員
が
雇
用
・
配
置
さ
れ
る
。

-
E
-
J
U
S
T
向
け
に
十
分
な
予
算
が
確
保
さ
れ
、
適
切
な
タ
イ
ミ
ン
グ
で
配
賦
さ

れ
る
。

-
そ
の

他
の

外
的

要
因

が
投
入
を
成
果
に
転
換
す
る

際
に
影
響
し
た
か
ど
う
か
。

-
左
記
同
様

-
上
位
目
標
の

達
成

見
込

み
-

E
-J

U
S

Tが
、
中
東
及
び
ア
フ
リ
カ
地
域
の
発
展
に
貢

献
す
る
優

秀
な
人

材
を
持
続
的
に
輩
出
す
る
よ
う
に

な
る
か

。

- -

E
-
J
U
S
T
卒
業
生
の
う
ち
8
0
％
が
、
中
東
及
び
ア
フ
リ
カ
地
域
に
あ
る
公
的
な

機
関
な
い
し
民
間
企
業
に
就
職
す
る
。

E
-
J
U
S
T
卒
業
生
の
雇
用
者
の
8
0
％
以
上
が
、
E
-
J
U
S
T
卒
業
生
の

就
労
態

度
に
満
足
す
る
。

- -
卒
業
生
に
関
す
る
記
録

雇
用
者
満
足
度
調
査

日
本
人
専
門
家

E
-J

U
S

T
- - -

文
献
調
査

質
問
票
調
査

聞
き
取
り
調
査

-
貢
献

/阻
害
要
因

-
外

部
条

件
が

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
達
成
に
影
響
し
て

い
る
か

。
- -
社
会
・
経
済
状
況
が
、
急
激
に
悪
化
し
な
い
。

高
等
教
育
や
科
学
技
術
に
関
す
る
政
策
に
変
更
が
な
い
。

- -
関
係
者
の
認
識

政
策
文
書

-
計
画
・
進
行

中
の

他
ド
ナ
ー
や

他
事
業
と
の

協
働

に
よ
る
影

響
-
他
ド
ナ
ー
や

JI
C

A
関

連
事
業
と
の
計
画
・
進
行
中
の

協
働
は

あ
る
か
。
も
し
あ
れ

ば
、
そ
の
影
響

は
何
か
。

-
JI

C
A
の
関
連
事
業
や
他
ド
ナ
ー
の
事
業
と
の
協
働
に
よ
る
影
響
。

- -
事
業
報
告
書

関
係
者
の
認
識

-
そ
の
他
の
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
よ

る
イ
ン
パ
ク
ト

-
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
実

施
に
起

因
す
る
、
そ
の
他
の
正
ま
た

は
負

の
イ
ン
パ

ク
ト
は

あ
る
か
。

-
政
府
の
政
策
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
、
組
織
、
グ
ル
ー
プ
、
環
境
そ
の
他
へ

の
影
響
の

確
認
。

-
制
度
的
・
政

治
的

観
点

- -

政
府

は
今

後
も
E
-
J
U
S
T
ま
た
は
（
工
学
系
）
高
等
教

育
に
関

す
る
支

援
を
継

続
す
る
見
込
み
か
。

関
連

規
制

・
法

制
度

は
整

備
さ
れ
て
い
る
か
。

- -
エ
ジ
プ
ト
政
府
の
政
策
・
方
針
。

関
連
規
制
・
法
制
度
の
整
備
状
況
。

- -
政
策
文
書

関
係
者
の
認
識

- -
高
等
教
育
省

E
-J

U
S

T

-
財
政
的
観
点

-
E

-J
U

S
Tは

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
期
間
終
了
後
も
活
動

を
継

続
で

き
る

十
分

な
予
算
が
あ
る
か
。

- -
過
去

3年
間
と
（
可
能
な
ら
）
今
後
の
予
算
。

外
部
資
金
獲
得
状
況
（
→
成
果

3）
。

-
会
計
報
告
書

-
E

-J
U

S
T

-
組
織
的
観
点

-
E

-J
U

S
Tは

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
期
間
終
了
後
も
活
動

を
継

続
で

き
る

十
分

な
能
力
が
あ
る
か
。

- - -

教
職
員
の
配
置
状
況
、
離
職
・
異
動
状
況
。

意
思
決
定
の
プ
ロ
セ
ス
は
適
切
に
機
能
し
て
い
る
か
。

E
-
J
U
S
T
の
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
対
す
る
オ
ー
ナ
ー
シ
ッ
プ
。

- -
C
/
P
リ
ス
ト

関
係
者
の
認
識

- -
E

-J
U

S
T

日
本
人
専
門
家

-
技
術
的
観
点

-
本

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
よ
り
向

上
し
た
技
術
は
E
-
J
U
S
T

内
で
共

有
さ
れ

て
い
る
か

、
ま
た
今
後
も
共
有
さ
れ
る

か
。

- - -

研
修
実
施
回
数
・
参
加
者
の
数
。

研
修
機
会
と
知
識
更
新
の
機
会
。

マ
ニ
ュ
ア
ル

・
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の

整
備
、
組
織
知

の
共
有
。

-
供

与
機

材
は

適
切

に
管
理
さ
れ
る
か
。

- - -

本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
及
び
過
去
の
事
業
に
よ
り
供
与
さ
れ
た
機
材
の
維
持
管

理
状
況
。

維
持
管
理
計
画
。

維
持
管
理
マ
ニ
ュ
ア
ル
の
整
備
。

- - - -

文
献
調
査

質
問
票
調
査

聞
き
取
り
調
査

観
察

- - - -

関
係
者
の
認
識

研
修
計
画
・
維
持
管
理
計
画

事
業
報
告
書

マ
ニ
ュ
ア
ル

・
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

- - - -

投
入
実
績

事
業
報
告
書
・
議
事
録

会
計
報
告
書

関
係
者
の
認
識

効
率
性

イ
ン
パ
ク
ト

持
続
性

- -
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 in
te

rn
at

io
na

l 
jo

ur
na

ls
 p

er
 fa

cu
lty

 m
em

be
r p

er
 y

ea
r. 

2-
4 

A
t l

ea
st

 o
ne

 p
re

se
nt

at
io

n 
is

 m
ad

e 
in

 
in

te
rn

at
io

na
l c

on
fe

re
nc

es
 p

er
 fa

cu
lty

 m
em

be
r 

pe
r y

ea
r. 

2-
5 

A
t l

ea
st

 o
ne

 c
om

pe
tit

iv
e 

re
se

ar
ch

 p
ro

je
ct

 is
 

un
de

r w
ay

 p
er

 fa
cu

lty
 m

em
be

r p
er

 y
ea

r. 

A
 g

ui
de

lin
e 

 R
ec

or
ds

 o
f a

ca
de

m
ic

 
pe

rs
on

ne
l 

 R
ec

or
ds

 o
f a

ca
de

m
ic

 
ou

tc
om

es
 

 R
ec

or
ds

 o
f r

es
ea

rc
h 

pr
oj

ec
ts

3.
 

So
un

d 
re

la
tio

ns
hi

ps
 b

et
w

ee
n 

E-
JU

ST
 a

nd
 th

e 
in

du
st

ry
 a

nd
 so

ci
et

y 
ar

e 
nu

rtu
re

d.
 

3-
1 

A
t l

ea
st

 o
ne

 c
ol

la
bo

ra
tiv

e 
re

se
ar

ch
 p

ro
je

ct
 

w
ith

 th
e 

in
du

st
ry

 a
nd

 so
ci

et
y 

is
 c

on
du

ct
ed

 in
 

ea
ch

 d
ep

ar
tm

en
t d

ur
in

g 
fiv

e 
ye

ar
s. 

3-
2 

A
t l

ea
st

 o
ne

 e
ve

nt
 fo

r d
iff

us
in

g 
re

se
ar

ch
 

ou
tc

om
es

 is
 o

rg
an

iz
ed

 e
ac

h 
ye

ar
. 

3-
3 

A
t l

ea
st

 o
ne

 c
ul

tu
ra

l e
ve

nt
 o

pe
n 

to
 th

e 
lo

ca
l 

co
m

m
un

ity
 is

 h
el

d 
ea

ch
 y

ea
r. 

3-
4 

Th
e 

nu
m

be
r o

f n
on

-d
eg

re
e 

pr
og

ra
m

s 
in

cr
ea

se
s d

ur
in

g 
fiv

e 
ye

ar
s. 

 
3-

5 
A

t l
ea

st
 fi

ve
 p

riv
at

e 
en

te
rp

ris
es

 p
ro

vi
de

 fu
nd

s 
fo

r s
ch

ol
ar

sh
ip

s e
ac

h 
ye

ar
. 

  
 

3-
6 

Th
e 

nu
m

be
r (

am
ou

nt
) o

f t
he

 fu
nd

s g
ai

ne
d 

in
cr

ea
se

s d
ur

in
g 

fiv
e 

ye
ar

s. 
3-

7 
N

ew
s t

op
ic

s o
n 

th
e 

re
la

tio
ns

hi
ps

 b
et

w
ee

n 
E-

JU
ST

 a
nd

 th
e 

in
du

st
ry

 a
nd

 so
ci

et
y 

ar
e 

po
st

ed
 o

n 
th

e 
E-

JU
ST

 w
eb

si
te

 in
 a

 ti
m

el
y 

m
an

ne
r. 

R
ec

or
ds

 o
f c

ol
la

bo
ra

tiv
e 

re
se

ar
ch

 p
ro

je
ct

s 
 R

ec
or

ds
 o

f e
ve

nt
s 

 R
ec

or
ds

 o
f f

un
ds

 
 E-

JU
ST

 w
eb

si
te

 

4.
 

C
ap

ac
iti

es
 o

f u
ni

ve
rs

ity
 m

an
ag

em
en

t a
nd

 a
dm

in
is

tra
tio

n 
ar

e 
st

re
ng

th
en

ed
 fo

r g
ra

du
at

e 
an

d 
un

de
rg

ra
du

at
e 

pr
og

ra
m

s o
f E

-J
U

ST
. 

 
4-

1 
A

 su
ffi

ci
en

t n
um

be
r o

f a
dm

in
is

tra
tiv

e 
st

af
f 

ar
e 

re
cr

ui
te

d 
an

d 
as

si
gn

ed
 to

 e
ac

h 
ad

m
in

is
tra

tiv
e 

of
fic

e 
(o

f h
um

an
 re

so
ur

ce
s, 

fin
an

ce
, p

ro
cu

re
m

en
t, 

ge
ne

ra
l a

ffa
irs

, I
T,

 
st

ud
en

t a
ffa

irs
, e

qu
ip

m
en

t a
nd

 fa
ci

lit
ie

s)
 o

n 
th

e 
ba

si
s o

f t
he

 m
id

-te
rm

 (s
tra

te
gi

c?
) a

nd
 

an
nu

al
 p

la
ns

. 
4-

2 
A

t l
ea

st
 o

ne
 tr

ai
ni

ng
 p

ro
gr

am
 fo

r e
ac

h 
ad

m
in

is
tra

tiv
e 

st
af

f p
er

 y
ea

r i
s c

on
du

ct
ed

. 
4-

3 
Ea

ch
 o

ffi
ce

 p
re

pa
re

s a
nn

ua
l p

la
ns

 a
nd

 re
po

rts
 

(e
.g

., 
fin

an
ci

al
 st

at
em

en
ts

 d
on

e 
by

 th
e 

Fi
na

nc
e 

D
ep

ar
tm

en
t) 

by
 th

ei
r o

w
n.

 
4-

4 
Ea

ch
 c

ou
nc

il 
is

 p
er

io
di

ca
lly

 h
el

d 
as

 
re

gu
la

te
d,

 a
nd

 d
ec

is
io

ns
 a

re
 m

ad
e 

in
 a

 fa
ir 

A
nn

ua
l /

 m
id

-te
rm

 (
st

ra
te

gi
c 

pl
an

(s
) 

 R
ec

or
ds

 o
f s

ta
ff 

 R
ec

or
ds

 o
f t

ra
in

in
g 

 A
nn

ua
l p

la
ns

 a
nd

 re
po

rts
 

  B
O

T 
D

oc
um

en
ts

 
 M

an
ua

ls
/ W

or
kf

lo
w

s 
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an
d 

tra
ns

pa
re

nt
 m

an
ne

r. 
 

4-
5 

O
rg

an
iz

at
io

n 
C

ha
rt 

of
 E

-J
U

ST
 is

 re
vi

se
d.

 
4-

6 
W

or
kf

lo
w

s a
nd

 w
or

ki
ng

 m
an

ua
ls

 fo
r 

ac
ad

em
ic

 a
dm

in
is

tra
tio

n 
ar

e 
de

ve
lo

pe
d.

 
4-

7 
A

dm
is

si
on

 sy
st

em
 fo

r u
nd

er
gr

ad
ua

te
 

pr
og

ra
m

s i
s d

ev
el

op
ed

. 
4-

8 
C

ar
ee

r s
up

po
rt 

pr
og

ra
m

s a
re

 d
ev

el
op

ed
. 

 

 

5.
 

Pr
ac

tic
al

-a
nd

-e
xp

er
im

en
ta

l b
as

ed
 e

du
ca

tio
n 

in
 th

e 
fie

ld
 o

f b
as

ic
 sc

ie
nc

e 
is

 p
ro

vi
de

d 
fo

r t
he

 u
nd

er
gr

ad
ua

te
 st

ud
en

ts
 o

f t
he

 F
ac

ul
ty

 o
f E

ng
in

ee
rin

g 
(F

oE
) b

as
ed

 o
n 

th
e 

Ja
pa

ne
se

 m
od

el
. 

5-
1.

 A
de

qu
at

e 
nu

m
be

r o
f c

ap
ab

le
 te

ac
hi

ng
 a

nd
 

te
ch

ni
ca

l s
ta

ff 
m

em
be

rs
 a

re
 a

llo
ca

te
d.

 
5-

2.
 F

or
m

ul
at

io
n 

cu
rr

ic
ul

a 
an

d 
sy

lla
bi

 fo
r b

as
ic

 
sc

ie
nc

e 
ba

se
d 

on
 p

ra
ct

ic
e-

an
d 

ex
pe

rim
en

t-b
as

ed
 e

du
ca

tio
n 

ar
e 

im
pl

em
en

te
d 

at
 F

oE
. 

 
5-

3.
 C

ou
rs

e 
m

at
er

ia
ls

 fo
r l

ab
 e

xp
er

im
en

ts
 a

nd
 

tu
to

ria
ls

 a
re

 u
til

iz
ed

 fo
r t

he
 e

du
ca

tio
n 

in
 th

e 
fie

ld
 o

f b
as

ic
 sc

ie
nc

e.
  

St
at

us
 re

po
rt 

  

 

6.
 

So
m

e 
tra

ck
s o

f F
IB

H
 e

m
be

dd
in

g 
fe

at
ur

es
 o

f J
ap

an
es

e 
hi

gh
er

 e
du

ca
tio

n 
is

 e
st

ab
lis

he
d.

  
6-

1.
C

ur
ric

ul
um

 a
nd

 sy
lla

bu
s o

f t
he

 tr
ac

ks
 o

f 
FI

B
H

 a
re

 d
ev

el
op

ed
. 

6-
2.

Le
ct

ur
es

 in
 th

e 
fo

rm
 o

f c
o-

te
ac

hi
ng

 w
ith

 
Ja

pa
ne

se
 S

up
po

rt 
U

ni
ve

rs
iti

es
 (J

SU
s)

 a
re

 
co

nd
uc

te
d.

 
6-

3.
In

tro
du

ct
io

n 
pl

an
 o

f Z
em

i s
ys

te
m

 is
 

de
ve

lo
pe

d.
 

St
at

us
 re

po
rt 

A
ct

iv
iti

es
 

1-
1 

D
ev

el
op

 a
 g

ui
de

lin
e 

on
 e

du
ca

tio
n 

ba
se

d 
on

 th
e 

Ja
pa

ne
se

 m
od

el
 w

ith
 

co
nc

re
te

 st
an

da
rd

s. 
1-

2 
Pr

ep
ar

e 
at

tra
ct

iv
e 

en
vi

ro
nm

en
ts

 a
nd

 g
ai

n 
to

p-
qu

al
ity

 fa
cu

lty
. 

1-
3 

St
ra

te
gi

ca
lly

 g
ai

n 
ex

ce
lle

nt
 st

ud
en

ts
 (e

sp
ec

ia
lly

 
no

n-
go

ve
rn

m
en

t-f
un

de
d 

an
d 

se
lf-

fu
nd

ed
 o

ne
s)

 fr
om

 h
om

e 
an

d 
ab

ro
ad

.
1-

4 
Im

pl
em

en
t p

ro
je

ct
-b

as
ed

, p
ro

bl
em

-b
as

ed
, l

ab
or

at
or

y-
ba

se
d 

le
ar

ni
ng

 
th

ro
ug

h 
Fa

cu
lty

 D
ev

el
op

m
en

t. 
1-

5 
Po

ss
es

s a
nd

 m
ai

nt
ai

n 
ne

ce
ss

ar
y 

eq
ui

pm
en

t t
o 

at
ta

in
 a

dv
an

ce
d 

re
se

ar
ch

- o
rie

nt
ed

 e
du

ca
tio

n.
 

 2-
1 

D
ev

el
op

 a
 g

ui
de

lin
e 

on
 re

se
ar

ch
 a

ct
iv

iti
es

 b
as

ed
 o

n 
th

e 
Ja

pa
ne

se
 

m
od

el
 w

ith
 c

on
cr

et
e 

st
an

da
rd

s. 
2-

2 
R

ec
ru

it 
a 

ba
la

nc
ed

 n
um

be
r o

f a
ca

de
m

ic
 st

af
f f

or
 a

 re
se

ar
ch

 la
bo

ra
to

ry
. 

2-
3 

Pr
om

ot
e 

ac
tiv

iti
es

 to
 g

ai
n 

co
m

pe
tit

iv
e 

re
se

ar
ch

 fu
nd

s. 
 3-

1 
Pr

om
ot

e 
co

lla
bo

ra
tiv

e 
re

se
ar

ch
 p

ro
je

ct
s w

ith
 th

e 
in

du
st

ry
 a

nd
 so

ci
et

y.
 

3-
2 

Pr
om

ot
e 

ac
tiv

iti
es

 to
 m

ak
e 

re
se

ar
ch

 o
ut

co
m

es
 re

co
gn

iz
ed

 b
y 

th
e 

in
du

st
ry

. 
3-

3 
Pr

om
ot

e 
cu

ltu
ra

l e
ve

nt
s o

pe
n 

to
 th

e 
lo

ca
l c

om
m

un
ity

. 
3-

4 
A

pp
ea

l t
o 

co
m

pa
ni

es
 a

nd
 in

di
vi

du
al

s f
or

 d
on

at
io

n 
of

 sc
ho

la
rs

hi
ps

 a
nd

 
fu

nd
s. 

In
pu

t 
1.

 
Ja

pa
ne

se
-s

id
e 

- 
O

rg
an

iz
e 

th
e 

Ja
pa

ne
se

 S
up

po
rt 

U
ni

ve
rs

ity
 C

on
so

rti
um

 (J
SU

C
) 

- 
Lo

ng
 te

rm
 e

xp
er

ts
: a

pp
ro

xi
m

at
el

y 
8-

10
 p

er
so

ns
 

- 
Sh

or
t-t

er
m

 e
xp

er
ts

: a
pp

ro
xi

m
at

el
y 

10
0 

pe
rs

on
s p

er
 y

ea
r (

in
cl

ud
in

g 
fa

cu
lti

es
 

an
d 

m
is

si
on

 m
em

be
rs

) 
- 

D
is

pa
tc

h 
pr

og
ra

m
 o

f J
ap

an
es

e 
st

ud
en

ts
 

- 
V

is
it-

Ja
pa

n 
pr

og
ra

m
s:

 a
pp

ro
xi

m
at

el
y 

25
 p

er
so

ns
 p

er
 y

ea
r 


 

Fe
llo

w
sh

ip
 p

ro
gr

am
 fo

r f
ac

ul
ty

 m
em

be
rs

 


 
Tr

ai
ni

ng
 fo

r a
dm

in
is

tra
tiv

e 
an

d 
te

ch
ni

ca
l s

ta
ff 


 

Se
le

ct
ed

 st
ud

en
t p

ro
gr

am
 (m

as
te

r c
ou

rs
e 

st
ud

en
ts

) 
- 

Th
ird

-c
ou

nt
ry

 tr
ai

ni
ng

 p
ro

gr
am

 fo
r A

fr
ic

an
 st

ud
en

ts
: a

pp
ro

xi
m

at
el

y 
8 

pe
rs

on
s p

er
 y

ea
r 

- 
Eq

ui
pm

en
t: 

m
ai

nl
y 

co
m

m
on

-u
se

 e
qu

ip
m

en
t f

or
 e

du
ca

tio
n 

an
d 

re
se

ar
ch

 fo
r 

un
iv

er
si

ty
 a

nd
 d

ep
ar

tm
en

ts
 

- 
O

th
er

s 
 

2.
 

E
gy

pt
ia

n-
si

de
 

- 
R

ec
ru

itm
en

t a
nd

 a
ss

ig
nm

en
t o

f a
ca

de
m

ic
 a

nd
 a

dm
in

is
tra

tiv
e 

st
af

f 
- 

C
on

st
ru

ct
io

n 
of

 a
 n

ew
 c

am
pu

s i
nc

lu
di

ng
 fu

nd
am

en
ta

l f
ac

ili
tie

s s
uc

h 
IC

T 
in

fr
as

tru
ct

ur
e 

- 
Sc

ho
la

rs
hi

p 
(f

or
 E

-J
U

ST
, d

oc
to

ra
l s

tu
de

nt
s’ 

vi
si

tin
g 

re
se

ar
ch

 p
ro

gr
am

s t
o 

A
 n

ew
 c

am
pu

s i
s 

co
ns

tru
ct

ed
. 

 A
de

qu
at

e 
an

d 
qu

al
ifi

ed
 

pe
rs

on
ne

l a
re

 re
cr

ui
te

d 
an

d 
as

si
gn

ed
. 

 Su
ffi

ci
en

t b
ud

ge
ts

 a
re

 
en

su
re

d 
an

d 
di

sb
ur

se
d 

in
 

a 
tim

el
y 

m
an

ne
r. 

 Pr
e-

co
nd

iti
on

s 
 B

ot
h 

Eg
yp

tia
n 

an
d 

Ja
pa

ne
se

 si
de

s s
ha

re
 th

e 
sa

m
e 

vi
si

on
 th

at
 th

ey
 

w
ill

 e
st

ab
lis

h 
a 

w
or

ld
-c

la
ss

 u
ni

ve
rs

ity
 o

f 
sc

ie
nc

e 
an

d 
te

ch
no

lo
gy

 
in

 E
gy

pt
. 
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3-
5 

A
ss

is
t E

-J
U

ST
 g

ra
du

at
es

 in
 fi

nd
in

g 
jo

bs
 in

 th
e 

bu
si

ne
ss

 c
om

m
un

ity
 

th
ro

ug
h 

pu
bl

ic
 re

la
tio

ns
 a

ct
iv

iti
es

. 
 4-

1 
A

ss
ig

n 
a 

pr
op

er
 n

um
be

r o
f a

dm
in

is
tra

tiv
e 

st
af

f. 
4-

2 
C

on
du

ct
 tr

ai
ni

ng
 fo

r a
dm

in
is

tra
tiv

e 
st

af
f. 

4-
3 

Pr
ep

ar
e 

an
nu

al
 p

la
ns

 a
nd

 re
po

rts
 in

 e
ac

h 
ad

m
in

is
tra

tiv
e 

de
pa

rtm
en

t. 
4-

4 
En

co
ur

ag
e 

ea
ch

 c
ou

nc
il 

to
 p

re
pa

re
, i

m
pl

em
en

t a
nd

 m
on

ito
r a

ct
iv

iti
es

 
th

ro
ug

h 
fa

ir 
an

d 
tra

ns
pa

re
nt

 in
fo

rm
at

io
n 

sh
ar

in
g 

an
d 

de
ci

si
on

 m
ak

in
g.

 
4-

5 
D

ec
id

e 
ta

sk
s a

nd
 d

ut
ie

s o
f o

ffi
ce

s a
nd

 c
en

te
rs

 th
ro

ug
h 

de
si

gn
in

g 
or

ga
ni

za
tio

ns
 c

ha
rt 

4-
6 

D
ev

el
op

 w
or

kf
lo

w
s a

nd
 w

or
ki

ng
 m

an
ua

ls
 fo

r a
ca

de
m

ic
 a

dm
in

is
tra

tio
n 

an
d 

su
pp

or
t i

ts
 im

pl
em

en
ta

tio
n 

to
 la

un
ch

 u
nd

er
gr

ad
ua

te
 p

ro
gr

am
s 

4-
7 

En
ha

nc
e 

ad
m

is
si

on
 fu

nc
tio

n 
fo

r l
au

nc
hi

ng
 u

nd
er

gr
ad

ua
te

 p
ro

gr
am

s 
4-

8 
D

ev
el

op
 c

ar
ee

r s
up

po
rt 

sy
st

em
 

 5-
1.

 
Pr

ov
id

e 
te

ch
ni

ca
l g

ui
da

nc
e 

fo
r e

ffe
ct

iv
e 

op
er

at
io

n 
of

 b
as

ic
 sc

ie
nc

e 
ed

uc
at

io
n 

at
 F

oE
 

5-
2.

 
D

ev
el

op
 c

ur
ric

ul
a 

an
d 

sy
lla

bi
 fo

r s
ev

er
al

 c
ou

rs
es

 in
 th

e 
fie

ld
 o

f b
as

ic
 

sc
ie

nc
e 

of
 F

oE
 

5-
3.

 
D

ev
el

op
 n

ec
es

sa
ry

 c
ou

rs
e 

m
at

er
ia

ls
 fo

r l
ab

 e
xp

er
im

en
ts

 a
nd

 tu
to

ria
ls

 
in

 th
e 

fie
ld

 o
f b

as
ic

 sc
ie

nc
e 

of
 F

oE
 

5-
4.

 
Pr

ov
id

e 
te

ch
ni

ca
l t

ra
in

in
g 

to
 te

ac
hi

ng
 st

af
fs

, t
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５．質問票（日本語・英語）

付属資料５ 質問票（和文・英文） 

 
 

エジプト日本科学技術大学（E-JUST）プロジェクト・フェーズ 2 
中間レビュー調査 質問票（チーフアドバイザー） 

2017 年 11 月 

 

 

 

 

 

 

 

1) 該当する回答にチェックを入れ、必要に応じて追加コメントをお願いします。 

【実施プロセス】 
１．E-JUST 側カウンターパート（以下 C/P）の本事業への参加は、これまで十分でしたか？          

はい☐ いいえ☐ 

  「いいえ」とご回答された場合、さらにどの程度の参加が必要でしょうか？ 

 

 

 

 

２．C/P から本事業に対して十分な協力は得られていますか？（本事業に対する姿勢、負担事項実施等の

観点から）                                  

はい☐ いいえ☐       

 

 

 

 

３．本事業を実施する上で、C/P とのコミュニケーションは順調ですか？ （頻度・内容の観点から）       

はい☐ いいえ☐ 

 

 

 

 

４．本事業を実施する上で、日本側関係者間（本邦支援大学、JICA 本部）のコミュニケーションは順調

ですか？（頻度・内容の観点から）                   はい☐ いいえ☐ 

 

 

 

 

 

標記プロジェクトの中間レビュー調査を実施するにあたり、お手数ですが以下についてご回答の

上、11 月 21 日（火）までに評価分析団員までご返送いただければ幸甚です。ご記入内容は日本側

調査団以外の方には共有致しません。ご多忙の折大変恐縮ですが、何卒宜しくお願い申し上げま

す。 

中間レビュー調査団 石飛（評価分析担当） 

（人数、時間あるいは参加者の担当範囲・役職等の観点から） 

（コメントがあれば） 
 

（コメントがあれば） 
 

（コメントがあれば） 
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付属資料５ 質問票（和文・英文） 

 
 

【効率性】 
５．以下の投入の質・量・タイミングは、現時点までに予定された成果を達成するために十分でしたか？ 

日本側投入 

a. 専門家・短期教員の派遣 ☐ 十分 ☐ 中程度 ☐ 不十分 

b. 機材の提供 ☐ 十分 ☐ 中程度 ☐ 不十分 

c. 現地活動費（日本側） ☐ 十分 ☐ 中程度 ☐ 不十分 

d. 本邦研修 ☐ 十分 ☐ 中程度 ☐ 不十分 

エジプト側投入 

e. エジプト側費用負担（奨学金、

機材維持管理費、事務局経費） 
☐ 十分 ☐ 中程度 ☐ 不十分 

f. 新キャンパスの建設 ☐ 十分 ☐ 中程度 ☐ 不十分 

g. 教職員の雇用・配置 ☐ 十分 ☐ 中程度 ☐ 不十分 

 

 

 

 
６．【インパクト】これまで本事業による予想外の（正または負の）効果・影響はありましたか？        

はい☐ いいえ☐ 
もしありましたら、その内容を以下にご記述ください。              

 
 

 
 
2）□内にご回答をご記入ください。 

７．以下の指標の達成状況について教えていただけますでしょうか。 
（1） 指標 1-1．「具体的な規準を記載した日本式教育に基づく教育ガイドラインが作成される。」 
 
 
 
 
（2） 指標 2-1．「具体的な規準を記載した日本式研究に基づく研究ガイドラインが作成される。」 

 
 
 
 

（3） 指標 4-3．「各事務部門において年間計画及び報告書が作成される。」 
 
 
 

（コメントがあれば） 
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付属資料５ 質問票（和文・英文） 

 
 

（4） 指標 4-4．「各協議会の事務局が規定どおり定期的に開催され、公平で透明な形で意思決定がなさ

れる。」 
 
 
 
 
（5） 指標 4-6．「教務に関するワークフローと作業マニュアルが開発される。」 
 
 
 
 
８．【有効性】プロジェクト目標（E-JUST が、エジプトの産業及び社会の発展に貢献する優秀な人材

を育成する基盤となる）を達成するにあたり、一番大きな課題は何だとお考えですか？ 
 
 
 

 
９．プロジェクトのこれまでを振り返って、提言や反省点等がありましたらご教示ください。 

 
 

 
 

以上です。ご協力ありがとうございました。 
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付属資料５ 質問票（和文・英文） 

 
 

エジプト日本科学技術大学（E-JUST）プロジェクト・フェーズ 2 
中間レビュー調査 質問票（サブチーフアドバイザー） 

2017 年 11 月 

 

 

 

 

 

 

 

1) 該当する回答にチェックを入れ、必要に応じて追加コメントをお願いします。 

【実施プロセス】 
１．E-JUST 側カウンターパート（以下 C/P）の本事業への参加は、これまで十分でしたか？           

はい☐ いいえ☐ 

  「いいえ」とご回答された場合、さらにどの程度の参加が必要でしょうか？ 

 

 

 

 

２．C/P から本事業に対して十分な協力は得られていますか？（本事業に対する姿勢、負担事項実施等の

観点から）                                  

はい☐ いいえ☐       

 

 

 

 

３．本事業を実施する上で、C/P とのコミュニケーションは順調ですか？ （頻度・内容の観点から）       

はい☐ いいえ☐ 

 

 

 

 

４．本事業を実施する上で、日本側関係者間（本邦支援大学、JICA 本部）のコミュニケーションは順調

ですか？（頻度・内容の観点から）                    はい☐ いいえ☐ 

 

 

 

 

 

標記プロジェクトの中間レビュー調査を実施するにあたり、お手数ですが以下についてご回答の

上、11 月 21 日（火）までに評価分析団員までご返送いただければ幸甚です。ご記入内容は日本側

調査団以外の方には共有致しません。ご多忙の折大変恐縮ですが、何卒宜しくお願い申し上げま

す。                   

中間レビュー調査団 石飛（評価分析担当） 

（人数、時間あるいは参加者の担当範囲・役職等の観点から） 

（コメントがあれば） 
 

（コメントがあれば） 
 

（コメントがあれば） 

－112－



付属資料５ 質問票（和文・英文） 

 
 

【効率性】 
５．以下の投入の質・量・タイミングは、現時点までに予定された成果を達成するために十分でしたか？ 

日本側投入 

h. 専門家・短期教員の派遣 ☐ 十分 ☐ 中程度 ☐ 不十分 

i. 機材の提供 ☐ 十分 ☐ 中程度 ☐ 不十分 

j. 現地活動費（日本側） ☐ 十分 ☐ 中程度 ☐ 不十分 

k. 本邦研修 ☐ 十分 ☐ 中程度 ☐ 不十分 

エジプト側投入 

l. エジプト側費用負担（奨学金、

機材維持管理費、事務局経費） 
☐ 十分 ☐ 中程度 ☐ 不十分 

m. 新キャンパスの建設 ☐ 十分 ☐ 中程度 ☐ 不十分 

n. 教職員の雇用・配置 ☐ 十分 ☐ 中程度 ☐ 不十分 

 

 

 

 
 
６．【インパクト】これまで本事業による予想外の（正または負の）効果・影響はありましたか？        

はい☐ いいえ☐ 
もしありましたら、その内容を以下にご記述ください。              

 
 

 
 
2）□内にご回答をご記入ください。 

７．【有効性】プロジェクト目標（E-JUST が、エジプトの産業及び社会の発展に貢献する優秀な人材

を育成する基盤となる）を達成するにあたり、一番大きな課題は何ですか？ 
 
 
 

 
８．プロジェクトのこれまでを振り返って、提言や反省点等がありましたらご教示ください。 

 
 

 
以上です。ご協力ありがとうございました。 

  

 
 

 

（コメントがあれば） 
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付属資料５ 質問票（和文・英文） 

 
 

エジプト日本科学技術大学（E-JUST）プロジェクト・フェーズ 2 
中間レビュー調査 質問票（副学長（国際・地域連携担当）／学長アドバイザー） 

2017 年 11 月 

 

 

 

 

 

 

 

【実施プロセス】 
1) 該当する回答にチェックを入れ、必要に応じて追加コメントをお願いします。 

１．E-JUST 側カウンターパート（以下 C/P）の本事業への参加は、これまで十分でしたか？           

はい☐ いいえ☐ 

  「いいえ」とご回答された場合、さらにどの程度の参加が必要でしょうか？ 

 

 

 

 

２．C/P から本事業に対して十分な協力は得られていますか？（本事業に対する姿勢、負担事項実施等の

観点から）                                  

はい☐ いいえ☐       

 

 

 

 

３．本事業を実施する上で、C/P とのコミュニケーションは順調ですか？ （頻度・内容の観点から）       

はい☐ いいえ☐ 

 

 

 

 

４．本事業を実施する上で、日本側関係者間（本邦支援大学、JICA 本部）のコミュニケーションは順調

ですか？（頻度・内容の観点から）                   はい☐ いいえ☐ 

 

 

 

 

 

標記プロジェクトの中間レビュー調査を実施するにあたり、お手数ですが以下についてご回答の

上、11 月 21 日（火）までに評価分析担当団員までご返送いただければ幸甚です。ご記入内容は日

本側調査団以外の方には共有致しません。ご多忙の折大変恐縮ですが、何卒宜しくお願い申し上

げます。 

中間レビュー調査団 石飛（評価分析担当） 

（人数、時間あるいは参加者の担当範囲・役職等の観点から） 

（コメントがあれば） 
 

（コメントがあれば） 
 

（コメントがあれば） 
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付属資料５ 質問票（和文・英文） 

 
 

2）□内にご回答をご記入ください。 

５．【有効性】ご担当分野におけるこれまでの成果で、PDM の指標では測れない成果があれば、以下に

記述をお願いします。また、さらなる成果達成にあたり、一番大きな課題は何でしょうか？ 
(ア) 成果 
 
 
 

 
  （2）今後の課題 

 
 
 

 
 
６．【持続性】ご担当分野の成果を C/P のみで維持し、強化するためには、何が必要でしょうか？ 

 
 

 
 
７．プロジェクトのこれまでを振り返って、提言や反省点等がありましたらご教示ください。 

 
 

 
以上です。ご協力ありがとうございました。 
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付属資料５ 質問票（和文・英文） 

 
 

エジプト日本科学技術大学（E-JUST）プロジェクト・フェーズ 2 
中間レビュー調査 質問票（副学長（研究担当）／学長アドバイザー） 

2017 年 11 月 

 

 

 

 

 

 

 

1) 該当する回答にチェックを入れ、必要に応じて追加コメントをお願いします。 

【実施プロセス】 
１．E-JUST 側カウンターパート（以下 C/P）の本事業への参加は、これまで十分でしたか？           

はい☐ いいえ☐ 

  「いいえ」とご回答された場合、さらにどの程度の参加が必要でしょうか？ 

 

 

 

 

２．C/P から本事業に対して十分な協力は得られていますか？（本事業に対する姿勢、負担事項実施等の

観点から）                                  

はい☐ いいえ☐       

 

 

 

 

３．本事業を実施する上で、C/P とのコミュニケーションは順調ですか？ （頻度・内容の観点から）       

はい☐ いいえ☐ 

 

 

 

 

４．本事業を実施する上で、日本側関係者間（本邦支援大学、JICA 本部）のコミュニケーションは順調

ですか？（頻度・内容の観点から）                    はい☐ いいえ☐ 

 

 

 

 

 

標記プロジェクトの中間レビュー調査を実施するにあたり、お手数ですが以下についてご回答の

上、11 月 21 日（火）までに評価分析団員までご返送いただければ幸甚です。ご記入内容は日本側

調査団以外の方には共有致しません。ご多忙の折大変恐縮ですが、何卒宜しくお願い申し上げま

す。 

中間レビュー調査団 石飛（評価分析担当） 

（人数、時間あるいは参加者の担当範囲・役職等の観点から） 

（コメントがあれば） 
 

（コメントがあれば） 
 

（コメントがあれば） 
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付属資料５ 質問票（和文・英文） 

 
 

５．【インパクト】これまでご担当分野における予想外の（正または負の）効果・影響はありましたか？      

はい☐ いいえ☐ 
もしありましたら、その内容を以下にご記述ください。              

 
 
 

 
2）□内にご回答をご記入ください。 

６．【有効性】C/P への技術移転により、ご担当分野ではこれまで具体的にどのような成果がありました

か？PDM の指標では測れない成果があれば、以下に記述をお願いします。 
 
 
 

 
７．【有効性】成果 2（優れた研究活動が E-JUST に根付く）を達成するにあたり、一番大きな課題は

何だとお考えでしょうか？ 
 
 
 

 
 
８．プロジェクトのこれまでを振り返って、提言や反省点等がありましたらご教示ください。 

 
 

 
以上です。ご協力ありがとうございました。 
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付属資料５ 質問票（和文・英文） 

 
 

エジプト日本科学技術大学（E-JUST）プロジェクト・フェーズ 2  

中間レビュー調査 質問票（技術アドバイザー） 
2017 年 11 月 

 

 

 

 

 

 

 

１．【有効性】E-JUST 側カウンターパート（以下、C/P）への技術移転により、ご担当分野ではこれま

で具体的にどのような成果がありましたか？  
 
 
 

 
 
 
２．【インパクト】これまでご担当分野における予想外の（正または負の）効果・影響はありましたか？      

はい☐ いいえ☐ 
もしありましたら、その内容を以下にご記述ください。              

 
 

 
 
３．【効率性】本事業により供与された機材の質・量・供与のタイミングに課題はありましたか？ 

                                 はい☐ いいえ☐ 
もしありましたら、その内容を以下にご記述ください。              
 
 

 
 
４．【効率性】本事業の供与機材は、中間レビューまでの時点で十分に活用されていますか？ 

   はい☐ いいえ☐ ある程度、活用☐ 
「はい」以外の場合、その理由を以下にご記述ください。              
 
 

 

 

標記プロジェクトの中間レビュー調査を実施するにあたり、お手数ですが以下についてご回答の

上、11 月 21 日（火）までに評価分析団員までご返送いただければ幸甚です。ご記入内容は日本側

調査団以外の方には共有致しません。ご多忙の折大変恐縮ですが、何卒宜しくお願い申し上げま

す。 

中間レビュー調査団 石飛（評価分析担当） 
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付属資料５ 質問票（和文・英文） 

 
 

５．【持続性】本事業の供与機材は、今後 E-JUST 側で問題なく維持管理ができるでしょうか？ 
はい☐ いいえ☐ わからない☐ 

  「はい」以外の場合、維持管理上の問題があるとすれば何でしょうか？ 
 
 
 
 

６．【持続性】ご担当分野において移転された技術や知識を今後 C/P が維持し、さらに向上させるため

には、何が必要でしょうか？ 
 
 

 
 
７．プロジェクトのこれまでを振り返って、提言や反省点等がありましたらご教示ください。 

 
 

 
以上です。ご協力ありがとうございました。 
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付属資料５ 質問票（和文・英文） 

 
 

エジプト日本科学技術大学（E-JUST）プロジェクト・フェーズ 2 
中間レビュー調査 質問票（アカデミックアドバイザー（人文・ビジネス）／業務調整） 

2017 年 11 月 

 

 

 

 

 

 

 

1) 該当する回答にチェックを入れ、必要に応じて追加コメントをお願いします。 

【実施プロセス】 
１．E-JUST 側カウンターパート（以下 C/P）の本事業への参加は、これまで十分でしたか？           

はい☐ いいえ☐ 

  「いいえ」とご回答された場合、さらにどの程度の参加が必要でしょうか？ 

 

 

 

 

２．C/P から本事業に対して十分な協力は得られていますか？（本事業に対する姿勢、負担事項実施等の

観点から）                                  

はい☐ いいえ☐       

 

 

 

 

３．ご担当業務を実施する上で、C/P とのコミュニケーションは順調ですか？ （頻度・内容の観点から）      

はい☐ いいえ☐ 

 

 

 

 

４．ご担当業務を実施する上で、日本側関係者間（本邦支援大学、JICA 本部）のコミュニケーションは

順調ですか？（頻度・内容の観点から）                 はい☐ いいえ☐ 

 

 

 

 

 

標記プロジェクトの中間レビュー調査を実施するにあたり、お手数ですが以下についてご回答の

上、11 月 21 日（火）までに評価分析団員までご返送いただければ幸甚です。ご記入内容は日本側

調査団以外の方には共有致しません。ご多忙の折大変恐縮ですが、何卒宜しくお願い申し上げま

す。 

中間レビュー調査団 石飛（評価分析担当） 

（人数、時間あるいは参加者の担当範囲・役職等の観点から） 

（コメントがあれば） 
 

（コメントがあれば） 
 

（コメントがあれば） 
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付属資料５ 質問票（和文・英文） 

 
 

2）□内にご回答をご記入ください。 

５．【実績】以下の指標の達成状況について教えていただけますでしょうか？ 
（1） 6-1．「国際ビジネス・人文学部のカリキュラム・シラバスが開発される。」 
 
 
 
 
（2） 6-2．「本邦支援大学との共同で講義が実施される。」 

 
 
 

 
（3） 6-3．「ゼミ制度の導入計画が開発される。」 

 
 
 

 
６．【有効性】C/P への技術移転により、ご担当分野ではこれまで具体的にどのような成果がありました

か？PDM の指標では測れない成果があれば、以下に記述をお願いします。 
 
 
 

 
７．成果 6（日本の高等教育の特徴を盛り込んだ国際ビジネス・人文学部の設立）を達成するにあたり、

一番大きな課題（課題となりうるもの）は何だとお考えですか？ 
 
 
 

 
８．【持続性】ご担当分野で移転されている知識や経験を今後エジプト側で維持、普及、あるいはさら

に向上させるためには、何が必要でしょうか？ 
 

 
 
９．プロジェクトのこれまでを振り返って、提言や反省点等がありましたらご教示ください。 

 
 

 
以上です。ご協力ありがとうございました。 
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付属資料５ 質問票（和文・英文） 

 
 

エジプト日本科学技術大学（E-JUST）プロジェクト・フェーズ 2 
中間レビュー調査 質問票（業務調整／教育制度） 

2017 年 11 月 

 

 

 

 

 

 

 

1) 該当する回答にチェックを入れ、必要に応じて追加コメントをお願いします。 

【実施プロセス】 
１．E-JUST 側カウンターパート（以下 C/P）の本事業への参加は、これまで十分でしたか？           

はい☐ いいえ☐ 

  「いいえ」とご回答された場合、さらにどの程度の参加が必要でしょうか？ 

 

 

 

 

２．C/P から本事業に対して十分な協力は得られていますか？（本事業に対する姿勢、負担事項実施等の

観点から）                                  

はい☐ いいえ☐       

 

 

 

 

３．ご担当業務を実施する上で、C/P とのコミュニケーションは順調ですか？ （頻度・内容の観点から）      

はい☐ いいえ☐ 

 

 

 

 

４．ご担当業務を実施する上で、日本側関係者間（本邦支援大学、JICA 本部）のコミュニケーションは

順調ですか？（頻度・内容の観点から）                 はい☐ いいえ☐ 

 

 

 

 

 

標記プロジェクトの中間レビュー調査を実施するにあたり、お手数ですが以下についてご回答の

上、11 月 21 日（火）までに評価分析団員までご返送いただければ幸甚です。ご記入内容は日本側

調査団以外の方には共有致しません。ご多忙の折大変恐縮ですが、何卒宜しくお願い申し上げま

す。 

中間レビュー調査団 石飛（評価分析担当） 

（人数、時間あるいは参加者の担当範囲・役職等の観点から） 

（コメントがあれば） 
 

（コメントがあれば） 
 

（コメントがあれば） 
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付属資料５ 質問票（和文・英文） 

 
 

５．【インパクト】これまでご担当分野における予想外の（正または負の）効果・影響はありましたか？      

はい☐ いいえ☐ 
もしありましたら、その内容を以下にご記述ください。              

 
 
 
 

2）□内にご回答をご記入ください。 

６．【有効性】C/P への技術移転により、ご担当分野ではこれまで具体的にどのような成果がありました

か？PDM の指標では測れない成果があれば、以下に記述をお願いします。 
 
 
 

 
７．【持続性】ご担当分野で移転された知識や経験を今後エジプト側で維持、普及、あるいはさらに向

上させるためには、何が必要でしょうか。 
 
 

 
 
８．プロジェクトのこれまでを振り返って、提言や反省点等がありましたらご教示ください。 

 
 

 
以上です。ご協力ありがとうございました。 
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付属資料５ 質問票（和文・英文） 

 
 

エジプト日本科学技術大学（E-JUST）プロジェクト・フェーズ 2 
中間レビュー調査 質問票（業務調整／機材計画） 

2017 年 11 月 

 

 

 

 

 

 

 

【実施プロセス】 
1) 該当する回答にチェックを入れ、必要に応じて追加コメントをお願いします。 

１．E-JUST 側カウンターパート（以下 C/P）の本事業への参加は、これまで十分でしたか？           

はい☐ いいえ☐ 

  「いいえ」とご回答された場合、さらにどの程度の参加が必要でしょうか？ 

 

 

 

 

２．C/P から本事業に対して十分な協力は得られていますか？（本事業に対する姿勢、負担事項実施等の

観点から）                                  

はい☐ いいえ☐       

 

 

 

 

３．ご担当業務を実施する上で、C/P とのコミュニケーションは順調ですか？ （頻度・内容の観点から）      

はい☐ いいえ☐ 

 

 

 

 

４．ご担当業務を実施する上で、日本側関係者間（本邦支援大学、JICA 本部）のコミュニケーションは

順調ですか？（頻度・内容の観点から）                 はい☐ いいえ☐ 

 

 

 
 
 

標記プロジェクトの中間レビュー調査を実施するにあたり、お手数ですが以下についてご回答の

上、11 月 21 日（火）までに評価分析団員までご返送いただければ幸甚です。ご記入内容は日本側

調査団以外の方には共有致しません。ご多忙の折大変恐縮ですが、何卒宜しくお願い申し上げま

す。 

中間レビュー調査団 石飛（評価分析担当） 

（人数、時間あるいは参加者の担当範囲・役職等の観点から） 

（コメントがあれば） 
 

（コメントがあれば） 
 

（コメントがあれば） 
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付属資料５ 質問票（和文・英文） 

 
 

５．【インパクト】これまでご担当分野における予想外の（正または負の）効果・影響はありましたか？      

はい☐ いいえ☐ 
もしありましたら、その内容を以下にご記述ください。              

 
 

 
 
６．【効率性】本事業により供与された機材の質・量・供与のタイミングに課題はありましたか？ 

                                 はい☐ いいえ☐ 
もしありましたら、その内容を以下にご記述ください。              
 
 

 
 
７．【効率性】本事業の供与機材は、中間レビューまでの時点で十分に活用されていますか？ 

   はい☐ いいえ☐ ある程度、活用☐ 
「はい」以外の場合、その理由を以下にご記述ください。              
 
 

 
 
８．【持続性】本事業の供与機材は、今後 E-JUST 側で問題なく維持管理ができるでしょうか？ 

はい☐ いいえ☐ わからない☐ 
「いいえ」・「わからない」とご回答の場合、維持管理上の課題があるとすれば何でしょうか？        

 
 

 
 
９．ご担当分野における今後の課題は何でしょうか？ 

 
 

 
 
１０． プロジェクトのこれまでを振り返って、提言や反省点等がありましたらご教示ください。 

 
 

 
以上です。ご協力ありがとうございました。 
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付属資料５ 質問票（和文・英文） 

 
 

エジプト日本科学技術大学（E-JUST）プロジェクト・フェーズ 2 
中間レビュー調査 質問票（業務調整／学部運営支援） 

2017 年 11 月 

 

 

 

 

 

 

 

【実施プロセス】 
1) 該当する回答にチェックを入れ、必要に応じて追加コメントをお願いします。 

１．E-JUST 側カウンターパート（以下 C/P）の本事業への参加は、これまで十分でしたか？           

はい☐ いいえ☐ 

  「いいえ」とご回答された場合、さらにどの程度の参加が必要でしょうか？ 

 

 

 

 

２．C/P から本事業に対して十分な協力は得られていますか？（本事業に対する姿勢、負担事項実施等の

観点から）                                  

はい☐ いいえ☐       

 

 

 

 

３．ご担当業務を実施する上で、C/P とのコミュニケーションは順調ですか？ （頻度・内容の観点から）      

はい☐ いいえ☐ 

 

 

 

 

４．ご担当業務を実施する上で、日本側関係者間（本邦支援大学、JICA 本部）のコミュニケーションは

順調ですか？（頻度・内容の観点から）                 はい☐ いいえ☐ 

 

 

 

 

 

標記プロジェクトの中間レビュー調査を実施するにあたり、お手数ですが以下についてご回答の

上、11 月 21 日（火）までに評価分析団員までご返送いただければ幸甚です。ご記入内容は日本側

調査団以外の方には共有致しません。ご多忙の折大変恐縮ですが、何卒宜しくお願い申し上げま

す。ご不明な点等がございましたら、上記メールアドレスまでご連絡ください。         

中間レビュー調査団 石飛（評価分析担当） 

（人数、時間あるいは参加者の担当範囲・役職等の観点から） 

（コメントがあれば） 
 

（コメントがあれば） 
 

（コメントがあれば） 
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付属資料５ 質問票（和文・英文） 

 
 

５．【インパクト】これまでご担当分野における予想外の（正または負の）効果・影響はありましたか？      

はい☐ いいえ☐ 
もしありましたら、その内容を以下にご記述ください。              

 
 

 
 

2）□内にご回答をご記入ください。 

６．【有効性】C/P への技術移転により、ご担当分野ではこれまで具体的にどのような成果がありました

か？PDM の指標では測れない成果があれば、以下に記述をお願いします。 
 
 
 

 
７．【有効性】学部運営能力を強化するにあたり、一番大きな課題は何だとお考えですか？ 

 
 
 

 
８．【持続性】ご担当分野で移転された知識・経験を今後エジプト側で維持、普及、あるいはさらに向

上させるためには、何が必要でしょうか？ 
 
 

 
 
９．プロジェクトのこれまでを振り返って、提言や反省点等がありましたらご教示ください。 

 
 

 
以上です。ご協力ありがとうございました。 
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付属資料５ 質問票（和文・英文） 

 
 

エジプト日本科学技術大学（E-JUST）プロジェクト・フェーズ 2 
中間レビュー調査/質問票（工学大学院専攻幹事大学） 

2017 年 10 月 

 

 

 

 

 

 

御名前  

御所属先  

 

1) 該当する回答に☑を入れ、必要に応じて追加コメントをお願いします。 

１．E-JUST 側カウンターパート（以下 C/P）の本事業への参加は、これまで十分でしたか？           

はい☐ いいえ☐ 

  「いいえ」とご回答された場合、さらにどの程度の参加が必要でしょうか？ 

 

 

 

 

２．C/P から本事業に対して十分な協力は得られていますか？（本事業に対する姿勢、負担事項実施等の

観点から）                                  

はい☐ いいえ☐       

 

 

 

 

３．本事業を実施する上で、C/P とのコミュニケーションは順調ですか？ （頻度・内容の観点から）       

はい☐ いいえ☐ 

 

 

 

 

４．本事業を実施する上で、日本側関係者間のコミュニケーションは順調ですか？ （頻度・内容の観点

から）                                はい☐ いいえ☐ 

 

 

 

標記プロジェクトの中間レビュー調査を実施するにあたり、お手数ですが以下についてご回答の

上、インタビュー前日までに評価分析団員までご返送いただければ幸甚です。ご記入内容は日本

側調査団以外の方には共有致しません。ご多忙の折大変恐縮ですが、何卒宜しくお願い申し上げ

ます。 

中間レビュー調査団 石飛（評価分析担当） 

（人数、時間あるいは参加者の担当範囲・役職等の観点から） 

（コメントがあれば） 
 

（コメントがあれば） 
 

（コメントがあれば） 
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付属資料５ 質問票（和文・英文） 

 
 

５．以下の投入の質・量・タイミングは、現時点までに予定された成果を達成するために十分でしたか？ 

o. 専門家・短期教員の派遣 ☐ 十分 ☐ 中程度 ☐ 不十分 

p. 機材の提供 ☐ 十分 ☐ 中程度 ☐ 不十分 

q. 現地活動費（日本側） ☐ 十分 ☐ 中程度 ☐ 不十分 

r. 本邦研修 ☐ 十分 ☐ 中程度 ☐ 不十分 

s. 新キャンパスの建設 ☐ 十分 ☐ 中程度 ☐ 不十分 

t. 教職員の雇用・配置 ☐ 十分 ☐ 中程度 ☐ 不十分 

 

 

 

 

６．これまでご担当分野の業務実施を通して、C/P または貴学への予想外の（正または負の）効果・影響

はありましたか？                              

はい☐ いいえ☐ わからない☐ 

もしありましたら、その内容を以下にご記述ください。              

 

 

 

７．本事業の供与機材は、今後エジプト側で問題なく維持管理ができるでしょうか。              

はい☐ いいえ☐ わからない☐ 

「いいえ」・「わからない」とご回答の場合、維持管理上の課題があるとすれば何でしょうか。        

 

 

 

2) □内にご回答をご記入ください。 

８．【成果 1】E-JUST に工学系大学院向けの日本式教育を提供する上で、一番大きな課題は何ですか？ 

 

 

 

９．【成果 2】E-JUST の研究能力を向上させる上で、一番大きな課題は何ですか？ 

 

 

 

１０． プロジェクトのこれまでを振り返って、提言やコメント等がありましたらご教示ください。 

 

 

以上です。ご協力ありがとうございました。 

  

 

 

（コメントがあれば） 
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付属資料５ 質問票（和文・英文） 

 
 

エジプト日本科学技術大学（E-JUST）プロジェクト・フェーズ 2 
中間レビュー調査/質問票（国際ビジネス・人文学部 幹事大学） 

2017 年 10 月 

 

 

 

 

 

 

御名前  

御所属先  

 

1) 該当する回答に☑を入れ、必要に応じて追加コメントをお願いします。 

１．E-JUST 側カウンターパート（以下 C/P）の本事業への参加は、これまで十分でしたか？           

はい☐ いいえ☐ 

  「いいえ」とご回答された場合、さらにどの程度の参加が必要でしょうか？ 

 

 

 

 

２．C/P から本事業に対して十分な協力は得られていますか？（本事業に対する姿勢、負担事項実施等の

観点から）                                  

はい☐ いいえ☐       

 

 

 

 

３．本事業を実施する上で、C/P とのコミュニケーションは順調ですか？ （頻度・内容の観点から）       

はい☐ いいえ☐ 

 

 

 

 

４．本事業を実施する上で、日本側関係者間のコミュニケーションは順調ですか？ （頻度・内容の観点

から）                                はい☐ いいえ☐ 

 

 

 

標記プロジェクトの中間レビュー調査を実施するにあたり、お手数ですが以下についてご回答の

上、インタビュー前日までに評価分析団員までご返送いただければ幸甚です。ご記入内容は日本

側調査団以外の方には共有致しません。ご多忙の折大変恐縮ですが、何卒宜しくお願い申し上げ

ます。 

中間レビュー調査団 石飛（評価分析担当） 

（人数、時間あるいは参加者の担当範囲・役職等の観点から） 

（コメントがあれば） 
 

（コメントがあれば） 
 

（コメントがあれば） 
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付属資料５ 質問票（和文・英文） 

 
 

５．ご担当分野において、これまで C/P または貴学への予想外の（正または負の）効果・影響はありま

したか？                              

はい☐ いいえ☐ わからない☐ 

もしありましたら、その内容を以下にご記述ください。              

 

 

 

 

2) □内にご回答をご記入ください。 

６．国際ビジネス・人文学部の運営を支援する上で、一番大きな課題は何ですか？ 

 

 

 

 

７．本事業に関し、提言やお気づきの点等ございましたらご教示ください。 

 

 

 

 

以上です。ご協力ありがとうございました。 
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付属資料５ 質問票（和文・英文） 

 
 

エジプト日本科学技術大学（E-JUST）プロジェクト・フェーズ 2 
中間レビュー調査/質問票（大学事務能力強化支援担当校） 

2017 年 10 月 

 

 

 

 

 

 

御名前  

御所属先  

 

1) 該当する回答に☑を入れ、必要に応じて追加コメントをお願いします。 

１．E-JUST 側カウンターパート（以下 C/P）の本事業への参加は、これまで十分でしたか？           

はい☐ いいえ☐ 

  「いいえ」とご回答された場合、さらにどの程度の参加が必要でしょうか？ 

 

 

 

 

２．C/P から本事業に対して十分な協力は得られていますか？（本事業に対する姿勢、負担事項実施等の

観点から）                                  

はい☐ いいえ☐       

 

 

 

 

３．本事業を実施する上で、C/P とのコミュニケーションは順調ですか？ （頻度・内容の観点から）       

はい☐ いいえ☐ 

 

 

 

 

４．本事業を実施する上で、日本側関係者間のコミュニケーションは順調ですか？ （頻度・内容の観点

から）                                はい☐ いいえ☐ 

 

 

 

標記プロジェクトの中間レビュー調査を実施するにあたり、お手数ですが以下についてご回答の

上、インタビュー前日までに評価分析団員までご返送いただければ幸甚です。ご記入内容は日本

側調査団以外の方には共有致しません。ご多忙の折大変恐縮ですが、何卒宜しくお願い申し上げ

ます。 

中間レビュー調査団 石飛（評価分析担当） 

（人数、時間あるいは参加者の担当範囲・役職等の観点から） 

（コメントがあれば） 
 

（コメントがあれば） 
 

（コメントがあれば） 
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付属資料５ 質問票（和文・英文） 

 
 

５．これまで本事業による予想外の（正または負の）効果・影響はありましたか？               

はい☐ いいえ☐ わからない☐ 

もしありましたら、その内容を以下にご記述ください。              

 

 

 

 

2) □内にご回答をご記入ください。 

６．E-JUST の大学事務能力を強化する上で、一番大きな課題は何ですか？ 

 

 

 

 

７．本事業に関し、提言やお気づきの点等ございましたらご教示ください。 

 

 

 

 

以上です。ご協力ありがとうございました。 
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Mid Term Review 
for 

the Project for Egypt-Japan University of Science and Technology Phase 2 
Questionnaire to the President, E-JUST  

 
The Mid-Term Review will be carried out from November 25 to December 11, 2017 to evaluate the 
Project for Egypt-Japan University of Science and Technology Phase 2. The purposes of JICA review 
are to assess the degree of achievements, to draw recommendations for the rest of the project period, 
and to confirm the accountability of the JICA assistance projects to the Japanese public as well as the 
Egyptian people.  
 
We would be very grateful if you could fill in this questionnaire for this review and send it back to the 

Evaluation Consultant for JICA by November 24, 2017, or hand it over to the consultant at the 
time of the interview. Your response will be confidential, and the information source will not be 
specified in the evaluation report. The interview with the consultant will be conducted in line with the 
questionnaire. 
Your cooperation is greatly appreciated. 
JICA Review Team 

 
Please tick the appropriate box or provide your response to the following questions. 
 
1. Do you think the Project Purpose of this project (“E-JUST forms the basis for fostering highly 

capable human resources (researchers/engineers) that contribute to the development of the 
industry and society in Egypt”) is likely to be achieved by the end of the project period? 
                                                      

        ☐Yes   ☐ No    
- Please explain the reason for your answer. 
 
 

 
 
2. What do you think would be the biggest challenge to achieve the above Project Purpose?  

 
 

 
 

3. Are there any unexpected positive/negative impacts brought about by the project on E-JUST, the 
society and/or the environment?     

                                                     ☐Yes   ☐ No 
-If your answer is “Yes”, what are they (is it)?   
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4. How do you rate the timing, quality and quantity of the inputs for the project implementation? 

Please tick the appropriate box and provide any comments, especially when you tick “Not so 
good” or “Poor”.  

 
a. Dispatch of Japanese experts and faculties (number, expertise, duration and timing).  
☐Very good      ☐ Good      ☐ Fair     ☐ Not so good   ☐ Poor 

 
 

 
b. Provision of machinery and equipment (quality, quantity, timing of delivery and utilization) 
☐Very good      ☐ Good      ☐ Fair     ☐ Not so good   ☐ Poor 

 
 

 
c. Provision of training of in Japan (subject, duration/timing, selection of trainees) 
☐Very good      ☐ Good     ☐ Fair    ☐ Not so good   ☐ Poor 

 
 
 

d. Recruitment and assignment of E-JUST academic and administrative staff (number, 
qualification) 

☐Very good      ☐ Good     ☐ Fair    ☐ Not so good   ☐ Poor 
 
 
 

e. Budget disbursement of the Egyptian side (scholarship, operating/maintenance expenses of 
equipment and facilities)   

☐Very good      ☐ Good     ☐ Fair    ☐ Not so good   ☐ Poor 
 
 

 
f. Construction of a new campus including fundamental facilities such as ICT infrastructure   
☐Very good      ☐ Good     ☐ Fair    ☐ Not so good   ☐ Poor 

 
 

 
 
5. How has the communication been among E-JUST, JICA experts and Japanese professors?            

      ☐ Very good   ☐ Good    ☐ Fair   ☐ Not so good   ☐ Poor   
-If your answer is “Not so good,” or “Poor,” please explain the reason for your rating.  
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6. Looking back the past 4 years, please provide suggestions, recommendations or comments on the 

project if any.  
 
 
 
 

Thank you very much for your cooperation. 
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Mid Term Review 
for 

the Project for Egypt-Japan University of Science and Technology Phase 2 
Questionnaire to the Heads of Departments, the Faculty of Engineering  

 
The Mid-Term Review will be carried out from November 25 to December 11, 2017 to evaluate the 
Project for Egypt-Japan University of Science and Technology Phase 2. We would be very grateful if 
you could fill in this questionnaire for this review and send it back to the Evaluation Consultant for 

JICA by November 24, 2017 or hand it over to the consultant at the time of the interview. Your 
response will be confidential, and the information source will not be specified in the evaluation report.  
Your cooperation is greatly appreciated.  
JICA Review Team  

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------ 

Name  

Department  

 
1. Is there any challenge for your department to provide advanced research-oriented education for a graduate 

program?  
  ☐Yes   ☐ No 

-If your answer is “Yes”, what are they (is it)?   

 
 

 
2. What do you think would be the biggest challenge for your department to further promote high-quality 

research activities, if any? 
 
 

 
3. How has the delayed construction of a new campus impacted on the education and research of your 

department? 

 
 

 
4. How has the communication been among your department, JICA experts and Japanese professors?            

      ☐ Very good   ☐ Good    ☐ Fair   ☐ Not so good   ☐ Poor   
-If your answer is “Not so good,” or “Poor,” please explain the reason for your rating.  
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5. Looking back the past 4 years, please provide suggestions, recommendations or comments on the project, 
if any.  

 
 
 

Thank you very much for your cooperation. 
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